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１．参与名簿

氏　　名 役　　職　　名 備　考

　古波津　　昇 沖縄県工業連合会会長 第１号委員

　與那覇　正　樹 沖縄県中学校長会会長 第２号委員

　金　城　盛　順 一般社団法人ものづくりネットワーク沖縄代表理事 第２号委員

　名嘉村　盛　和 琉球大学工学部長
会　　　長
第３号委員

　砂　川　昌　範 名桜大学長 第３号委員

　宮　城　浩　二 名護市地域経済部長 第４号委員

　滝　本　浩　司 内閣府沖縄総合事務局経済産業部長 第５号委員

　松　永　　享 沖縄県商工労働部長 第５号委員
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沖 縄 工 業 高 等 専 門 学 校 参 与 の 会 規 則

平成１７年１１月 １ 日

規 則 第 １ ２ 号

平成１９年 ３ 月３０日

規 則 第 ３ 号

平成２７年 ２ 月１８日

規 則 第 ５ 号

（趣旨）

第１条 この規則は、沖縄工業高等専門学校学則（平成 年学則第 号）第１１条の５の規定１６ １

に基づき、沖縄工業高等専門学校参与の会（以下「参与の会」という ）の組織及び運営に。

関し必要な事項を定めるものとする。

（目的）

第２条 参与の会は、沖縄工業高等専門学校（以下「本校」という ）の管理運営、教育研究。

活動等の状況について評価、助言又は勧告を行い、本校での自己点検・評価に関する活動を

支援することを目的とする。

（任務）

第３条 参与の会は、校長の諮問に応じ、次の各号に掲げる事項について外部評価を実施する

ものとする。

( ) 本校の教育研究上の目的を達成するための基本的な計画等に関する事項1

( ) 本校の教育研究活動等の状況について本校が行う自己点検・評価に関する事項2

( ) その他本校の管理運営に関する事項3

（組織）

第４条 参与の会は、高等専門学校に関し広くかつ高い識見を有し、本校の発展に理解ある次

の各号に掲げる学外者の中から、校長が委嘱した若干名の参与をもって組織する。

( ) 経済・産業界の関係者1

( ) 技術者教育関係機関の職員又は経験者2

( ) 大学又は高等専門学校等の教育研究機関の教員又は経験者3

( ) 本校の所在する地域の関係者4

( ) その他高等専門学校に関し広くかつ高い識見を有する者5

（任期）

第５条 参与の任期は２年とし、再任を妨げない。

２ 前項の参与に欠員が生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。

（会長）

第６条 参与の会に会長を置き、校長が指名する。

２ 会長に事故等があるときは、校長が指名する参与がその職務を代行する。

（運営）

第７条 参与の会の会議は、校長が招集し、会長がその議長となる。

２ 会長が必要と認めたときは、参与以外の者を会議に出席させ、意見を聴取することができ

る。

（事務）

２．参与の会規則 
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第８条 参与の会の事務は、総務課において処理する。

（雑則）

第９条 この規則に定めるもののほか、参与の会の運営に関し必要な事項は、校長が別に定め

る。

附 則

この規則は、平成１７年１１月１日から施行する。

附 則（平１９．３．３０規則第３号）

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。

附 則（平２７．２．１８規則第５号）

この規則は、平成２７年２月１８日から施行する。
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３．参与の会日程表 

 

 

Ⅰ．日  時    令和５年５月２５日（木）１４：００～１６：００ 

 

 

Ⅱ．場  所    沖縄工業高等専門学校 メディア棟２階 会議室 

          （オンライン会議併用） 

 
 

Ⅲ．会 次 第 
 
     （１）開  会 

     （２）校長挨拶 

     （３）参与紹介及び本校出席者紹介 

     （４）会長選出 

     （５）高専を取り巻く状況  

     （６）事前質問事項回答 

（７）意見交換 

     （８）閉  会 

 

 

Ⅳ．配布資料 

① 沖縄工業高等専門学校参与の会 

１．会次第・配付資料・・・・・・・・ 1 

２．出席者名簿・・・・・・・・・・・ 2 

３．座席表・・・・・・・・・・・・・ 3 

４．参与の会規則・・・・・・・・・・ 4 

② 令和４年度自己点検評価書 

③ 事前質問に対する回答 

④ 沖縄工業高等専門学校 ２０２２ 学校要覧 

⑤ 学生生活の手引き 令和４年度 
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４．出席者名簿

○ 参与出席者

氏　　名 役　　職　　名 備　考

　我　謝　育　則 沖縄県工業連合会専務理事 第１号委員
(古波津会長の代理出席)

　名嘉村　盛　和 琉球大学工学部長

　砂　川　昌　範 名桜大学長

　滝　本　浩　司 内閣府沖縄総合事務局経済産業部長 第５号委員

　砂　川　　健 沖縄県商工労働部産業雇用統括監
第５号委員

(松永商工労働部長の
代理出席)

※ご欠席

　與那覇　正　樹 沖縄県中学校長会会長

　金　城　盛　順 一般社団法人ものづくりネットワーク沖縄代表理事

　宮　城　浩　二 名護市地域経済部長 第４号委員

○ 沖縄工業高等専門学校出席者

氏　名 役　　職　　名

　佐　藤　貴　哉 校長

　田　中　　博 副校長（総務担当）・副校長（国際担当）

　眞喜志　　治 副校長（教育・入試担当）

　神　里　志穂子 副校長（学生・キャリア支援・寮務担当）

　伊　東　昌　章 副校長（研究・産学連携担当）

　與那嶺　尚　弘 副校長（特命・ＩＴ担当）

　金　城　伊智子 評価対応委員会委員長

　亀　井　耕　治 事務部長

　齋　藤　洋　史 総務課長

　髙江洲　哉　子 学生課長

第３号委員

第２号委員
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５．参与の会議事 

 

（１）開会（齋藤総務課長） 

  （齋藤総務課長から、沖縄工業高等専門学校参与の会の開会を宣言した。） 

 

（２）校長挨拶（佐藤校長） 

  （佐藤校長から、参与の会開会にあたり挨拶があった。） 

 

（３）参与紹介及び本校出席者紹介（齋藤総務課長） 

  （齋藤総務課長から、参与及び本校出席者の紹介があった。） 

 

（４）会長選出 

（佐藤校長から、沖縄工業高等専門学校参与の会規則第６条に基づき会長の指名が 

あり、名嘉村琉球大学工学部長が選出された。） 

 

（５）高専を取り巻く状況 

 ○名嘉村会長 

どうもありがとうございます。それでは早速、議題に入らせていただきたいと思います。

初めに、佐藤校長に、高専を取り巻く状況についてお話聞かせていただきたいと思います。

佐藤校長、よろしくお願いします。 

 ○佐藤校長 

ありがとうございます。それでは、パワーポイントの資料を使ってご説明していきたい

と思います。タイトルは「高専を取り巻く状況」ということで、何枚かスライドを作らせ

ていただきました。お手元の iPadでご覧いただければと思います。 

「高専を取り巻く状況」ということで、「人々に信頼され、開拓精神あふれる技術者の

育成により、社会の発展に寄与する。」、これが学校の校是になっております。教育目標と

いうものがありますが、簡単に言うと、自分で考えて自分で正しく行動できる技術者を育

成しようというような教育目標になっているということです。 

それで、４学科の構成になっておりまして、機械システム工学科、情報通信システム工

学科、メディア情報工学科、生物資源工学科ということで、情報通信システムとメディア

情報、この２つの学科が情報系の学科になるということで、２０年前に沖縄高専ができた

のですが、その時から、情報系の工学に力を入れてきたということが言えると思います。

生物資源というのは、沖縄の生物資源、これを有効活用していこうというような勉強をす

る学科になります。 

そして、最近よく話をさせてもらっている沖縄高専の強みというのが５つありまして、

１つが航空技術者プログラムということで、航空機の、主としては整備の仕事ができるよ
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うな、そういうエンジニアを養成していこうということ。それから ICT・IoT教育。これ

は情報工学が得意な高専ということもあって、学科によらず全員にこのような基礎教育

をやるというのが特徴になると。それから３番目のバイオインフォマティクス。これもバ

イオテクノロジーと情報工学を掛け合わせたような分野の技術者を育成しようというこ

とで、力を入れております。下の２つですね。観光・地域共生デザインコース。これは今

年度から、政府の強い要望で、沖縄の観光と、観光を含む色々な産業の DXを進めていこ

うという、そういう人材を養成するということで、今年度から始まったコースになります。

それから一番下の多文化共生・国際展開高専は、先ほども一言述べさせていただきました

けども、全国の高専は 51校あるのですが、この高専の中で海外の学生を受け入れて、高

専教育をやると。それから、海外にも実は高専があるのですが、そこのサポートをやろう

ということで、その主幹校に選ばれて、今年度から活動を開始しております。これらが沖

縄高専の強みになります。 

まず、入口の状況ですが、これは毎年の志願者倍率をグラフにしたものですが、令和５

年度は 1.64 倍というところまで上がってきております。実際に学科ごとに見ていきます

と、赤い棒グラフと黄色い棒グラフ、これらは情報系で、今年度から情報系の新しいコー

スを作るということで、昨年だいぶアナウンスをさせていただいた効果もあって、ここま

で伸びているという状況だと思います。入学者は、ここにありますように 95.6％が沖縄

県の出身者が来てもらっているということです。女子学生比率ですが、生物系とメディア

情報は非常に女子が多い。高専全体でだいたい３割ぐらいを目標に置いて、今、女子学生

を確保しようとしているのですが、この２つの学科は大きく超えているということで、あ

と機械と情報通信、ここをこれから増やしていけたらなと思っております。 

入学者の志望動機を聞いてみますと、やっぱり高専でコンピューターの勉強がしたい

とか色々な技術について学びたいという、前向きなモチベーションで入ってくる学生が

少なからずいるということで、このような学生を中学の段階から増やしていくことが重

要かと思っております。それから、下は寮に入る学生のパーセンテージですが、今年は

95.6％が寮生ということで、たくさんの学生が寮に入って生活をしていて、沖縄高専にと

っては、寮は非常に意味があるものであることを再認識いたしました。 

出口の状況ですが、先ほど滝本様から、沖縄で活躍してくれる技術者を、という話があ

ったかと思いますが、実際のところは、沖縄県内に就職する学生は非常に少ない状態で、

県外に就職する学生が多いということです。これは、色々な要因あると思うのですが、賃

金の問題とか、高専で学んだことを沖縄で生かせるような、活躍できる場が少ないという

こともあって、このような状況になっておりますが、先ほど少しお話しした新しいコース

ですね。これは沖縄の DXを促進するための人材を育成するということですので、こうい

ったところの卒業生が沖縄に定着して沖縄で活躍いただくというようなことが進められ

ればというふうに思っております。その方向で進めていこうということで意見をまとめ

ているところです。４割ぐらいの学生が就職ではなく進学すると。進学する学生の半分ぐ
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らいが専攻科へ進み、半分ぐらいが大学等に編入学をするというようなパーセンテージ

になっております。就職する学生の多くは製造業と情報通信関係で、半分以上がそのよう

な分野に行くという傾向です。 

学生生活ですが、沖縄高専のカリキュラム上の特徴で創造研究という科目があります。

これは、１年生の時から仲間を集めて自分のやりたいテーマを決めて研究活動をやると。

単位が取れる授業ですが、ここで学生が色々なことを考えて、研究したり、あるいはもの

づくりをしたりして、その結果、多いのはコンテストに出場すること。社会実装という言

葉がよく使われますが、社会の役に立つような技術を学生が開発し、それをコンテストで

披露するということを一生懸命やっております。そのため、沖縄高専はコンテストで結構

優秀な成績を収めております。技術とアイデアで社会貢献しましょう、これが沖縄高専だ

けではなく、全国の高専、国立高専のキャッチフレーズになっているということです。

色々なコンテストに出た結果を幾つか並べておりますが、昨年度はＧコン、GIRLS 

Technology SDGs 関係のコンテストがありまして、そこへ沖縄高専の学生が出場して、

90 チームの中から１位になり、文部科学大臣賞を頂きました。他にも色々なコンテスト

で活躍しており、非常に頼もしく、私はこの１年間非常にうれしかったのですが、このよ

うなところが特徴になっております。 

例としましては、これは社会実装フォーラムで賞を頂いたものですが、草抜きロボット

じゃなくて草つぶしロボットなんですね。草の上をローラーで走り回って草を押しつぶ

すと。抜くんじゃなくて押しつぶすというのが非常にユニークで、賞を頂きました。あと

は、先ほど述べた文部科学大臣賞を頂いたものですが、ドローンでパイナップル畑の上を

飛んで画像でパイナップルの芽を撮影し、芽のサイズから、そのパイナップルがいつぐら

いに実るか、いつごろ美味しくなるか、というのを AIで計算して、農家の人にいつ収穫

するとベストですよ、というのを教えるということなのですが、これも地域に密着した高

専生のアイデアとの融合ということで、非常に面白いかなと思っております。これは、名

護のこども食堂に来ている子どもと一緒に高専生が開発したということで、オリオンビ

ール様で出る酵母粕、ビール麦芽粕っていうのかな。それをアップサイクルして、何かタ

コスパ、スパゲティの上にかけるミートソースみたいなものを作ったということで、名護

のイオンとか東京のスーパーで売って、非常に好評だったと聞いております。このような

ことを高専生が外へ出ていって学外で色々な活動をする、ということも非常に重要なこ

とだなと思っております。 

これは、今年初めて、高専機構、全国の高専でやったのですが、国際会議を東京で開き

ました。高専関係から 160件の発表があったのですが、その内 10件が沖縄高専からの発

表ということで、このような学会発表でも頑張ってくれておりまして。これは、英語で発

表するだけではなく、英語で発表した内容をインパクトファクター付きのジャーナルに

投稿する、というオブリゲーションが付いており、学生も教員も頑張ってやっているとい

うところです。 
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このようなことを行って技術者としての道を歩んでいるのですが、最近特にちょっと

今までと変わってきたなと思うのは、合理的支援を必要とする学生が増えてきていると

いうことがあります。主に、発達障害、メンタルヘルス、それからフィジカルな病気があ

るのですが、それぞれについて合理的支援をどうあるべきか委員会で相談しながらやっ

ているというのが現状で、少しずつ増えているのが気になるところで、沖縄だけではなく、

全国的にそのような学生が増えてきているという傾向があります。 

それからいじめですね。これは去年のこの会でも話題になったのですが、いじめ認知ゼ

ロをゼロに、というようなキャッチフレーズになっておりまして、本校でも色々な見回り

の委員会をつくったり、もしいじめがあったときにどう対処するか、というようなことに

ついて対応策を練ってやっているという状況です。 

教員も、今、琉球大学の先生方と一緒に COI-NEXTに参加させていただいて、瀬底の

熱帯生物圏研究センターで、ミーバイの陸上養殖について IoT の活用をやらせていただ

いております。また、先程のタコスパについては、外へ出て学生が活動する場を作る、と

いうようなことをやっております。 

今年度から観光・地域共生デザインコースが始まるのですが、これは沖縄のリーディン

グ産業の１つである観光産業に DX の力でイノベーションを興せるような人材育成をし

ましょう、ということで始まったものです。どのような人材育成をするのですか、と言い

ますと、１つは社会貢献型ビジネスということで、観光産業の中でもNPOとかビューロ

ーとかそのようなところの観光の政策も含めて、企画の部分を担えるような学生を育て

ようということ。それから真ん中のビジネスイノベーションは、まさにアントレプレナー

の養成で、沖縄で卒業生が起業して新しい産業を沖縄で育てていく、そういうことができ

る人材を育成しようというのが２つ目です。最後は地域 DX。沖縄の観光だけではなく、

様々なところで DX の技術で沖縄を発展させることができるような人材を育成したいと

いうことで、この３つの人材を設定して、今年度もう始まっております。実際に授業とか

実習は後期から始めると。これは、希望する学生が前期に選ぶものですから、学生のモチ

ベーションを今一生懸命上げて選んでもらおうということです。高専で学んだこと、沖縄

で学んだことは、全国どこでも通用するので、先ほどの話ではありませんが、沖縄じゃな

くても俺のアイデアを使えるんだよってことになってしまうと、ますます沖縄から出て

いってしまうことが起きますので、そこはやっぱり沖縄愛を育みつつ、沖縄で活躍しても

らうような教育をしないといけないという話をかねがね教員としているという状況です。 

ここにありますように、IT やデータサイエンスを身に付けるということと、様々な沖

縄の企業、経営者とかスタートアップの社長にご協力いただきまして、沖縄で起業するに

はどうすれば良いかとか、沖縄で観光に関することをどのようにやればうまくいくのか

というようなことも含めて、授業等をしてもらうというようなことを考えております。そ

の他、観光だけではなく、文化、自然、特産物等も併せて学んでもらいたいなと思ってお

ります。一番下にありますのがすごく重要なところで、講義とかセミナーにプラスして沖
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縄の企業様と一緒に学生と教員が組んで新しいものづくり・ことづくりをやる。これを実

践するというのが非常に重要だということで、開発の OJTを一緒にやっていきたいとい

うふうに思っております。 

国際交流。先ほど言いましたように、全国の高専を主幹する学校に選ばれました。実際

にタイの中学を卒業した高校１年生の学生が、今６名、この高専で日本語で授業を聞いて

受けております。タイにも日本型の高専ができておりますので、そこの３年生が沖縄高専

に来て、これは１カ月間ですが、授業を受けるというプログラムもありますし、先ほどの

この６名は５年間沖縄高専で学ぶというプランになっております。これが進んでおりま

すので、このようなことを含めて、沖縄高専の学生も海外の学生と交流するし、ここで交

流できるし、コロナも下火になりましたので、沖縄高専の学生も外へどんどん出ていって

もらうということにこれからなっていくと思っております。 

それからアントレプレナー。これも非常に高専全体が力を入れているところです。実は

今年度、全国の高専、これは国立だけではなく私立も公立も含めて全ての高専に１校当た

り約１億円の特別の予算が政府から付きました。これは何をするかといいますと、本校も

そうですが、学内に起業家工房というスペースを作り、そこに 3Dプリンターやサーバー

などを置いて、学生が自由に使える。地域の課題を知り、それを解決するための様々なア

イデアや試作をそこでやってもらおう、という企画が全国で起きており、沖縄高専も起業

家工房をつくるということで進めております。コンテストの話をしましたが、コンテスト

で優勝した学生が学生起業するというのも全国で起きております。まだ本校は起業した

学生はおりませんが、起業したいっていうふうに言ってくる学生もおりますので、これか

ら少し楽しみだなと思っております。 

そして、今年２０周年記念事業ということで、ロゴを作らしていただいて、「やんばる

から世界へ、新時代のパイオニア」というのをキャッチフレーズにして、２０周年記念を

迎えたいなと思っております。記念式典の挙行や記念誌の発行、それから基金の創設や植

樹もやろうと考えておりまして、具体的には９月１６日の土曜日に名護市民会館で式典

やプレゼンをやりたいというふうに考えております。これは別途皆様にも招待状をお届

けすることになると思います。よろしくお願いいたします。 

  そしてこれを機に、今年２０年なので、この後１０年、３０年に向けて、沖縄高専がど

うあるべきか、どのように変化していくのかというような議論を始めております。高度化

というのは、やはりキーワードですので、少し学校を見直して新しい形に変えていければ

なということで考えております。 

  最後にもう１つですが、やはり意志のある中学生の皆さんが高専を選んでいただかな

いとサステナビリティーではない形になってしまいますので、選んでいただくというの

が重要なので、最近話題になっている STEAM 教育ですね、これを小学校、中学校の段

階で高専がお手伝いをするような形を取らしていただこうというふうに考えております。

今、文科省のプロジェクトで次世代科学技術チャレンジプログラムというのがあります。
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これは昔で言うとジュニアドクターというプログラムで、小中学生のうちから才能のあ

る子どもに科学の英才教育をやって研究者になってもらおうという教育なのですが、実

は沖縄高専と隣にある GODAC、JAMSTEC の海洋開発機構と一緒になって、今、海を

科学する研究者を養成しようと。その養成と同時に、Society 5.0型ですので、IoTやデー

タサイエンスも一緒にということで、ゆくゆくは高専に来てねということを考えながら

今取り組んでいるところです。今日、ちょうどヒアリングを予定しておりまして、神里が

途中で抜けさせていただくことになるのですが、ぜひ採択されれればいいなと思ってお

ります。 

  少し長くなりましたが、今、こういう状況で沖縄高専が進んでいるという紹介をさせて

いただきました。後でいろいろご質問を頂ければと思います。どうもありがとうございま

した。 

 

（６）事前質問事項回答 

 ○名嘉村会長 

どうもありがとうございました。質問等は後でまとめて行いたいと思いますので、続き

まして事前に参与の皆様から頂いたご質問等について、学校側に回答をお願いしたいと

思います。評価対応委員会委員長の金城先生、お願いします。 

○金城評価対応委員会委員長 

（金城評価対応委員会委員長から、事前質問の回答があり、各担当副校長から、回答の 

補足説明があった。） 

 

（７）意見交換  

○名嘉村会長 

  どうもありがとうございました。それでは、意見交換に入りたいと思います。だいたい

30 分程度を想定しております。委員の皆様から何かあればご自由によろしくお願いしま

す。いかがでしょうか。 

○砂川参与 

先ほどのNo.２のところにも関係してくるのですが、高専が求めていこうとして、人材

養成の中身として技術者を養成していく、高度な技術者ですね。そういった中で今後の教

育体制といたしまして、実際に企業と、もしくは研究所等で働かれている、そういった専

門の高い、もしくは高度な技術を擁する人材を、もしくはクロスアポイント制度みたいな

もので高専に引き込むようなことは今後考えておられるのでしょうか。 

○田中副校長 

まだ具体的にどのような方法を使ってというところまで議論が進んでおりませんが、

取り得る方法があれば方法論としては取っていきたいです。あと、では、どのような人材

を今後我々が導入したいか、交流していただきたいかといいますと、個々の分野で高い専
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門性というのは、時代の流れに応じて、やはり１０年、２０年前と、今、あるいはこれか

らと変わってきていると思いますので、高度な専門領域が今は昔と違うという観点から

採用を進めるということと、あともう１点は、どんな分野であったとしても、その工学と

のリンク、あと学術的なところと、実際の地域社会への還元、社会へのコントリビューシ

ョン、そういうところの横の連携を意識して、それを具体的な活動につなげられる、そし

てある程度は開示するということを、今、想定しております。 

○名嘉村会長 

どうもありがとうございます。他に何かございますか。では、私の方から。先ほど国際

展開の話がありました。高専が大学と違う点は大学入試が無いということですが、大学生

は入試でたくさん英語を勉強して入ってくる。ただ悪いところもあって、そこで燃え尽き

て、その後の語学教育、語学の勉強がなかなかうまくいかない。大学でも英語の授業はあ

るのですが、単位を取りにいってしまい、本来の意味の語学力の向上につながってない学

生が多いと思うのですが、高専は入試が無い、いわゆる大学入試に相当するものがない。

その中で継続的に英語力を向上させる何か取組などがあれば教えていただきたいです。 

○田中副校長 

まず、国際担当の立場からお話をさせていただきますと、英語ができない高専生という

のは、昔からあちらこちらで言われていて、その１つの要因は、今、先生も言われたよう

に、受験がないので、あるニンジンがぶら下がっていて、それに対してこつこつ取り組む

っていう、そういう期間が、やはり英語に関しては、多くの学生にとって我々が提供し切

れていないというところがあると思います。一方で、高専のいいところなのですが、自分

が興味のあることに関しては、やはり時間がありますから、そこを一生懸命やるというと

ころがありますので、ある程度英語の力が付いている子たちは、やはり自分の興味を持っ

て、必要だと思って英語もこつこつ、語学ですので、どっちみち時間がかかりますので、

そういう興味を持ってもらうというところに、外から学生が来たときに、より多くの学生

にきっかけをつくる、あるいはなかなかたくさんの学生を外に連れ出すということは平

時でも様々なハードルがあって難しい状況ですが、それをより多くの学生に外に行って

きて、帰ってきたときにローカルの学生達に影響力を出していただく。 

もう１つは、やはり卒業生は、高専にいたときに英語を勉強しておけばよかったという

ふうに思って、そういうことをフィードバックしてくれる卒業生もかなりの数おります

ので、そういう先輩の声を聞く機会を作るといったようなことは、学校としてできること

かなと思っております。一方で、私も直近２年タイ高専の立ち上げに参加しておりまして、

タイの学生に対して英語で授業をする、あるいは英語でコミュニケーションをする。やは

り国は違っても、言葉が違っても、学生といかに信頼関係を築いていくかということは、

コミュニケーションがやはりベースになると。きれいな英語、あるいは試験で点数が取れ

る英語というよりも、コミュニケーションがきちっと出来るツールとしての英語という

ところを高専としてはそういう方に少しフォーカスしていくのも考え方の１つかなと。
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ただし、基礎力は必要なので、そこをきちんと担保するということが、学生に気付かせて

それをきちんと担保できるシステムが、学校としては持っておくべきかなというふうに

個人的には考えます。 

○名嘉村会長 

どうもありがとうございます。他に何かございますか。ご質問等あれば。 

○滝本参与 

１つだけ。今ちょうどタイのお話が出て、昨年度と今年度、タイから３名受け入れたと。

資料の一番下に高専機構としての受入れは令和５年度までとあるのですが、来年度以降

はどのようなご予定になっているのでしょうか。 

○田中副校長 

大きく２つありまして、１年生から我々が受け入れているタイ政府派遣のプログラム

につきましては、数年前から高専が受入れを始めておりまして、沖縄高専では３年前から

になると思います。そのプログラム自体は今年度で終了するのですが、その後の継続、あ

るいは新しいプログラムについては、タイ政府と日本政府の中で検討が進んでいて、同じ

形か、あるいは別の形か、どういう形になるのかまだ正確には聞いておりませんが、継続

の可能性はあるというふうに聞いております。 

あと、もう１つの大きな柱は、国費留学生といって、これはタイに限らず、今はマレー

シア、ミャンマー、モンゴル、ああ、チュニジア。大変失礼しました。フランス語を喋る

学生がいるのですが、そこは従来どおり政府間の国費留学生でして、彼らは選抜された後

に１年間東京で日本の教育を受けて３年次編入として入ってきます。大きく分けてその

２つ。もう１つは、去年まだ始まったばかりですが、タイ高専の２年生が３年生になると

きに、一定の数を編入生として受け入れるということを始めておりまして、今年度初めて

メディア情報工学科に１名、タイ高専から編入生で受け入れております。 

ですので、最初のご質問に対しまして言いますと、１年生から受け入れるタイ政府派遣

につきましては、継続の可能性はあるのですが、まだ具体的な情報はこちらには来ていな

いという状況です。今、トータルで１４名留学生がおりまして、数年前に比べてずっと増

えてきておりますので、その留学生を活用して、ぜひ、ローカルの日本の学生、高専生に

対してグローバル感覚を養う、そういった取組みを推進していきたいと思います。 

○名嘉村会長 

他に何かご質問等。 

○我謝沖縄県工業連合会専務理事 

  すみません、よろしいでしょうか。工業連合会の我謝です。先ほどの教育組織の中で、

大学と研究機関等との交流がありましたが、先ほどの英語を使うということになると、高

専が OIST の方にも種々参加されているという情報も入っておりますので、英語を使っ

て OIST の先生方とも様々な交流ができるのではないかということが面白いかと思いま

す。もう１つは、この研究機関の中で、琉球大学、名桜大学、沖縄県農業研究センターと
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あるのですが、工業技術センターとの交流とかもあるのでしょうか、ということと、もう

１つは、委員の中に入っているものづくりネットワーク沖縄様の方で金型等を造ってお

りますので、私ども、工業連合会というところではないのですが、機械システム工学科の

方にやはりちょっと力を入れたいなという個人的な考えもありますので、そういうこと

での交流をやれば、もう少し裾野の方が広がっていくんじゃないかなと私は思っており

ますので、そういうところでいかがでしょうかという提案です。すみません。 

○伊東副校長 

  それでは、私の方からお答えさせていただきます。まず工業技術センター様との連携で

すが、非常に古くから連携は様々な形でさせていただいております。共同研究というよう

な形や、工業技術センター様の機器を使わせていただくですとか、そういった様々な形で

連携させていただいておりまして、今後も引き続き連携を強めていきたいと考えており

ます。ものづくりネットワーク様に関しては、いろんなご助言等も頂きながら連携やご指

導を頂いているというような感じだと思います。以上でございます。 

○我謝沖縄県工業連合会専務理事 

  すみません、よろしいですか。OISTとの関わりはいかがでしょうか。 

○伊東副校長 

OISTとの関わりは、本校の教員と OISTの教員で共同研究を進めているといった案件

はございます。それをきっかけにして更に連携を深めていきたいと考えております。以上

です。 

○我謝沖縄県工業連合会専務理事 

ありがとうございます。 

○名嘉村会長 

それでは沖縄県の砂川さん、お願いします。 

○砂川沖縄県商工労働部産業雇用統括監 

私の方から２つありまして、まず、最初にも申し上げましたが、沖縄県の事業で、例え

ば健康医療、データサイエンス、人材育成事業ですとか、新卒学生の総合支援事業、それ

から、これはちょっと部署が違うのですが高度研究人材活用促進事業とか、県の各事業を

受託していただいてご協力いただいていることに感謝いたします。各課の方からも、お礼

を申し上げてということで、今日はまずそのことを申し上げたいと思います。 

それから、先ほどのお話の中で、州崎地区のことだと思うのですが、そこのお話が少し

出ていたと思います。ご承知だとは思いますが、州崎地区に立地している企業は、先ほど

我謝さんもおっしゃったように、金城盛順様のところの金型を中心にして、半導体や電気

自動車など、様々な企業も結構入ってきておりますので、もしご興味があれば、お声掛け

いただければ、セットをさせていただけることができるんじゃないかなというふうに考

えております。ぜひご検討の方をよろしくお願いします。 
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○名嘉村会長 

  他に何かございます。私からもう１つよろしいでしょうか。最近、工学系入試で女子枠

というのが段々増えてきまして、要は女性技術者の社会進出を後押ししようというのが

まずメインの目的だと思うのですが、それと同時に、その学校現場での、いわゆる教育環

境で、チームディスカッションで女性がある程度いると、多様性のある議論ができてアウ

トプットがさらに良くなるという議論もあるように思うのですが、先ほどの校長先生の

話で３割を目指す、既に幾つかの学科はその程度という話でしたが、その教育環境という

視点で、女子学生の効果というところ、もし何か具体的なところがあれば教えてください。 

○眞喜志副校長 

  言葉選ばすに言えば、生物は女子が圧倒的に多いので、やはり女子が支配的な学科は、

すごく元気です。そういう意味では女子きちっとしているので、本校の寮でもそうですが、

男子寮は本当に汚いのですが、女子寮はすごく規律正しくやっている。そういったところ

が、クラスの運営だとか、こういうグループ学習とかにも、ある程度現れてきているよう

には感じております。ですから、女子学生が少ない学科だと、少しだらしなくなったりす

るとこもあるのですが、そういうのが学習面でもやはり出てきているようには感じます。

そのアウトプットというところもグループから出てくるもの、ということにとどめれば、

やはり、結構視点が多岐にわたって細かいものが出てきたりする例もありますので、こう

いう女子学生が一定数いる。これはもう学生だけに限らず、教員の方でもそうだと思うの

ですが、そういうところの効果というのは、すごく見て取れますので、学生だけではなく、

教員であったり職員であったりするところもある程度の女性っていうことの割合が必要

なのかなというふうには感じております。 

○名嘉村会長 

入学の年齢が 16歳ということで、まだまだ若いと思うのですが、将来に向けてのキャ

リアパス、女性エンジニアとしてのキャリアパスについて、何か入学後に特別な教育です

とか、そういったものが必要なのかなと思うのですが、その辺はいかがでしょう。 

○眞喜志副校長 

そうですね。男女関わらず、このキャリアパスというキャリア教育はしっかりとしてい

るのですが、その中で女子の活躍というところについては、男女共同参画の方が割と積極

的に女子学生の意見を吸い上げるとか、そういった将来を見据えるというような取組み

はしていますが、きちっとした計画の下に行っているところではないため、まだそこらあ

たりは精査してしっかりと結果に結び付くようなものは実施する必要があるかなとは感

じております。 

○佐藤校長 

  やっぱりロールモデルですね。中学生の皆さんに、女性で技術者になったらこういう世

界があるんですよというのを、やはり実例をもって示していくというのが非常に重要だ

と思います。つい半年から１年ぐらい前かな。本校の航空技術者プログラムの卒業生が沖
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縄県で初めて女性の一等航空整備士ですね、大きな飛行機を１人で、最後のチェックをし

て、その人がはんこを押すと飛んでいけるらしいのですが、そういうのになったというの

が新聞に出ていました。やはりああいうのを具体的に見せていくというのが非常に重要

かなと思っておりますので、本校の学生にもそうですし、中学校の皆さんにも、このよう

な女性技術者がいることを教えてあげるというのが重要かなと、私は思っております。 

○名嘉村会長 

ありがとうございます。他に何かご質問等ありましたら、お願いします。 

○砂川参与 

沖縄の中学校を卒業されて、約 95％の県内出身者の生徒さんが沖縄高専で生活されて、

５年間本科卒業されて県外にというお話ですが、その時に、沖縄の歴史や文化をアイデン

ティティーとして持った状態で、県外や国外に出ていくということは、ものすごく大切な

要素のような気がするんですね。恐らく様々なところで活躍する際に、やはり出身のこと

は必ず聞かれるし、出身のことについて、特に外国に出かけたときにはよく聞かれると思

うんですね。そういった中で、やはり自分の古里のことを知るということも、とても大切

な教育の中身として必要じゃないかな、と大学教育に携わって思うんですね。どのように

歴史とか文化とか沖縄の社会性だとか、そういったものを教育の中にどう取り込んでお

られるのか、そこを教えていただければと思います。 

○眞喜志副校長 

４年生の必修科目で「地域文化論」という授業がありまして、これは琉球王朝とかそう

いうところをクローズアップした授業で、調べ学習とかもさせているようですので、そう

いうところで沖縄の古い歴史になります。近い歴史をしていないところが少し問題かな

と思っておりますので、そういうところも含めた上でやっていくという。それが今年度か

ら始まった観光・地域共生デザインコースというところが１つのきっかけになって、これ

はコースに限った話ではなく、全学的に広げるようにしたいなというふうには考えてお

ります。 

○名嘉村会長 

  他、いかがでしょうか。我謝様、お願いします。 

○我謝沖縄県工業連合会専務理事 

すみません。質問ではないのですがお願い事がありまして。私ども工業連合会が沖縄の

発明協会とつながりがございまして、発明協会の方からある事業がありまして、その件に

ついて高専さんの方にも告知したいなという話があったのですが、どちらの窓口を通せ

ばよろしいのか少し教えていただければということのお願い事なのですが、何か回答出

ますでしょうか。すみません。 

○伊東副校長 

すみません。発明協会様が例えば講義をしていただけるとか、そのような形でしょうか。 
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○我謝沖縄県工業連合会専務理事 

いや、そうではなくてですね、発明協会の方が、私どもの沖縄の産業まつりで「発明く

ふう展」というのがあるんですよ。もし学生さん達でその「発明くふう展」で何かアイデ

アとして出していただけるような場面がないかなということでの提案で、ちょっとお話

をしたいという内容なので、私ども、橋渡しを少しお願いされたものですから、もし高専

さんでそういう話を聞いていただける窓口があれば教えていただきたいということだけ

なんです。すみません。 

○伊東副校長 

はい、分かりました。本校の研究連携推進室が窓口になるかと思います。 

○我謝沖縄県工業連合会専務理事 

ありがとうございます。 

○名嘉村会長 

他に何かございますでしょうか。いかがでしょうか。では、私からよろしいでしょうか。

冒頭にいじめの話が前年度の話題になったという話がありました。その後でハラスメン

トの話があったかと思うのですが、大学ですと、恐らく学生間の問題はハラスメントとし

て扱うと思います。高専ですと、いわゆる４年生、５年生はある意味大学生だと思うので

すが、その辺の境目といいますか、いじめだと軽く考えてしまうけれども、ハラスメント

という言葉を使うと、割と真剣に皆さん考えてしっかりと対応できるのかなという、何か

そういうのを考えらるかなと思うのですが。 

○佐藤校長 

たぶんおっしゃるように、大人が関わっているとハラスメントで、子ども、まだうちの

場合は１６歳から入ってきますので、例えば、本人が望まないような形で SNSにアップ

してしまったというような話だと、どちらかというとハラスメントというよりはいじめ

に当たるようなもので、ケースバイケースですけれども、低学年はいじめになるようなケ

ースがあるので、その場その場で対処していくという形になると思います。一対一的な大

人のハラスメントとはちょっと違う形態のものが出てくるので、友達と友達がじゃれ合

っているのをスマホで写してそれを SNSにアップしてしまった、それは本人としてはそ

んなことをされたくなかったみたいな話とか、そのようなものはやはりいじめになるの

で、そういう対処をした方がいいかなというふうに思っております。 

○名嘉村会長 

他に何かご質問等ありましたら、お願いします。 

○砂川参与 

国際交流や海外留学派遣も含めてですが、高専の学生さんが海外の協定大学等に留学

した場合に、どうしても休学ということになるのか、留年ということになるのか、恐らく

単位互換とかが１対１の対応になっていなければ、そのようなことが生じ得ると思うの

ですが、そういったことは、今どういうふうに取り組まれておりますか。 
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○眞喜志副校長 

単位につきましては、単位互換を行っている提携校が無く、学生は休学して留学し、戻

ってきて元の学年を半期、だいたい後期と翌年度の前期を休学で、年度をまたいで１年間

が多いので、その年度の前期を終えて、夏休みから留学して、翌年度の夏休みに帰ってき

て、後期から続けるようにして、１年留年するような形に現在はなっております。 

○田中副校長 

眞喜志先生、専攻科生に関しては、留学は単位にならなかった？ 

○眞喜志副校長 

いや、専攻科生は、留学ではなく長期インターンシップ、あとはグローバルインターン

シップ。それは単位にはなるのですが、留学とは少し違いますね。 

○田中副校長 

留学とは違うのですが、専攻科に関しては、沖縄独自のカリキュラムを組んでおりまし

て、単位取得を上手にやればなのですが、問題無く２年間で修了できるように半期は別の

ところに長期インターンシップなりグローバルインターンシップなりで出られるという

仕組みはありますが、本科生の場合は、今、説明があったとおりです。以前は前期と後期

で２年休学という制度が以前まではあったのですが、だいぶ前に、２年はやっぱり。 

○砂川参与 

学生の負担が大きい。 

○田中副校長 

大きいので、前と後ろと合わせて１年ということに、今はなっております。 

○名嘉村会長 

他に何か。はい、我謝様、お願いします。 

○我謝沖縄県工業連合会専務理事 

すみません。先ほどタイの方がいらっしゃるという話なのですが、高専の方で、タイの

方に日本語を教えるという学習の期間もあるのでしょうか。それともう１つ、高専から海

外に行ったときの語学の学習というのはどうなっているのか、ちょっとお聞きしたいの

ですが。 

○眞喜志副校長 

まず、タイから受け入れている留学生につきましては、３年生から受け入れている留学

生の場合には、こちらに来る前に日本語を学習してきますので、本校で特別な教育はして

おりません。ただ、日本の文化などの教育はしております。１年生から受け入れている留

学生につきましては、本校で通常の教育課程を進めながら、日本語教育も行っていくとい

うような形にしております。本校から留学する学生に対しては、特別にこの仕組みがある

わけではないのですが、英語の教員が割と積極的に協力してもらって、語学をある程度身

に付けて海外に行くというような形になっております。 
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○我謝沖縄県工業連合会専務理事 

分かりました。ありがとうございます。 

○名嘉村会長 

そろそろ時間が近付いておりますが、いかがでしょうか。よろしいでしょうか。はい、

どうもありがとうございました。今回の参与の会については、配布資料と本日の議事録も

含めて報告書として取りまとめていただくことになっております。議事録等の作成は学

校側でお願いしたいと思います。議事録の確認は、もし何もなければ私の方でさせていた

だいて了承としたいと思います。何か課題点や確認点があれば、皆様にも送付させていた

だいてご確認いただく形を取りたいと思います。それでよろしいでしょうか。はい、どう

もありがとうございます。 

本日は皆様のご協力により、円滑に会議を進めることができました。どうもありがとう

ございました。これにて参与の会を閉会としたいと思います。お疲れ様でした。 

 

（８）閉会 

○齋藤総務課長 

名嘉村会長、どうもありがとうございました。最後に、本校校長佐藤よりごあいさつが

ございます。お願いいたします。 

○佐藤校長 

今日は２時間にわたりまして、様々なディスカッションをさせていただきまして、あり

がとうございました。様々なご意見を頂きまして、やはり地域で学生を育てる、技術者を

育てる、高専だけではなく、地域にある大学さん、それから研究、行政の組織であったり、

地域であったり、みんなで沖縄の技術者を育てていこうということで、やらしていただけ

ればと思っております。皆さんのお力添えがないと、沖縄に定着するようないい技術者も

育たないと思いますので、今後ともご協力のほどをよろしくお願いしたいと思います。 

また、20 周年のイベント等についてはお知らせをいたしますので、ぜひご参加いただ

ければと思います。どうも今日はありがとうございました。 

○齋藤総務課長 

  本日は、長い時間どうもお疲れ様でございました。これをもちまして、本日の日程全て

終了いたします。どうもありがとうございました。 
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Ｎｏ 区分 内　　　　　　　　　　容

Ⅱ　教育組織

沖縄県では「新・沖縄21世紀ビジョン振興計画」が策定されました。本会においてももの
づくり関連産業分野は注視しております。その中で、産学官の連携は重要な位置を占
めております。貴高専においては地域産業界を結ぶパイプ役として「沖縄工業高等専門
学校産学連携協力会」がありますが、学術方面での公設機関及び大学・研究機関等と
の連携及び人材育成などの取り組みがありますでしょうか。

（古波津参与）

回答

公設機関及び大学・研究機関等との連携に関しては、以下のような連携と研究協力を
行っております。
・琉球大学との連携：
資源循環型共生社会に向けた農水一体型サステイナブル陸上養殖研究開発
・沖縄県農業研究センターとの連携：
熱帯果樹類における先端技術を活用した画像等による栽培管理支援技術の開発
・名桜大学との連携：
観光・地域共生デザインコースの一部の科目は、名桜大学で開設している科目を遠隔
又はオンデマンドで履修する予定
また、2019年度から沖縄県委託事業において、琉球大学、国立遺伝学研究所等の大
学・研究機関と連携し、社会人、学生（本校学生含む）を対象としたバイオインフォマティ
シャン育成の講義を実施しております。

Ⅲ　教員及び教育支援者等

P13.総合科学科の専任教員数が16名とあるが、設置基準を満たしていますか。

（砂川参与）

回答

一般科目を担当する基幹教員の数につきましては、高等専門学校設置基準第六条第６
項に規定されておりますが、総合科学科以外の学科教員も一般科目を担当することで
設置基準を満たしております。なお、本件につきましては、高専機構本部にも確認済み
でございます。

P16.「教員評価」は自己評価と他者評価があるのですか。評価基準は公表されていま
すか。

（砂川参与）

回答

「教員評価」は、国立高等専門学校機構から例示された評価方法に基づき、「沖縄工業
高等専門学校における教員評価実施要領（令和５年３月１４日改正）」において、①教員
の自己点検評価、②教員による相互評価、③学生による授業評価の評価基準を定めて
おり、学内に公表しております。

６．事前質問に対する回答                                 

1

質問等

2

質問等

3

質問等
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Ｎｏ 区分 内　　　　　　　　　　容

Ⅳ　学生の受入

本科学生募集において、３年前までは「機械システム工学科」志願者について「機械工
学」は他の学科と比較して難しいなどの理由により志願者から敬遠された学科だとお聞
きしておりましたが、令和５年度は順調に伸びてきているように思えます。広報活動にお
いてどのような改善策と努力をされたのでしょうか。

（古波津参与）

回答

気軽に参加できるオンライン学校説明会で高専に興味がある中学生に沖縄高専のイ
メージを作ってもらい、オープンキャンパス、サマースクール、公開授業で実際に体験し
てもらうことで進路決定につながるよう取り組んでおります。
また、学校説明の際に在校生（機械、情報、生物）による学科紹介、学校生活の様子を
説明してもらい、学生目線の沖縄高専を積極的に発信しております。参加者のアンケー
トでも「高専のイメージが変わった」「学生がキラキラしている」など好評となっておりま
す。

P21.佐藤校長自ら中学校を訪問し、学生募集活動を行っていることは高く評価できる。
成果として高専のイベントへの中学生の参加数が増加している。

（砂川参与）

回答

学校の特徴、取組を校長自ら訪問し、広報を行っております。高専の制度、普通高校と
の違い、特徴を説明することで「高専」を知ってもらうことを第一に考えております。佐藤
校長が訪問することにより、中学校で開催する進路学習会に急遽参加できることが決
まったり、また、本島の中学校校長から、離島の中学校校長を紹介頂き、離島での説明
会やミニ出前授業の実施に繋がっております。

P28.中南部地区や離島からの入学者数の実態と課題をどのように評価し、今後の取り
組みにつなげるのか。

（砂川参与）

回答

中南部地区の入学者数は安定しておりますが、その中でも沖縄市からの入学者数が増
加傾向にあります。沖縄市内の中学校から進路学習会への参加依頼が多いことも影響
していると考えられます。離島からは、石垣市からの入学者数が増加しております。離
島に関しては、本校学生寮の居室数が多く、全て個室であることも、増加の一因である
と考えられます。今後は、STEAM教育と広報活動を関連させて、中学校から本校の学
びにシームレスに繋げる仕組みを検討して参ります。

質問等

4

5

質問等

6

質問等
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Ｎｏ 区分 内　　　　　　　　　　容

Ⅴ　教育内容及び方法

平成27年度に開設された「航空技術者プログラム」がこれまでの「航空機整備」に重点
を置かれてきたが、今年度から更にバージョンアップし航空関連産業分野に視点を置き
新しいプログラムを再編されたことにより、航空関連産業分野で活躍する人材が広範囲
に広がっていくことを期待します。「航空技術者プログラム」を開始して７年経過したとあ
りますが、これまでに合計何名が進学、就職(航空関係企業)されたのかお教え下さい。

（古波津参与）

回答

航空技術者プログラムの開設前は、航空関連企業への就職は僅か２名でしたが、開設
後はこれまでに、４４名を輩出しております。
また、進学は、専攻科 ２３名、他大学（３年次編入） １２名 という状況です。

P29.一般科目の教育内容として、科目と修得単位数はどのようになっていますか。

（砂川参与）

質問等

8

回答

7

質問等

5年一貫の教育課程の中で一般科目を通して社会人として必要な知識や幅広い教養を
身につけるための学習を行います。また、専門科目と緊密に連携し、社会の急速な変
化に対応できる技術者として各学科に共通する学問の基礎を養います。なお、一般科
目の修得単位数については、平成28年度以降の入学者は80単位（選択科目を含む）、
令和2年度以降の入学者は79単位（選択科目を含む）となっており、各科目の詳細は下
記のとおりとなります。

国語（10単位）：文学的文章や科学技術文章などを論理的に分析し、自らの考えを表現
できる力を養うとともに、国際的に活躍する技術者に必要なコミュニケーション能力を育
成します。
英語（24単位うち選択科目2単位）：昨今のグローバリゼーションを念頭に置き、各自の
専門分野に関する情報について、英語で理解しやり取りができる、基礎的な運用能力を
身につけた技術者や研究者の養成するために、英語四技能をバランスよく育成します。
社会科学（11単位うち選択科目2単位）：歴史学では、現代とは異なる思想・価値観を理
解することで、多面的なものの見方や考え方ができるようにするとともに、現代と異なる
形態の国家・社会・宗教等を学ぶことで、現代社会を相対的に把握する能力を養いま
す。地理学では、現代社会を空間的・構造的に理解することを通じて、各自のライフコー
スに地域選択・社会参加のイメージを醸成します。
数学（20単位）：専門科目や理系科目の基礎となる数学の授業は、理論のみを追求する
だけでなく、基礎理論を工学的に発展させることのできる応用力も育成します。さらに、3
年までには大学初年程度の内容を履修します。
自然科学（12単位うち選択科目2単位）：理工学分野の基礎となる物理では、自然現象
を支配する物理法則を講義・演習・実験を通して学びます。地球科学では、地球を構成
する物質や、地表付近で進行している自然現象について、講義や身近な事物の観察を
通じて学びます。
健康科学（8単位うち選択科目2単位）：スポーツ実技と健康科学から成り、様々なス
ポーツの実践方法やトレーニング方法の基礎、生活習慣病の予防、健康増進、公衆衛
生学に関する教育を行います。
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Ｎｏ 区分 内　　　　　　　　　　容

（自己評価書の該当箇所：p.39）
自己評価書39ページにご記載のとおり、沖縄県では、「新・沖縄21世紀ビジョン基本計
画」において、航空関連産業クラスターの起点となる航空機整備事業の拡大を推進する
など臨空・臨港型産業の集積促進を図っているところです。その中で航空機整備に関わ
る採用者数がMRO Japan(株)においては、平成28年度の19名が、令和４年度には171
名と152名（９倍）増加しており、貴校の航空技術者プログラム履修者も含まれていると
聞いております。
貴校において、航空技術者プログラムのカリキュラムを、令和４年度から機体整備に加
えて航空関連産業まで拡充されたことは、沖縄県が目指す航空関連産業クラスター形
成を下支えする航空関連産業の人材育成に資するものであり、引き続き、社会ニーズ
に対応した産業人材を輩出していただくことを期待しております。
今後も沖縄県の航空関連産業クラスター形成に向けた取組に御理解、御協力をお願い
するとともに、県内航空機関連企業とさらに密に連携していただき、学生の同関連企業
に就職の御支援をお願いいたします。

（松永参与）

回答

新しい航空技術者プログラムでは、低学年からの意識向上を目的に、これまで以上に
航空業界への関心を高めることも盛り込んでおります。さらに、入学前の小中学生にも
広く知ってもらう裾野拡大のための取り組みも重要であると考え、航空教室や出前授業
などの広報活動も充実させて参ります。本校の航空技術者プログラムを重要進路の一
つとして選択してもらえるよう、魅力あるプログラムの実施に努めて参ります。今後も、
一人でも多くの優秀な人材を沖縄県の航空関連産業クラスターを担う一員として活躍し
てもらえるよう人材の育成に邁進して参りますので、変わらぬご指導ご鞭撻のほど宜し
くお願いいたします。

Ⅵ　教育の成果

「キャリヤ教育センター」で県内製造業５社の人事担当者と結成した「ジンジャー５」は県
内企業への就職勧誘において力強い内容だと思えます。今後も継続していただき学生
の県内企業への就職斡旋に力を尽くしていただくようお願いします。また、「ジンジャー
５」を通して何か好事例がお教えて下さい。

（古波津参与）

回答

本校では、キャリア教育センターと協働して「LIVE型オンライン説明会」、「LIVE型グルー
プ座談会」を実施しております。今後、本校とジンジャー５との「協働インターンシッププ
ログラム」、地域連携研究推進センターともタッグを組み、学生も交えた「技術開発を含
む共同研究」などの取り組みを検討していく計画となっており、実践的な人材育成に繋
げていきたいと考えております。

10

質問等

9

質問等
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Ｎｏ 区分 内　　　　　　　　　　容

昨年度貴校と連携し、教職員・学生に対して県内半導体関連企業の事業説明会を実施
した。参加した学生からは、これら半導体関連企業が県内に立地していることを知らな
かったという声もあり、満足度の高い説明会となったと考えている。
県内就職率をさらに向上させるため、半導体関連企業に限らず、インターンシップの実
施など県内立地企業と学生との接点をさらに高める取組を進めて欲しい。
（Ｐ55 就職者に占める県内企業への就職者数及び就職率）

（滝本参与）

回答

学生だけでなく、教職員にとっても県内の半導体関連企業が多数ある事を知るいい機
会となりました。ありがとうございました。さっそく今年度の就職活動では、県内の半導
体関連企業に目を向ける学生達も出てきました。今後も県内立地企業に目を向け、イン
ターンシップや見学会など、学生を地域で育てるプラットフォーム作りをしていければと
考えております。今後ともどうぞよろしくお願い致します。

（自己評価書の該当箇所：p.44）
自己評価書p.44御記載のとおり、県では、令和４年度より、新規学卒者等総合就職支援
事業（所管：沖縄県商工労働部雇用政策課）において、就職支援員を学内に配置すると
ともに、理系学生向け業界研究会を同校で開催しております。
いずれも、県事業受託者と同校で連携ができており、特に、理系学生向け業界研究会
においては、教員が学生を積極的に誘導することで、多数の学生が参加し、県内企業
の事業内容や求人情報等を知る機会を有効に活用していただけたものと考えておりま
す。
昨今では、県内企業における人材不足が顕著となっており、県内産業界から、高度な専
門知識を有する同校学生に寄せる期待がより高まっております。
今後とも、上記の県事業を効果的に活用いただき、学生に対する県内企業の情報提供
の機会増加など、県内就職促進に一層取り組んでいただきますようお願いいたします。

（松永参与）

回答

IT関連企業だけでなく、半導体関連企業など県内企業において、高専生が学んだ技術
と知識を活かせると考える仕事や企業が増えてきたことが、学生達が関心を持つきっか
けになっていると考えております。
県内企業の皆様には、今後も高専生にとって魅力ある仕事や効果的な情報発信をして
頂き、技術と知識を有し、地域を活性化させる人材として、沖縄高専の学生が県内で活
躍できる基盤作りをして頂けると教職員でもその魅力をアピールして参ります。今後も、
共に協力していければと考えております。

11

質問等

12

質問等
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Ｎｏ 区分 内　　　　　　　　　　容

（自己評価書の該当箇所：p.44）
県では令和４年度に、「沖縄バイオコミュニティ」を形成し、内閣府から「地域バイオコミュ
ニティ」として認定を受けております。
「沖縄バイオコミュニティ」は、県内の大学等研究機関及びバイオ関連企業による研究
開発の推進や、事業化促進及び事業拡大を目的として、企業・大学・金融機関等の関
係機関と連携し、組織の枠を超え課題解決に取り組み市場拡大を目指していく共同体
で、研究開発・人材育成機関として沖縄高専も参画して頂いたことに御礼申し上げま
す。
今後、コミュニティによる県内バイオ関連企業等への人材確保の支援として、県内の理
系学生へ授業内で県内バイオ関連企業や関連施設を紹介するほか、職場体験等を実
施する予定です。つきましては、沖縄高専の学生の皆様へ積極的に周知いただくなど、
連携した取組の一層の推進をよろしくお願いいたします。

（松永参与）

回答

本校の生物資源工学科では、本科1年生からバイオテクノロジー基礎実験や創造研究
を通して、自ら手を動かし実験のスキル、分析のスキルを身に付けていく学生達が多く
育っています。その学生達が研究や開発を行えるような職場環境のご提供をして頂け
ると大変助かります。中学生の保護者の中には、県内企業への就職を期待する声も聞
かれます。研究・開発が県内でできる企業へ就職できるチャンスが増える事は、入学を
希望する中学生にとっても高専を選択する材料になると考えております。

Ⅶ　学生支援等

P63.学生－教員、教員－教員のハラスメント防止対策はどのように行われていますか。

（砂川参与）

回答

本校では、「沖縄工業高等専門学校キャンパス・ハラスメントの防止及び対策等に関す
るガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）及び「沖縄工業高等専門学校キャンパス・
ハラスメントの防止等に関する規則（令和３年７月２１日改正）」（以下「規則」という。）を
制定し、ハラスメントの防止体制を構築しております。
また、キャンパス・ハラスメント相談員（教員から５名、事務系職員から３名、技術系職員
から１名、常勤看護師１名）を配置し、上記ガイドライン及び規則とともに、本校HPで公
表しております。
学生及び教職員から相談があった場合は、ガイドラインで定められたフロー図に基づ
き、キャンパス・ハラスメント防止委員会等で対応しております。（規則等は別紙１～３参
照）

課外活動として、部・同好会で成果を収めている。「第1回高専 GIRLS×Technology
Contest」では、農業のＤＸをテーマに、文部科学大臣賞を受賞している。事業化（社会
実装）への意識の高い学生が育っているので、高専出身起業家の講演会の実施など、
アントレプレナーシップ教育にも積極的に取り組んで欲しい。
（Ｐ58 学生支援等　令和4年度　部・同好会等の主な実績一覧）

（滝本参与）

回答

令和5年度からスタートアップ起業家工房の設置やアントレプレナーシップ教育を実施し
ていく準備をして参りました。1年生から5年生までキャリア教育の一貫として、アントレプ
レーシップ教育を実施して参ります。また、沖縄高専に令和5年度から設置された「観
光・地域共生デザインコース」においては、これまでに無かった、経営学などを取り入
れ、さらに、スタートアップビジネスやDX技術の教育にも力を入れていくカリキュラムに
なっております。

質問等

質問等

13

14

15

質問等
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Ⅹ　研究活動の状況

県内産業界の抱える問題等を解決するため、技術相談等を進めていることは承知して
おります。問題解決した事例を広く産業界に伝えることにより高専の利活用が一層促進
すると思われます。問題解決した事例を高専のホームページで積極的に情報発信する
とともに、この自己点検評価書にもその内容の掲載を検討していただけないでしょうか。

（古波津参与）

回答

相談者との秘密保持の関係もあり、どこまで情報発信できるか慎重に検討したいと存じ
ます。

Ⅺ　外部資金受入状況

地域連携コーディネーターについては、本会も場所を提供しております。これまでの成
果及び企業等からの意見がありましたならばお教えて下さい。

（古波津参与）

回答

令和4年度は週2日沖縄県工業連合会様を拠点として業務を行ったこともあり、沖縄県
工業連合会様を訪問する県内外企業との情報交換の機会が増え、本校および沖縄高
専産学連携協力会の広報活動を行うことができ、4社の産学連携協力会入会に繋がり
ました。また、県内企業の多くが中南部に集積しているため、企業訪問数が増え、高専
機構主催イベント「KOSEN EXPO」参加企業の勧誘においては、前年度から8社の参加
企業数増加に繋がりました。
地域連携コーディネーターが県内中小企業を中心に精力的に企業訪問を行い、本校を
PRしてきたことから、企業からは大学と比較して気軽に技術相談をできるとの評価をい
ただいており、これまで約350件の技術相談に対応いたしました。

p.90　受託研究の令和4年度の実績で、県外機関・企業分が増加しているようですが、
何か理由があるのでしょうか。

（金城参与）

回答

JSTが実施する「共創の場形成支援プログラム」に、琉球大学を中心とした県内外15機
関で構成する研究チームが採択され、令和4年度に約2,600万円の受託研究費を受け
入れたこともあり、増加しております。
本プログラムは令和2年度から10年間を予定しており、10年間で総額約2億円の受託研
究費受け入れを予定しております。

17

質問等
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18

質問等

26



Ｎｏ 区分 内　　　　　　　　　　容

p.92　技術相談会の実施で、相談件数32件とありますが、今までの相談件数のデータ
（令和2年、3年など）をお教えください。また、上記相談件数のうち、共同研究の受託研
究等、外部資金受け入れの実績に繋がっていった実績数は何件でしょうか。技術相談
企業の県内企業からの件数は何件でしょうか。

（金城参与）

回答

令和2年度：相談件数19件（内、県内企業18件）、共同研究受入に繋がった実績数1件
令和3年度：相談件数34件（内、県内企業25件）、共同研究受入に繋がった実績数1件
令和4年度：相談件数36件（内、県内企業29件）、共同研究受入に繋がった実績数1件

Ⅻ　正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況

（自己評価書の該当箇所：p.93）
県では平成31年度から、健康・医療分野における情報科学技術の活用促進のため、県
内の学生・企業に対し、バイオデータの解析・加工等ができる人材（バイオインフォマ
ティシャン）を育成する事業を行っております。本事業については専門性が高く、沖縄高
専の教授の御協力のもとに事業を推進することができております。
本県の健康・医療産業の振興を図るため、当該分野の人材育成に取り組んでまいりま
すので、今後とも連携し取り組んでいただきますようお願いいたします。

（松永参与）

回答

本校ではバイオインフォマティクス教育に注力しており、これまで沖縄県商工労働部様
との連携により、健康・医療データサイエンス人材育成事業を推進しております。本校
学生からも数多くのバイオインフォマティクス技術者認定試験合格者を排出しており、
2019年度から4年連続で学会奨励賞を受賞しております。
これからも、バイオインフォマティクスの普及と、将来の沖縄県の健康医療産業を担う技
術人材育成に取り組んで参りますので、今後ともご協力の程よろしくお願いいたします。

XⅢ　管理運営

P104.沖縄高専におけるＰＤＣＡサイクルの中で統括する運営会議はＡＣＴＩＯＮのみに関
わることになるのでしょうか。

（砂川参与）

回答

運営会議では、各委員会が作成したPDCAを検証のうえ、次期への引継ぎ事項計画へ
の指摘を行っており、CHECK（評価）、PLAN（計画）にも関わっております。

21
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 沖縄工業高等専門学校キャンパス・ハラスメントの防止及び対策等に関するガイドライン 

 

第１ 目的  

沖縄工業高等専門学校（以下「本校」という。）は、学生、教職員及びその他すべての本校構成員に対し、修学、

就労、教育又は研究に関わる基本的人権を守る責務を負っており、この人権を著しく損なう各種のハラスメント

を決して容認することはできない。本校は可能な限りハラスメントの防止と対策について、その責務を果たさな

ければならず、同時に本校を構成するすべての人々に、この問題を理解させ、ハラスメントを行わない、行わせ

ない努力が求められる。こうした目的の実現のためにこのガイドラインを定める。  

第２ ハラスメントの定義  

ハラスメントとは、相手の意に反する言動によって、相手の人格を傷つけ、人権を侵害する行為である。本校で

は、修学上、就労上、教育上及び研究上或いは学生生活における関係を利用してなされるいやがらせやいじめ行

為をハラスメントと定義し、具体例を「別紙１ 各種ハラスメントの具体的例示」に示す。 

第３ ガイドラインの対象  

(1) ガイドラインは、本校の学生（本科生、専攻科生、本校で教育を受けるあらゆる立場の者）、本校の全教職

員（非常勤講師及び非常勤職員等含む。）及び客員研究員のほか、委託及び派遣契約等により本校において就

労する者を対象とする。  

(2) ガイドラインは、本校のキャンパスの内外、授業、研究、課外活動及び勤務等の時間の内外を問わず、本校

の学生、教職員等の間におけるハラスメントのすべてを対象とする。  

第４ 防止のための施策と体制  

本校は、ハラスメントの発生を防止するために、次のような措置を講ずるものとする。  

(1) ハラスメントの防止に関する全学的機関として、キャンパス・ハラスメント防止委員会（以下「防止委員会」

という。）を設置する。  

(2) ハラスメント防止のための広報・啓発活動並びに研修の企画及び実施を行う。  

(3) ハラスメントが発生しないような環境を整備する。  

(4) その他ハラスメント防止のために必要な事項を行う。  

第５ 相談体制と被害の救済申立てへの対応  

(1) 本校は、ハラスメントに関して相談を希望する学生、教職員及び関係者（以下「相談者」という。）が安心

して相談をし、被害を訴えることができる体制を作る。 

(2) 本校は、被害の救済の申立てに対応するため、必要に応じて防止委員会の下にキャンパス・ハラスメント調

査委員会（以下「調査委員会」）を設置する。  

(3) 被害の相談及び救済の申立て等については、「別紙２ 沖縄工業高等専門学校キャンパス・ハラスメント対

応フロー図（教職員）または（学生）」により、全校的な体制をもって対応する。  

第６ 委員会等  

防止委員会、相談員並びに調査委員会に関し必要な事項は、別に定める。  

第７ ガイドライン等の見直し  

防止委員会は、このガイドライン等の年度ごとの運用状況を勘案し、必要があれば見直しを行うものとする。  

 

附 則  本ガイドラインは、平成２１年３月１８日から施行する。 

附 則  本ガイドラインは、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則  本ガイドラインは、平成２９年１０月１２日から施行し、平成２８年３月２６日から適用する。 

【別紙１】 
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別紙１  各種ハラスメントの具体的例示  

ハラスメントには多様な形態があるが、以下にその主な具体例を示す。  

１．セクシャル・ハラスメント  

(1)性的欲求に対する服従又は拒否を理由に、利益又は不利益を与え、あるいはそれを示唆すること。  

① 個人的な性的欲求への服従又は拒否を、就学上、研究上、就労上の指導、評価、学業成績等に反映させるこ

と。 

② 就学上、研究上、就労上又は学生生活における利益又は不利益を条件として、性的働きかけをすること。  

(2)明確な利益又は不利益の提示は伴わないが、相手の望まない性的言動を行うこと、又はそれを求めること。  

① 執拗若しくは強制的な性的行為への誘い、あるいは交際の働きかけをすること。  

② 強引な接触や性的行為を行うこと。  

③ 性的魅力をアピールするような服装や振る舞いを要求すること。  

(3)性的言動や性にかかわる掲示、性差別的な発言等により、不快の念を抱かせるような環境をつくること。  

① 性的な意図をもって、身体への一方的な接近又は接触などを行うこと。  

ア 相手の身体を上から下まで長い間じろじろ眺め又は目で追ったりすること。  

イ 相手の身体の一部（肩、背中、腰、頬、髪等）に意識的に触れること。  

② 性的な面で、不快感をもよおすような話題、行動及び状況をつくること。  

ア クラブ部室又は研究室等にポルノ写真、わいせつ図画などを貼る等の扇情的な雰囲気をつくること。  

イ 卑猥な絵画、映像又は文章等を見ることを強要すること。  

ウ コンパ、親睦会のつきあい等において集団で下品な行動をとること。  

エ 性に関する悪質な冗談やからかいを行うこと。  

オ 相手が返答に窮するような性的又は下品な冗談をいうこと。  

カ 相手が不快感を表明しているにもかかわらず、その場からの離脱を妨害すること。  

キ 意図的に性的な噂を流すこと。  

ク 個人的な性的経験を尋ねること、あるいは経験談を話すこと又は聞くことを強要すること。  

③ 性的特徴を理由とする蔑視的な発言を行うこと。  

ア 性的理由のみによって、性格、能力、行動及び傾向等において劣っている、あるいは望ましくないと決め

つけること。  

イ 「権利を主張する女性は、性的魅力に乏しい」等、個人の主張や意見を、性的属 性に結びつけること。  

ウ 相手の望まない（おじさん、おばさん、坊や、おねえちゃん）等の呼称を蔑視的に使用すること。  

 

２．アカデミック・ハラスメント等（パワーハラスメント含む） 

(1)学生の人権、人間性を無視する指導や、学生に対して嫌がらせ（ハラスメント）行為を行うこと。学生に対する

嫌がらせ（ハラスメント）行為とは、教員の立場や権力の濫用に起因する態度、言葉、処遇によって被権力の立

場にある学生の勉学、研究、日常生活に理不尽な支障をきたす行為を指します。 

① 学生に、体罰を与えたり暴言を吐いたりすること。 

② 学生に対して客観性、公平性に欠けた理由により退学・留年勧奨、研究・教育指導拒否、を行うこと。 

③ 研究会や指導を名目に、学生を不必要に学外や深夜に呼び出すこと。 

④ 学生や保護者などとの十分な話し合いを持つことなく、学生の意思に沿わないような進路を押し付けること。 

⑤ 学生に対して、客観性、公平性に欠ける成績評価をすること。 

⑥ 学生の成績の良し悪しにより差別的処遇を行うこと。 

⑦ 指導教官が学生の必要な書類に客観性、公平性に欠けた理由により印鑑を押さないこと。 

⑧ 学生の性別により差別的扱いをすること。 

⑨ 心身に障害を持つ学生に対して差別的扱いをすること。 
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(2) 他の教職員の人権や人間性を無視する言動や嫌がらせ（ハラスメント）行為を行うこと。職務上の上下 

関係に起因する権力の濫用に起因する態度、言葉、処遇を行い、被権力の立場にある教職員の教育、研究、日常

業務に理不尽な支障をきたす行為を指します。また、こういった行為は職務上の上下関係に起因しない場合でも

該当します。 

① 他の教職員に対して、教育・研究妨害を行うこと。 

② 客観性、公平性に欠けた理由により昇任差別、退職勧奨などを行うこと。 

③ 他の教職員に対して、対等な人格であるという視点が欠如した差別的言動を行うこと。 

④ 他の教職員に対して、性別による差別的扱いや言動を行うこと。 

⑤ 心身に障害のある他の教職員に対して差別的扱いや言動を行うこと。 

⑥ 他の教職員の日常業務に支障をきたすような職務以外の用事による接触を行うこと（電子メールなどによる

接触も含む）。 

⑦ 職場の環境を悪化させるような行為(騒音など)を行うこと。 

⑧ 断りにくい立場にある者を、飲み会にしきりに誘ったり、飲み会の席で飲酒を無理強いしたりすること。 

(3) 他の学生や教職員の人権やプライバシーの侵害につながる情報を流すこと（インターネットを利用しての行為

を含む。）。 

① 学生や教職員、学校に関する中傷や侮蔑、無責任なうわさを流すこと。 

② 学生や教職員のプライバシーに関する情報を無断で流すこと。 

③ 職務上知り得た個人情報を勝手に漏洩すること。 

④ 特定の個人に関する情報を無断で掲示したり、差別的な落書きを行ったりすること。 

⑤ 特定の個人の容姿を褒めたり、けなしたりなど、身体的特徴を話題にすること。
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別紙２ 沖縄工業高等専門学校キャンパス・ハラスメント対応フロー図（教職員） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

附 則 

このガイドラインは、令和３年７月２１日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

 

申し入れ 

行為者とされる者に対して（必要な場合は関係者にも）事実関係を確認の上、問題とされる行為があった場合は

その行為を止めるよう、行為者に申し入れるものです。 

 

調停 

防止委員会委員３名が調停員となり、被害者及び行為者の双方の話し合いで紛争を解決する方法です。調停委員

は、当事者間の話し合いに立ち会い、調停案を作成します。 

 

 

調査・措置 

キャンパス・ハラスメントの被害者が学校に対して行為者に何らかの措置を取ることを求める手続きです。 

相談者の同意の上、報告 
 

キャンパス・ハラスメント 
防止委員会委員長 

キャンパス・ハラスメント 
防止委員会 

キャンパス・ハラスメント 
調査委員会 

 
主事、学科長等 

迅速な対応が必要と判断さ

れる被害を見聞した 
教職員 

 
相談者（被害者） 

キャンパス・ 
ハラスメント相談員 

校 長 

 
申し入れ 

 
調 停 

 
措 置 

 
調 査 
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別紙２ 沖縄工業高等専門学校キャンパス・ハラスメント対応フロー図（学生） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※学生は最も相談しやすい箇所に相談してください。 

※相談内容については、秘密を守るなど、相談者に不利にならないように慎重に取り扱います。 

※相談内容について、相談者に了解の上、関係者同士連絡及び報告を行います。 

※相談者は、キャンパス・ハラスメント防止委員会委員長に苦情処理（申し入れ、調停、調査・措置）を依頼する

ことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

相談者 
（学生・保護者） 

 
学生相談・支援室 

 
担任・教科担当

等身近な教職員 
 

医療機関 
警察・福祉係機関

等外部機関 

 
キャンパス・ハラス

メント防止委員会委

員長 

キャンパス・ハ

ラスメント 
相談員 

 

迅速な対応が必要と判断さ

れる被害を見聞した 
教職員 
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沖縄工業高等専門学校キャンパス・ハラスメント防止委員会  

 

構成員  

 

(1) 総務主事 

(2) 各学科長及び総合科学科長 

(3) 事務部長 

(4) その他校長が必要と認めた者 

  

 

 

沖縄工業高等専門学校キャンパス・ハラスメント相談員  

 

構成員  

 

(1) 教員のうちから校長が指名した者  男女各若干名 

(2) 職員のうちから校長が指名した者  男女各若干名 

(3) 看護師  

(4) 総務課人事係長 

(5) その他校長が必要と認めた者 若干名 
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沖縄工業高等専門学校キャンパス・ハラスメントの防止等に関する規則 

 

平成２１年 ３ 月１８日 

                                     規  則  第 １２ 号 

改正  平成２６年 ４ 月１６日 

                                     規  則  第 ９ 号 

                                       平成２８年 ３ 月２９日 

規  則  第 １０ 号 

令和 ３年 ７ 月２１日 

規  則  第 １９ 号 

 

（趣旨） 

第１条 沖縄工業高等専門学校（以下「本校」という。）におけるキャンパス・ハラスメントの防止のための

対策等に関しては、沖縄工業高等専門学校キャンパス・ハラスメント防止及び対策等に関するガイドライン

（以下「ガイドライン」という。）に定めるもののほか、この規則の定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この規則は、本校のすべての学生、教職員及びその他全ての本校構成員が個人として尊重され、かつ 

就学、就労、教育及び研究のための環境の維持及び改善に資することを目的とする。 

 

（学生及び教職員の責務） 

第３条 学生及び教職員は、ガイドライン及び本規則に従い、キャンパス・ハラスメントの防止に努めなけれ

ばならない。 

 

（キャンパス・ハラスメント防止委員会） 

第４条 本校に、キャンパス・ハラスメントに関する防止等を行うため、沖縄工業高等専門学校キャンパス・

ハラスメント防止委員会（以下「防止委員会」という。）を置く。 

 

（審議事項） 

第５条  防止委員会は、次の各号に掲げる事項を審議する。 

(1) キャンパス・ハラスメントの防止に関する研修並びに啓蒙活動の企画及び実施に関すること。 

(2) キャンパス・ハラスメントに関する相談体制及び苦情処理体制に関すること。 

(3) キャンパス・ハラスメントに係る就学、就労、教育又は研究環境の改善のための措置に関すること。 

(4) その他キャンパス・ハラスメントの防止に関すること。 

 

（防止委員会の組織） 

第６条 防止委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

(1) 副校長（総務担当） 

(2) 各学科長及び総合科学科長 

(3) 事務部長 

(4) その他校長が必要と認めた者 

 

（委員長及び副委員長） 

【別紙２】 
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第７条 防止委員会の委員長は、前条委員から校長が指名する。 

２ 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 

３ 防止委員会に副委員長を置き、委員長が指名する。 

４  副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代行する。 

 

（会議） 

第８条 防止委員会は、委員の過半数の出席により成立する。 

２ 議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

３  委員がキャンパス・ハラスメントの当事者となる場合は、当該事案に係る議事には加わらないものとする。 

 

（委員以外の者の出席） 

第９条 委員長が必要と認めた場合、委員以外の者を出席させることができる。 

 

（相談員） 

第１０条 本校にキャンパス・ハラスメントに関する相談に対応するため、相談員を置く。 

２ 相談員は、本校教職員のうちから校長が任命する。 

３ 相談員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

４  相談員は、苦情の受付及び相談に対応するとともに、必要に応じ、相談の具体的事項等について防止委員

会委員長に報告するものとする。 

 

（調停員） 

第１１条 防止委員会委員長は、キャンパス・ハラスメントの相談者が調停を希望する場合は、防止委員会委

員のうちから３名を調停員に指名する。 

 

（キャンパス・ハラスメント調査委員会） 

第１２条 本校に、キャンパス・ハラスメントの具体的事項を調査するため、沖縄工業高等専門学校キャンパ

ス・ハラスメント調査委員会（以下「調査委員会」という。）を置く。 

２ 調査委員会は、校長若しくは防止委員会の要請に応じてキャンパス・ハラスメントの具体的事項について

調査し、その結果を校長に報告するものとする。 

３ 調査委員会は、防止委員会委員長が指名する委員数名をもって組織する。 

４ 防止委員会委員長が必要と認めたときは、本校の教職員以外の者を委員に加えることができる。 

 

（調査委員会の委員長等） 

第１３条 調査委員会の委員長は、委員の互選により選出する。 

２ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長が指名した委員がその職務を代行する。 

３ 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 

４ 調査委員会は、委員の過半数の出席により成立する。 

５ 議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

 

（委員会の事務） 

第１４条 防止委員会及び調査委員会の事務は、総務課において処理する。 

 

（雑則） 

35



第１５条 この規則に定めるもののほか、キャンパス・ハラスメントの防止等に関し必要な事項は別に定める。 

 

 

附  則 

この規則は、平成２１年３月１８日から施行する。 

 

附  則（平２６．４．１６規則第９号） 

この規則は、平成２６年４月１６日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

 

附  則（平２８．３．２９規則第１０号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附  則（令３．７．２１規則第１９号） 

この規則は、令和３年７月２１日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 
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Ⅰ 目的及び教育目標 

 

１．現状 

◇沖縄工業高等専門学校の理念 

本校では学則第１条において本科（準学士課程）、専攻科（学士課程）共通の理念を次の

ように定めている。 

 「人々に信頼され、開拓精神あふれる技術者の育成により、社会の発展に寄与すること

を理念とする。」 

 

◇本科の目的 

  学則第１条で定められた理念を達成するため、本科の目的を学則第１条の２において次

のように定めている。 

  「本校は、教育基本法、学校教育法及び独立行政法人国立高等専門学校機構法に基づき、

深く専門の学芸を教授し、職業に必要な能力を育成することを目的とする。」 

  

◇本科の教育目標 

  学則で定められた理念・目的を達成するため、「沖縄工業高等専門学校に置く学科の人材

養成上の目的及び教育目標に関する規程」において、各学科共通教育目標、各学科の人材

養成上の目的及び教育目標を次のように定めている。 

 

各学科共通の教育目標 

(1) 技術者に必要な基礎知識を備え、実践力のある人材を育成する 

(2) 創造性を備え、自らの考え方を表現できる人材を育成する 

(3) 専門的基礎知識を理解し、自ら学ぶことのできる人材を育成する 

(4) 広い視野と倫理観を備えた人材を育成する 

 

機械システム工学科 

(1) 人材養成上の目的 

  「モノ」の創造・設計・生産に必要な知識・技術をシステムとして統合した教育研究

を行い、地球的視点での「モノづくり」を支える実践力の高い技術者を育成する。 

(2) 学生に修得させるべき能力（教育目標） 

  ① 自然・人文科学の基礎知識をもとに論理的思考のできる能力 

  ② 材料・加工学等の要素技術やＣＡＤ・ＣＡＭ・ＣＡＥ等のコンピュータを使用した生

産技術力 

 ③ 各種力学、熱・流体工学等の要素技術や機械製品に関する設計技術力 

   ④ 電気・電子工学、制御・メカトロニクス工学等を用いたシステム化技術力 
 
 

情報通信システム工学科 

(1) 人材養成上の目的 

   環境と技術の調和と社会的責任を考え、産業界の発展に寄与すべく、電気・電子工学

と情報通信工学の基本技術を修得させ、情報通信機器などの設計・開発・運用のできる

実践的・創造的技術者を育成する。 
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(2) 学生に修得させるべき能力（教育目標） 

  ① 情報通信技術を社会的視点で捉え、多面的に物事を考え、論理的に思考・説明できる

能力 

  ② コンピュータのハードウェアとソフトウェアの基礎知識を備え、通信を含む社会の

様々な問題をシステムとして解決できる基本技術力 

  ③ 通信システム設計、通信ネットワーク運用に必要となる通信工学と情報セキュリティ

などの基本技術力 

④ 情報通信技術の基礎となる電子工学の基礎知識とディジタル及びアナログの集積回

路設計の基本技術力 

 

メディア情報工学科 

(1) 人材養成上の目的 

数学や自然科学の基礎知識とメディア情報工学の専門的基礎知識をもとにして、産業

界の発展に寄与し、社会に貢献できる実践的・創造的技術者を育成する。 

(2) 学生に修得させるべき能力（教育目標） 

  ① 自然・人文科学の基礎知識をもとに論理的思考のできる能力 

  ② コンピュータのハードウェア、ソフトウェアの基礎技術を理解し、ネットワーク分野、

コンテンツ分野に適用できる能力 

  ③ モバイル通信、ネットワークとセキュリティの基礎技術を理解し、応用するための基

本的な能力 

  ④ 種々の情報を加工、表現する技術の基礎を理解し、表現できる能力 

 

生物資源工学科 

(1) 人材養成上の目的 

   環境に配慮し、生物資源の利用に必要な生物化学工学、環境科学、微生物学食品系工

学、バイオテクノロジーの基礎能力と専門技術を身につけ、産業界の要請に対応できる

実践的・創造的技術者を育成する。 

(2) 学生に修得させるべき能力（教育目標） 

  ① 生命科学の基礎となる自然・人文科学の基礎知識を活かし論理的に思考できる能力 

  ② 地球環境保全の調査・分析に必要な基礎的技術力 

  ③ 微生物学・食品科学の基礎技術を理解し、産業規模で実践できる技術力 

④ 生物資源を利用した食品・化粧品などの開発に必要な基礎的技術力 

 

◇専攻科の目的 

  学則第１条で定められた理念を達成するため、学士課程の目的は学則第 59条において次

のように定めている。  

「専攻科は、高等専門学校における教育の基礎の上に、精深な程度において工学に関す

る高度な専門的知識及び技術を教授研究し、豊かな人間性と国際性を持ち、実践性・創造

性を兼ね備え複合領域にも対応できる幅広い視野を身につけ、課題設定・解決能力に優れ

柔軟な思考ができる高度開発型の技術者を育成することを目的とする。」 
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◇専攻科の教育目標 

(1) 知識を融合する能力を持った実践的技術者を育成する 

(2) 創造力を備え、自ら創造したものを表現できる人材を育成する 

(3) 専門知識を基にした応用力を持ち、自ら成長できる人材を育成する 

(4) 地球的視野と倫理観を備え、社会に貢献できる人材を育成する 

 

◇専攻科の養成しようとする技術者像 

(1) 実践性と創造性を兼ね備えた技術者 

(2) 社会や環境、人類の福祉などを地球的視点から考えられる技術者 

(3) グローバル化時代に対応する国際性豊かな技術者 

(4) コミュニケーション能力と統率力を兼ね備えた指導的技術者 

(5) 新技術・新産業創出を担う高度な専門技術力を持つ研究開発型技術者 

(6) 地域産業を担う起業家精神旺盛な技術者 

 

◇三つの方針 

アドミッションポリシー 

本科のディプロマポリシーに基づき、次のような人材を求める。 

(1) 理数系分野に興味があり、それらの科目に基礎学力を有している人 

(2) 責任感や忍耐力があり、多くの人とコミュニケーション力を磨ける人 

(3) 規則正しい生活と、自発的に勉強のできる人 

本校の教育理念に基づき、教育目標に沿った人材を育成するため、以下の３つの方法で

入学者選抜を行う。 

・推薦による選抜 

   本校への入学意思が固く、志望する学科に対する適性や興味・関心の強い志願者（志

望動機が適切である志願者）に対し、門を開くために本選抜を実施する。そのため、調

査書による評価と面接（アドミッションポリシーに従う質問）により選抜を行う。 

・学力検査による選抜 

   本校への関心のある志願者に対し、本選抜を実施し、調査書と学力検査により選抜を

行う。 

・帰国子女特別選抜 

   本校への関心があり、日本国以外での教育を受けた志願者に対し、本選抜を実施し、

調査書、学力検査、小論文及び面接により選抜を行う。 

編入学： 

本校の教育理念に基づき、教育目標に沿った人材を育成するため、以下の方法で入学

者選抜を行う。 

・本校への関心があり、高等学校等を卒業後、技術者としての素養を身につけたいと強

く希望する志願者に対し、本選抜を実施し、調査書、学力検査及び面接により選抜を

行う。 

 

カリキュラムポリシー 

本科では、以下の科目を配置し、専門的基礎力、コミュニケーション力、倫理観、自

己研鑽力を育成する。 

(1) 各専門分野の基礎的な知識を学び、かつそれらを応用する科目：各学科専門科目、総
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合科学科科目 

(2) 各専門科目の技術を修得する科目：専門学科実験実習科目、卒業研究 

(3) 共同で問題解決にあたりコミュニケーション力を修得する科目：専門学科実験実習科

目 

(4) 継続的に学習していく能力を養う科目：卒業研究 

   

ディプロマポリシー 

本科では、以下のような能力を身に付け、所定の単位を修得した学生に対し卒業を認

定する。 

(1) 理工系の基礎的な学力をもとに、各専門分野の基礎的な知識と技術及びそれらを応用

する実践力を身に付けている。 

(2) コミュニケーション力を身に付けており、他者と協調して課題解決に取り組むことが

できる能力を身に付けている。 

(3) 技術者としての倫理観を持ち、専門知識を社会のために役立てる能力を身に付けてい

る。 

(4) 継続的に自己研鑽できる能力を身に付けている。  

 

機械システム工学科 

アドミッションポリシー 

機械システム工学科では、次のような人材を求める。また、３年次編入学の場合にも

以下に準じる。 

(1) 機械に興味をもち、機械の動く仕組みや構造を理解したいと思う人 

(2) 機械に関する専門知識と技術を習得し、モノづくりによる社会貢献を志している人 

(3) 機械工学を学ぶ上で必要な数学、理科、英語などの基礎的な知識を有し、主体的な学

修に意欲がある人 

   

カリキュラムポリシー 

ディプロマポリシーにて掲げた能力を育成するために、以下の科目群を基本科目とし

て用意する。 

(1) 自然・人文科学に関する一般科目群：国語、英語、社会科学、数学、自然科学、健康

科学など。［本科教育目標：(1)］［学科教育目標：1］ 

(2) 機械システムの知識を習得する科目：物理と数学を基礎としたいわゆる四力学（材料

力学、流体力学、機械力学、熱力学）と、これらを基盤とした基礎専門科目、および

制御工学に関連する基礎科目（電気電子工学、メカトロニクス工学、制御工学など）［本

科教育目標：(1)、(3)］［学科教育目標：1、3、4］ 

(3) 機械システムの技術を修得する科目：実践的な機械システム工学実験、材料加工シス

テム（工作実習）、設計製図実習、プログラミング演習などの実技科目［本科教育目標：

(1)、(3)］［学科教育目標：2、3、4］ 

(4) 課題解決能力を育成する科目：課題の本質を理解し論理的に解決する能力を育成する

卒業研究、クラスの他者と協働して課題を解決しようとする能力を育成する創造演習、

正しい倫理観を養う技術者倫理など［本科教育目標：(2)、(4)］［学科教育目標：1～4］ 

これらの科目群に係る単位修得の認定は主に定期試験により行うが、科目等によって

はレポート等の評価結果により評価し、60点以上で単位を認定する。 
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 ディプロマポリシー 

機械システム工学科は、理工系の基礎学力を基礎とする機械工学の専門知識と広く人

文社会系の素養を身につけ、創造性・探究心豊かな人材を育成する。本校に在籍し、以

下の能力を身に付け、所定の単位を修得した学生に対して、卒業を認定する。 

(1) 機械工学分野の知識と技術を活用し、課題解決に向けて行動できる能力［本科教育目

標：(1)、(2)、(3)］［学科教育目標：1～4］ 

(2) 課題の本質を理解し、論理的に思考しようとする能力［本科教育目標：(1)、(3)］［学

科教育目標：1、3］ 

(3) 他者と協働し、積極的に課題解決に向けて行動できる能力［本科教育目標：(1)、(3)］

［学科教育目標：1～4］ 

(4) 倫理観・責任感を持って課題に取り組むことのできる能力［本科教育目標：(1)、(4)］

［学科教育目標：1］ 

(5) 自身の成長のため、自己研鑽できる能力［本科教育目標：(3)、(4)］［学科教育目標：

1～4］ 

   

情報通信システム工学科 

アドミッションポリシー 

情報通信システム工学科では、次のような人材を求める。また、３年次編入学の場合

にも以下に準じる。 

(1) コンピュータ、インターネットなどに興味を持っている人 

(2) 携帯端末などの新しい電子機器や電子工作に興味のある人 

(3) 情報や通信の技術を身につけて、社会に貢献したい人 

   

カリキュラムポリシー 

ディプロマポリシーにて掲げた能力を育成するために、以下の科目群を基本科目とし

て用意する。 

(1) 自然・人文科学に関する一般科目群：国語、英語、社会科学、数学、自然科学、健康

科学など。［本科教育目標：(1)］［学科教育目標：1］ 

(2) 工学の基礎としての数学、物理学、電気・電子工学と情報通信工学の基礎知識を身に

つけ、それらを応用する科目を配置する。［本科教育目標：(1)、(3)］［学科教育目標：

1～4］ 

(3) 問題や課題に対して、個人またはグループで自主的、計画的に解決に導き、まとめる

能力を身につけるため、実験、演習、実践的科目を体系的に配置する。［本科教育目標：

(2)、(4)］［学科教育目標：1］ 

(4) 論理的な思考力や記述力、発表と討議の能力と国際的コミュニケーション基礎能力を

身につけるため、卒業研究、実験、演習、外国語の科目を配置する。［本科教育目標：

(2)、(4)］［学科教育目標：1］ 

(5) 技術者倫理に関する科目を配置し、グローバルな視点と様々な社会状況に応じた視点

から物事を捉えられるよう配慮する。［本科教育目標：(4)］［学科教育目標：1］ 

(6) 実践的・創造的技術者として自立する意識と職業選択を自主的に行える能力を育むよ

う配慮する。［本科教育目標：(1)～(4)］［学科教育目標：1～4］ 

これらの科目群に係る単位修得の認定は主に定期試験により行うが、科目等によって

はレポート等の評価結果により評価し、60点以上で単位を認定する。 
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ディプロマポリシー 

情報通信システム工学科は、理工系の基礎学力を基礎とする情報通信システム工学の

専門知識と広く人文社会系の素養を身につけ、創造性・探究心豊かな人材を育成する。

本校に在籍し、以下の能力を身に付け、所定の単位を修得した学生に対して、卒業を認

定する。 

(1) 工学の基礎知識を身につけ、それらを応用する能力を身につけている。［本科教育目標：

(1)、(3)］［学科教育目標：1～4］ 

(2) 課題に対し、論理的な思考により、個人またはグループで自主的、計画的に物事を進

めて解決を導く能力を身につけている。［本科教育目標：(2)、(4)］［学科教育目標：1］ 

(3) 論理的な思考力や記述力、発表と討議の能力、コミュニケーション基礎能力を身につ

けている。［本科教育目標：(2)、(4)］［学科教育目標：1］ 

(4) 技術者としての倫理観を体得し、グローバルな視点から多面的に物事を捉え先導でき

る能力を身につけている。［本科教育目標：(4)］［学科教育目標：1］ 

(5) 実践的・創造的技術者として自立する意識、職業選択を自主的に行える能力、及び社

会と産業の発展に果敢に取り組む挑戦的な態度を身につけている。［本科教育目標：(1)

～(4)］［学科教育目標：1～4］  

 

メディア情報工学科 

アドミッションポリシー 

メディア情報工学科では、次のような人材を求める。また、３年次編入学の場合にも

以下に準じる。 

(1) コンピュータの新しい技術に興味を持っている人 

(2) コンピュータを使って新しいものをつくり出す意欲のある人 

(3) コンピュータを使った技術によって社会に貢献したい人 

   

カリキュラムポリシー 

ディプロマポリシーにて掲げた能力を育成するために、以下の科目群を用意している： 

(1) 自然・人文科学に関する一般科目群：国語、英語、社会科学、数学、自然科学、健康

科学など。［本科教育目標：(1)］［学科教育目標：1］ 

(2) コンピュータのソフトウェア、およびハードウェアの基礎技術に関する専門科目群：

プログラミング、アルゴリズムとデータ構造、OS とコンパイラ、ディジタル回路、デ

ィジタルシステム設計など。［本科教育目標：(1)、(3)］［学科教育目標：2、3］ 

(3) ネットワーク、および情報セキュリティの基礎技術に関する専門科目群：通信工学、

情報セキュリティ、コンピュータネットワークなど。［本科教育目標：(1)、(3)］［学

科教育目標：2,3］ 

(4) データや情報の加工・表現のための基礎技術に関する専門科目群：メディアコンテン

ツ基礎、コンピュータグラフィックスなど。［本科教育目標：(1)、(3)］［学科教育目

標：2、3、4］ 

(5) 課題解決、知識・理論・アルゴリズムの応用などの総合的能力を育成するための科目

群：各種実験、卒業研究など。［本科教育目標：(2)、(4)］［学科教育目標：1～4］ 

これらの科目群に係る単位修得の認定は主に定期試験により行うが、科目等によって

はレポート等の評価結果によりで評価し、60点以上で単位を認定する。 
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ディプロマポリシー 

メディア情報工学科では、数学や自然科学の基礎知識とメディア情報工学の専門的基

礎知識をもとにして、産業界の発展に寄与し、社会に貢献できる実践的・創造的技術者

を育成するため、本校に在籍し、以下のような能力を身に付け、所定の単位を修得した

学生に対して、卒業を認定する。 

(1) 自然・人文科学の基礎知識をもとに論理的思考のできる能力。［本科教育目標：(1)］［

学科教育目標：1、4］ 

(2) コンピュータのソフトウェア、およびハードウェアの基礎技術を理解し、ネットワー

ク分野、コンテンツ分野に適用できる能力。［本科教育目標：(1)、(3)］［学科教育目

標：2、3］ 

(3) モバイル通信、ネットワークとセキュリティの基礎技術を理解し、応用するための基

本的な能力。［本科教育目標：(1)、(3)］［学科教育目標：2、3］ 

(4) 種々の情報を加工、表現する技術の基礎を理解し、表現できる能力。［本科教育目標：

(1)、(3)］［学科教育目標：1、4］ 

(5) 課題解決能力、知識・理論の応用力などの総合的能力。［本科教育目標：(1)、（2）、（3）］

［学科教育目標：1～4］  

 

生物資源工学科 

アドミッションポリシー 

生物資源工学科では、次のような人材を求める。また、３年次編入学の場合にも以下

に準じる。 

(1) 生物化学、環境学、微生物学、食品化学に興味があり、探究心の強い人 

(2) 自ら学ぶ意欲を持ち、何にでもチャレンジしようという意思のある人 

(3) バイオテクノロジー関連の技術者や研究者として社会に貢献したい人 

   

カリキュラムポリシー 

ディプロマポリシーにて掲げた能力を育成するために、以下の科目群を基本科目とし

て用意している。 

(1) 自然・人文科学に関する一般科目群：国語、英語、社会科学、数学、自然科学、健康

科学など。［本科教育目標：(1)］［学科教育目標：1］ 

(2) 生物工学の基礎科目：情報技術の基礎、基礎科学、応用物理、応用数学、基礎プログ

ラミング、情報技術の応用、有機化学･物理化学、生物分析化学、生物有機化学、生化

学、遺伝子工学、生物工学、微生物学、発酵学、環境学、環境分析学、生物資源利用

学 I、生理学、食品プロセス工学、食品製造学、化学資格基礎、分子生物学、細胞工学、

環境保全学、植物生理学、資源リサイクル学、生物資源利用学 II、タンパク質工学、

産業化学など［本科教育目標：(1)、(3)］［学科教育目標：2～4］ 

(3) 技術習得に関する科目：実践的な生化学実験、遺伝子工学実験、生物工学実験、微生

物学実験、環境学実験、生理学実験、化学及び化学実験法など［本科教育目標：(1)、

(3)］［学科教育目標：2～4］ 

(4) 課題解決能力・コミュニケーション力育成科目：沖縄高専セミナー、創造演習、イン

ターンシップ、産業創造セミナー、バイオテクノロジー基礎実験、創造研究、卒業研

究など［本科教育目標：(1)～(4)］［学科教育目標：1～4］ 



 8 

 

これらの科目群に係る単位修得の認定は主に定期試験によるものとするが、科目によ

っては、レポート、発表、報告書等で評価し、60点以上で単位を認定する。 

 

ディプロマポリシー 

生物資源工学科では、生物資源工学科に所定の期間在学して、設定された単位を習得

し、かつ以下の能力を身に付けた者に卒業を認定する。 

(1) 亜熱帯域の生物資源に対する生物化学、食品化学、環境学・微生物学に関する基礎知

識および専門知識を持ち、生物資源の効用や利用方法を探索できる創造的・実践的な

研究・開発の技術力を有する。［本科教育目標：(1)、(3)］［学科教育目標：1～4］ 

(2) アジア圏と接近している地理的条件を活かして国際交流をはかり、相手の考えを受け

入れると共に自分の考えも主張し、到達点を決め、それに向かって協力していけるチ

ームワーク力やコミュニケーション力を有する。［本科教育目標：(2)、(4)］［学科教

育目標：1］ 

(3) 習得した専門知識を基礎として、仕事をするために必要な情報は何であるか、それら

をどのように組み合わせれば効率的に仕事が行えるかの思考力を有する。［本科教育目

標：(2)、（4)］［学科教育目標：3、4］ 

(4) 困難に遭遇した際に、自分の現状を把握し、どこが問題で、どうしたら解決できるの

か、どのような助力を求めればよいのかを明確にする論理的思考とそれらを他者へ説

明するコミュニケーション力を有する。［本科教育目標：(2)、(3)、(4)］［学科教育目

標：1］ 

(5) バイオ、化学、環境、医薬・食品系産業などで活躍できる人材であり、社会ニーズに

応えることができ、国際性を備えた技術者としての能力を有する。［本科教育目標：(2)、

(3)、(4)］［学科教育目標：3、4］  

 

専攻科 

アドミッションポリシー 

専攻科（創造システム工学専攻）では、ディプロマポリシーに基づき、次のような人

材を求める。 

(1) 技術者として地域社会、国際社会の発展に寄与したいと考えている人 

(2) 専門分野に関連する基礎知識、基礎技術を身につけている人 

(3) 基礎的な、コミュニケーション能力、倫理観を身につけている人 

(4) 新技術、新産業の創出に高い意欲を持つ人 

(5) 複合的視野をもち実践的応用能力を身につけることに意欲を持つ人 

  本校の教育理念に基づき、教育目標に沿った人材を育成するため、以下の３つの方法で

入学者選抜を行う。 

・推薦による選抜 

   本校への入学意思が固く、志望するコースに対する適性や興味・関心の強い志願者（志

望動機が適切である志願者）に対し、門を開くために本選抜を実施する。そのため、小

論文と面接（アドミッションポリシーに従う質問）により選抜を行う。 

・学力検査による選抜 

   本校への関心のある志願者に対し、本選抜を実施し、学力検査により選抜を行う。 
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・社会人特別選抜 

 本校で行われている研究・教育活動に興味がある志願者に対し、社会人の経験を活か

し、専攻科での見聞を培うため、本選抜を実施する。そのため、面接（アドミッション

ポリシーに従う質問）及び専門分野における口頭試問により選抜を行う。 

 

カリキュラムポリシー 

専攻科（創造システム工学専攻）では、基本科目として以下に対応した科目を設ける。 

(1) 専門科目の応用力を身につける。 

(2) 知識を融合・複合する力を身につける。 

(3) 他者と協働できるコミュニケーション力を身につける。 

(4) グローバルな視点で物事を見る力を身につける。 

   

ディプロマポリシー 

専攻科（創造システム工学専攻）では、以下のような能力を身に付け、所定の単位を

修得した学生に対し卒業を認定する。 

(1) 深い専門知識と幅広い関連分野の知識を持ち、これらを活用することができる。 

(2) 論理的に物事を考え、表現することができる。 

(3) 倫理観を持ち、他者と協働することができる。 

(4) グローバルな視点で、多面的に物事を捉えることができる。 

 

２．取組 

 学則に定めた目的を果たすために沖縄工業高等専門学校に置く学科の人材養成上の目的及

び教育目標に関する規程に各学科共通の教育目標と学科毎の人材養成上の目的ならびに学生

に習得させるべき能力を定めている。 

 専攻科においては、専攻科教育理念、育成しようとする技術者像、創造システム工学専攻

の教育方針、各コースの教育方針を定めている。 

 さらに、「学校教育法施行規則の一部を改正する省令（平成２８年文部科学省令第１６号）」

が平成２８年３月３１日に公布されたことを受け、本校においてもこの省令に基づき「三つ

の方針」を平成２９年３月に策定、及び公表した。 

 

３．自己評価 

 本校では、高等専門学校としての使命を果たすため、理念、目的を明確に定めている。本

科（準学士課程）においては学科共通の教育目標を定めているほか、学科毎に人材養成上の

目的ならびに学生に習得させるべき能力を定めている。専攻科（学士課程）においても教育

理念、教育方針等を明確にするとともに、教育目標を定めている。 

 これらの目的、教育目標及び三つの方針等は学生に配布している学生生活の手引きに明記

している。また、県内の中学校、公立の図書館等に配布している学校要覧及び本校ウェブサ

イトに掲示しており、社会に対して広く公表している。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 教育組織 
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Ⅱ 教育組織 
 
1． 現状 
 

本校は教育目的を達成するため、学校教育法第116条、高等専門学校設置基準第４条、第５

条に準拠し、準学士課程として機械システム工学科、情報通信システム工学科、メディア情

報工学科、生物資源工学科の４学科（各学科定員40名）を設置している。その教育目標に沿

って育成しようとする技術者像を学科ごとに定めて教育を実践している。また、一般科目を

教育する総合科学科を設置して、専門学科と連携しながら専門と一般のバランスの良い教育

を実施している。 
 
 
 

  

学        科   

 

学 級 数 

 

入 学 定 員 

 

収 容 定 員 
 

機 械 シス テム 工学 科            

 

１ 

 

４０ 人   

 

２００ 人   
 

情報通信システム工学科            

 

１ 

 

４０ 人   

 

２００ 人   
 

メ デ ィア 情報 工学 科            

 

１ 

 

４０ 人   

 

２００ 人   
 

生 物 資 源 工 学 科            

 

１ 

 

４０ 人   

 

２００ 人   
 

計 
 

 

４ 
 

 

１６０ 人   
 

 

８００ 人   
 

 
 
 
 本校専攻科では学校教育法第 119 条に準拠して、創造システム工学専攻（入学定員 24 人）

を設置している。産業界での複合専門分野における課題をシステム的、かつ創造的に解決す

る能力が求められることを鑑み、ひとつの複合分野として専攻科を設置しているが、準学士

課程の関連科目と学位取得専門区分に対応するように、機械システム工学コース、電子通信

システム工学コース、情報工学コース、生物資源工学コースの４コースから構成されている。

専攻科の理念、目的、育成しようとする技術者像を定め、これに沿った教育目標、教育方針

を定めるとともに、コース毎に目標とする技術者像を掲げ、教育を実践している。 

 

専    攻 入学定員 

創 造 シ ス テ ム 工 学 専 攻 ２４人 
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２．取組 

本校における教育課程全体を企画調整するための検討・運営体制として、運営会議が設置

されている。運営会議は本校の運営全体を審議する機関であり、教育課程全体を企画調整す

るための検討も重要な部分を占めており、各種の事項が審議・報告されている。 
 

沖縄工業高等専門学校運営会議規則（抜粋） 
 
（目的） 
第２条 運営会議は、校長の諮問に応じ、本校の管理運営に関する諸問題について検討し、

校務の円滑なる運営を図ることを目的とする。 
 
（審議事項） 
第３条 運営会議は、次に掲げる事項を審議する。 
（1）教育研究組織の設置・改廃に関すること 
（2）学則その他重要な規則の制定・改廃に関すること 
（3）入学者選抜に関すること 
（4）教育研究の改善に関すること 
（5）予算に関すること 
（6）その他、本校の管理運営に係る重要事項に関すること 

 
また、校長の諮問組織である委員会等が設置されていることに加えて、令和２年度から副校

長及び校長特別補佐の体制を整備し、本校の経営戦略に関わる重要事項については、副校長を

中心に構成する新たな会議（トップミーティング）を月２回開催するなど、教育に関する企画・

運営体制を強化した。教育課程を有効に展開するために重点的に検討・運営を行う組織は、教

務主事を委員長とする教務委員会が中心となっており、準学士課程・専攻科課程の両課程に

ついて検討が行われ、カリキュラムに関わる事項の審議を行っている（附属施設及び委員会

組織所掌図：p.12参照）。 
 
３．自己評価 

本校の準学士課程における４つの専門学科は高等専門学校設置基準に適合したものであり、

各学科が育成しようとする人物像は学校の掲げる教育の目的と適合し、目的を達成するうえ

で適切なものになっている。 
本校の専攻科は学校教育法の規定に適合したものであり、創造システム工学専攻の育成し

ようとする技術者像、各準学士に対応するコース毎に定める育成しようとする技術者像、い

ずれも学校の掲げる教育の目的と適合性が取れている。 
教育課程全体を企画調整するために運営会議が設置されている。また、準学士課程・専攻科

課程の具体的な検討・運営体制として教務委員会が設置されている。これらの委員会は総合

科学科およびすべての専門学科から選出された委員から構成されており、教育課程に関わる

様々な事項について活動を行っている。したがって、教育課程の企画調整及び実施に必要な

検討を行う体制が整備されており、継続的な活動（PDCA）が行われている。 
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2022/4/1現在

：附属施設・委員会等を所掌する副校長等

：附属施設

 航空人材育成委員会

 遺伝子組み換え生物等使用実験安全委員会

 動物実験委員会

 男女共同参画推進委員会

 職員ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ委員会

教務主事

学生主事

寮務主事

 日本語・日本文化教育ｾﾝﾀｰ

  多文化共生・国際
  交流推進本部

 校長特別補佐（20周年事業・同窓会担当）

 専攻科運営委員会

 図書館運営委員会

 ＦＤ・ＳＤ実施委員会

 安全衛生委員会

 国際共同研究推進ｾﾝﾀｰ

ﾄｯﾌﾟﾐｰﾃｨﾝｸﾞ  ﾋﾄ研究倫理審査委員会

 副校長（特命・IT担当）  情報処理ｾﾝﾀｰ

 校長特別補佐（多文化共生・国際交流
 推進本部担当）

 留学生ｾﾝﾀｰ

 ｸﾞﾛｰｶﾙ連携推進ｾﾝﾀｰ

校　長 運営会議

 地域連携推進研究ｾﾝﾀｰ
教員会議

 副校長（研究・産学連携・国際交流担当）  知的財産委員会

 ｷｬﾘｱ教育ｾﾝﾀｰ

 副校長（学生・ｷｬﾘｱ支援・寮務担当）  学生委員会

 いじめ対策委員会

 学生寮委員会

 総務委員会

 評価対応委員会
 副校長（総務・教育・入試担当）

 技術支援室運営委員会

 ｷｬﾝﾊﾟｽ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止委員会

 教務委員会

 入学者選抜実施委員会

附属施設及び委員会組織所掌図

人事委員会

広報戦略会議  広報ｾﾝﾀｰ

 学生相談・支援室

 ﾘｽｸ管理室
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Ⅲ 教員及び教育支援者等 

 

1． 現状 

本校の理念、目的、教育目標を設定し、担当教員はこれを達成すべく各科目を担当してい

る。 

 

◇総合科学科 

令和５年１月１日現在、一般科目を担当する総合科学科の専任教員は１６名により構成

されており、５年一貫の教育課程の中で社会人として必要な知識や教養を身につける教育

を行っている。また、専門科目と緊密に連携し、社会の急速な変化に対応できる技術者と

して各学科に共通な学問の基礎を養う。そのため、高校と大学間の授業内容の重複を避

け、５年間を通しての効果的なカリキュラムを編成している。国際化社会に対応するため

外国語教育を重視し、特に英語では読む・聴く・話す・書くという基本的な四技能をバラ

ンスよく伸長することを目的として、座学のみならずスピーチ・プレゼンテーション・デ

ィベート指導も取り入れている。国語教育においては、論理的に文章を分析し、自らの考

えを表現できる力を養うとともに、国際的に活躍する技術者に必要なコミュニケーション

能力を育成している。専門科目につながる自然科学や数学の授業は、理論のみを追求する

だけでなく、基礎理論を工学的に発展させることのできる応用力も育成している。 

 

令和 5 年 1 月 1日現在 

総合科学科（一般科目）教員構成 

  必修 選択   

              
特許法 

・法学 

  

  国語 外国語 社会科学 数学 自然科学 健康科学 合計 

                

教授 0 1 0  3 0  0    0 4 

准教授 1 1 2 1 0 1 0 6 

講師 1 4 0  0 0  1   0 6 

助教 0  0  0  0  0  0    0 0 

計 2 6 2 5 0 2 0 16 

非常勤講師 0 0 1  1 1 1 1 5 

合計 2 6 3 6 1 3 1 22 

 

◇機械システム工学科 

  本学科では、ものづくりを支え、創造力の高い実践的技術者の育成を目指している。本

学科の教育課程は、従来からある機械工学の各分野を、（１）材料と加工を中心とした材料

システム群、（２）設計と力学を中心とした設計システム群、（３）制御とメカトロニクス

を中心としたシステム制御群に再構成し、モノの設計・生産・開発・創造に必要な知識と

技術を統合した教育及び機器設計・工作実習・工学実験などの自己学習を重視した教育を

行っている。 
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◇情報通信システム工学科 

本学科では、以下の情報化社会を支えている様々な技術分野について学ぶ。 
（１）コンピュータアーキテクチャ（２）プログラミング（３）集積回路（４）信号処理 
（５）光・無線通信技術（６）ネットワーク（７）オペレーティングシステム（８）アル

ゴリズムとデータ構造（９）組込みシステム 
  具体的には、コンピュータを構成する集積回路などのハードウェア、コンピュータの動

作や機器制御のためのソフトウェア開発のためのプログラミングについて学ぶ。また光・

無線・移動体通信に代表されるような通信・ネットワーク関連技術についても学ぶ。これ

らはコンピュータだけではなく、身の回りの電子製品、電化製品、情報機器の主要な技術

であり、人々の生活を豊かにするとともに、これらを組み合わせることにより、各種機器

への応用やロボット制御などのシステム構築も可能となる。 
 

◇メディア情報工学科 

本学科では、マルチメディア関連産業を支える技術者の育成をはかるため、以下の教育

を行う。 

（１）アルゴリズム、データ構造、プログラミング並びに構成や動作原理などマルチメデ

ィア情報を処理するコンピュータシステムに関する教育。  

（２）世界規模で動作するインターネットの仕組みやセキュリティ及びブロードバンド

でユビキタスな通信技術に関する教育。  

（３）情報を音声、画像、CG など種々のメディアで表現し、コンピュータを用いてディ

ジタル加工するコンテンツ制作教育 

 

◇生物資源工学科 

  本学科では、沖縄県の亜熱帯性資源をはじめとした生物資源の実践的利用、かつ環境に

配慮した資源再利用に対応できる人材の育成を目指している。そこで、以下の教育課程に

より教育・研究を行っている。 

  専門分野の授業科目は（１）生物化学工学群、（２）環境・微生物学群、（３）食品化学工

学群の３群を軸に編成されている。 

（１）生物化学工学群では、生物・化学系の授業科目により生命科学の基礎を充実する。

さらにバイオテクノロジー系の授業科目により生物機能を物質生産に応用する実践

的な能力を養う。  

（２）環境・微生物学群では、微生物に関する知識の基礎と応用を学ぶ。その上で、技術

者として環境に対してどのように配慮し、どのように行動するのか、基礎と実践的

な手法を習得する。  

（３）食品化学工学群では、食品成分について、その化学的性質・生理活性・分析手法の

基礎と応用を学ぶ。また、食品成分の知識を踏まえて、新規な食品の開発と産業規模

における食品製造の実践的能力を養う。 
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令和 5 年 1 月 1日現在 

各学科教員構成 

  教授 准教授 講師 助教 特任教授 特命助教 計 

機械システム工学科 5 4 1 0 0 0 10 

情報通信システム工学科 6 1 1 1 0 0 9 

メディア情報工学科 4 4 1 1 0 0 10 

生物資源工学科 5 6 0 1 0 2 13 

計 19 16 3 4 0 2 44 

 

◇専攻科 

沖縄高専の専攻科は本科の５年間の専門基礎教育課程の上に、更に２年間の専門技術教

育をおこなう教育課程である。機械システム工学コース、電子通信システム工学コース、

情報工学コース、生物資源工学コースの４コースで構成され、それぞれ特色のある教育課

程を編成している。実践性・創造性を兼ね備えた複合領域にも対応できる幅広い視野を身

につけたリーダーシップのある技術者、豊かな人間性と国際性を持つ技術者、課題設定・

解決能力を持ち柔軟な思考ができる技術者の育成を目指し、専攻科名を「創造システム工

学専攻」としている。専攻科を修了した学生は、学士(工学）の学位が授与される。 

 

令和 5 年 1 月 1日現在 

 

 

    

 

 

 

 

 

 
 
 
 

◇教育支援者等 

本校の事務は総務課、学生課の２課から編成されている。教育課程を展開する事務職員

は教務係で、学生の教育に必要な図書館は総務課に属し，図書係が管轄する。そのほか、財

務係、契約管理係、施設係が教育に関連する予算、備品等の購入・管理，施設管理等を行っ

ている。 
本校の技術職員（８名）は技術支援室に配置されている。技術支援室は実践的な教育・研

究および地域貢献活動に対して、専門的な知識や技術を活かして効果的・効率的に推進す

るための組織である。実習工場系、電気電子情報系及び生物科学分析系の技術分野を中心

としている。 

  学修総まとめ科目担当教員数 

教 授           １８（２） 

准教授           １２（１） 

講 師      ３（３） 

助 教            １（１） 

計           ３４（７） 

注：（ ）は指導補助教員で内数 
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２．取組 

一般科目担当専任教員の構成は、高等専門学校設置基準を満たしつつ、教育課程におけ

る科目構成と比してバランスがとれている。また、各教員の専門分野を考慮した配置とな

っており、本校の教育目標に沿って適切に配置している。 

専門科目担当教員の構成は、高等専門学校設置基準を満たしつつ、各教員の専門分野を

考慮し、バランスよく配置している。また、学位取得者や企業経験者を各学科に多数配置

するなど、教育目的を達成するために必要な各学科の専門科目担当教員を適切に配置して

いる。 

本校の専攻科では、各科目とも各教員の専門分野を考慮し、バランスよく配置している。

また、学位取得者や企業経験者を専攻科各コースに多数配置するなど、教育の目的を達成

するために必要な各コースの専門科目担当教員を適切に配置している。 

これらのことから、教育の目的を達成するために必要な専攻科の授業科目担当教員を適

切に配置している 

技術支援室では、実験・実習および卒業研究において、専門的な知識・技術に基づいた技

術支援・指導を行うとともに、共同研究などにおける装置開発・機器分析に加えて、出前授

業・公開講座などの地域貢献活動にも積極的に取り組んでいる。 

 

３．自己評価 
本校の教員配置は、設置基準と合致しており、本校の理念，目的，教育目標を達成する上で

適切な構成となっている。特に、本校の目的に掲げる「深く専門の学芸を教授し、職業に必要

な能力を育成する」に対して、修士または博士の学位を取得した教員および企業経験者を各学

科に配置している。 

また、全教員の教育研究活動において、教員評価を定期的に行っている。教員評価は、（１）

総合評価、（２）教員顕彰、（３）教育研究経費配分、（４）昇任判定（教授、准教授、講師への

昇任）、（５）運営管理貢献度評価、（６）課外活動貢献度評価、（７）その他校長が必要に応じて

実施する事項に利用しており、効果的に運用されている。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 学生の受入 
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Ⅳ 学生の受入 

 

１．本科 

◇アドミッションポリシー 

【求める学生像】 

（１）全学科共通の「求める学生像」 

 ・理数系分野に興味があり、それらの科目に基礎学力を有している人 

 ・責任感や忍耐力があり、多くの人とコミュニケーション力を磨ける人 

 ・規則正しい生活と、自発的に勉強のできる人 

 

（２）各学科独自の「求める学生像」 

 機械システム工学科 

 ・機械に興味をもち、機械の動く仕組みや構造を理解したいと思う人 

・機械に関する専門知識と技術を習得し、モノづくりによる社会貢献を志している 

人 

 ・機械工学を学ぶ上で必要な数学、理科、英語などの基礎的な知識を有し、主体的

な学修に意欲がある人 

 情報通信システム工学科 

 ・コンピュータ、インターネットなどに興味を持っている人 

 ・携帯端末などの新しい電気機器や電子工作に興味のある人 

 ・情報や通信の技術を身につけて、社会に貢献したい人 

 メディア情報工学科 

 ・コンピュータの新しい技術に興味を持っている人 

 ・コンピュータを使って新しいものをつくり出す意欲のある人 

 ・コンピュータを使った技術によって社会に貢献したい人 

 生物資源工学科 

 ・生物化学、環境学、微生物学、食品化学に興味があり、探究心の強い人 

 ・自ら学ぶ意欲を持ち、何にでもチャレンジしようという意思のある人 

 ・バイオテクノロジー関連の技術者や研究者として社会に貢献したい人 

 

【入学者選抜の基本方針】 

 本校の教育理念に基づき、教育目標に沿った人材を育成するため、以下の３つの方法

で入学者選抜を行います。 

・推薦による選抜 

  本校への入学意思が固く、志望する学科に対する適性や興味・関心の強い志願者（志

望動機が適切である志願者）に対し、門を開くために本選抜を実施します。そのため、

調査書による評価と面接（アドミッションポリシーに従う質問）により選抜を行いま

す。 

・学力検査による選抜 

  本校への関心のある志願者に対し、本選抜を実施し、調査書と学力検査により選抜

を行います。 

・帰国生徒特別選抜 

  本校への関心があり、日本国以外での教育を受けた志願者に対し、本選抜を実施し、

調査書、学力検査、小論文及び面接により選抜を行います。 
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◇募集人員 

※タイ政府奨学金留学生受入れ事業による入学者選抜については、タイ政府と国立高等

専門学校機構との協働で行う。 

 

◇過去 5年間の本科学生募集の状況 

 

【学力による選抜について】 

・「志願者」及び「受験者」は第１志望学科のみとし、推薦による選抜において不合格

となった者のうち学力による選抜を併願する者を含んでいる。 

・「合格者」及び「入学者」は第２、第３志望学科で合格・入学した者を含んでいる。 

 

令和５年度 

（令和 5年 3月 1日時点） 

推薦による選抜 学力による選抜 

志願者 受験者 合格者 入学予定者 志願者 受験者 合格者 入学予定者 

機械システム工学科 10 10 10 10 33 33 30 28 

情報通信システム工学科 24 24 23 23 35 35 17 15 

メディア情報工学科 47 47 23 23 63 61 19 16 

生物資源工学科 26 25 22 22 28 28 18 17 

※令和 5年度「学力による選抜」は、追試験（学力）の人数は含まれていない。 

 

令和４年度 推薦による選抜 学力による選抜 

志願者 受験者 合格者 入学者 志願者 受験者 合格者 入学者 

機械システム工学科 20 20 20 20 26 26 18 18 

情報通信システム工学科 17 17 17 17 32 29 26 26 

メディア情報工学科 31 31 23 23 52 52 20 19 

生物資源工学科 25 25 23 23 30 30 19 17 

 

 

 

 

学科名 入学定員 備 考 

機械システム工学科 40名  ※１ 推薦による選抜の募集人員は、入学定員の 

50％程度。 

 ※２ 帰国生徒特別選抜による募集人員は若干名。 

   （定員内） 

 ※３ タイ政府奨学金留学生受入れ事業により 

    入学する若干名を含む。（定員内） 

情報通信システム工学科 40名 

メディア情報工学科 40名 

生 物 資 源 工 学 科 40名 

計 160名 
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令和３年度 推薦による選抜 学力による選抜 

志願者 受験者 合格者 入学者 志願者 受験者 合格者 入学者 

機械システム工学科 15 15 15 15 29 29 28 25 

情報通信システム工学科 23 23 23 23 23 21 21 21 

メディア情報工学科 39 39 23 23 55 54 22 20 

生物資源工学科 22 22 22 22 25 24 20 18 

※令和 3年度「推薦による選抜」の募集人員を、これまでの 40%から 50%に変更 

 

令和２年度 推薦による選抜 学力による選抜 

志願者 受験者 合格者 入学者 志願者 受験者 合格者 入学者 

機械システム工学科 10 10 10 10 16 16 32 31 

情報通信システム工学科 22 22 19 19 35 35 24 24 

メディア情報工学科 24 24 18 18 46 45 25 22 

生物資源工学科 21 21 18 18 25 25 24 24 

 

平成３１年度 

（令和元年度） 

推薦による選抜 学力による選抜 

志願者 受験者 合格者 入学者 志願者 受験者 合格者 入学者 

機械システム工学科 6 6 6 6 25 25 34 34 

情報通信システム工学科 10 10 10 10 42 39 32 32 

メディア情報工学科 18 18 16 16 44 43 26 26 

生物資源工学科 11 11 11 11 20 20 24 23 

 

２．専攻科 

◇アドミッションポリシー 

【求める学生像】 

 ・技術者として地域社会、国際社会の発展に寄与したいと考えている人 

 ・専門分野に関連する基礎知識、基礎技術を身につけている人  

 ・基礎的な、コミュニケーション能力、倫理観を身につけている人  

 ・新技術、新産業の創出に高い意欲を持つ人 

 ・複合的視野をもち実践的応用能力を身につけることに意欲を持つ人 

【入学者選抜の基本方針】 

 本校の教育理念に基づき、教育目標に沿った人材を育成するため、以下の３つの方法

で入学者選抜を行います。 

・推薦による選抜 

  本校への入学意思が固く、志望するコースに対する適性や興味・関心の強い志願者

（志望動機が適切である志願者）に対し、門を開くために本選抜を実施します。その

ため、面接（アドミッションポリシーに従う質問）により選抜を行います。 
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・学力検査による選抜 

本校への関心がある志願者に対し本選抜を実施し、学力検査により選抜を行います。 

・社会人特別選抜 

  本校で行われている研究・教育活動に興味がある志願者に対し、社会人の経験を活

かし、専攻科での見聞を培うため、本選抜を実施します。そのため、面接（アドミッ

ションポリシーに従う質問）及び専門分野における口頭試問により選抜を行います。 

 

◇募集人員 

 

 

 

 

（コース名：機械システム工学、電子通信システム工学、情報工学、生物資源工学） 

 

◇過去 5年間の専攻科学生募集の状況 

 

令和５年度 

（令和 5年 3月 1日時点） 

推薦による選抜 学力による選抜 

志願者 受験者 合格者 入学予定者 志願者 受験者 合格者 入学予定者 

機械システム工学専攻 4 4 4 4 7 7 1 1 

電子通信システム工学専攻 7 7 7 7 5 5 2 2 

情報工学専攻 4 4 4 4 2 2 1 1 

生物資源工学専攻 8 8 8 7 4 4 1 1 

 

令和４年度 推薦による選抜 学力による選抜 

志願者 受験者 合格者 入学者 志願者 受験者 合格者 入学者 

機械システム工学専攻 8 8 8 8 1 1 0 0 

電子通信システム工学専攻 10 10 10 10 2 2 0 0 

情報工学専攻 4 4 4 4 5 5 2 1 

生物資源工学専攻 5 5 5 5 5 5 2 1 

 

令和３年度 推薦による選抜 学力による選抜 

志願者 受験者 合格者 入学者 志願者 受験者 合格者 入学者 

機械システム工学専攻 1 1 1 1 8 8 7 5 

電子通信システム工学専攻 0 0 0 0 5 5 4 4 

情報工学専攻 3 3 3 3 1 1 1 1 

生物資源工学専攻 6 6 6 6 6 6 5 4 

専  攻 定  員 

創造システム工学専攻 24名 
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令和２年度 推薦による選抜 学力による選抜 

志願者 受験者 合格者 入学者 志願者 受験者 合格者 入学者 

機械システム工学専攻 1 1 1 1 8 8 4 3 

電子通信システム工学専攻 3 3 3 3 5 5 2 1 

情報工学専攻 1 1 1 1 5 5 2 1 

生物資源工学専攻 9 9 9 9 0 0 0 0 

 

平成３１年度 

（令和元年度） 

推薦による選抜 学力による選抜 

志願者 受験者 合格者 入学者 志願者 受験者 合格者 入学者 

機械システム工学専攻 5 5 5 5 4 4 0 0 

電子通信システム工学専攻 10 10 10 10 2 2 0 0 

情報工学専攻 1 1 1 1 6 6 4 2 

生物資源工学専攻 11 11 8 8 8 8 2 1 

 

２．取組 

1）全般 

令和５年度専攻科学生募集「推薦による選抜」及び「学力による選抜」は、新型コ

ロナウィルス感染防止対策を徹底して実施した。合格者の27名が入学確約書を提出

しており定員24名を充足している。 

令和５年度編入学生選抜は、新型コロナウィルス感染防止対策を徹底し、通常どお

り学力検査と面接を実施した。選抜試験後の判定により、メディア情報工学科で１名

合格となった。 

令和５年度本科学生募集に向けて、沖縄本島、離島（奄美含む）の中学校63校を、

主に佐藤校長と職員（係長以上）が訪問し、沖縄高専の魅力を中学校の校長に直接説

明した。 

中学校訪問と広報センターによるオンライン説明会を丁寧に行い、さらに、オープ

ンキャンパスとサマースクール、公開授業を対面で実施した結果、令和５年度本科学

生募集「推薦による選抜」の志願者は107名で、「学力による選抜」の志願者は159名

となり、両選抜試験において、昨年を上回った。 

 

2）広報センターの活動 

広報センターを中心とした全学的な広報活動を進めていく中で、今年度は、対面に

よるイベントを再開し、オンラインのイベントも継続しながら活動を行った。 

 

I. 学校説明会及び入試説明会の実施 

II. SNS等を活用した広報活動 
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III. オープンキャンパス・サマースクールの実施 

IV. 佐藤校長による中学校訪問 

 

 それぞれの活動に関して、詳細を報告していく。 

 

 

I. 学校説明会及び入試説明会の実施 

今年度は、感染対策の徹底し、対面とオンラインをうまく活用したうえで、イベ

ントの実施を行った。以下に、受験希望対象者向け学校説明会のフローを示す。 

 

 

本校の広報戦略として、高専を知り→高専を体験し→高専での学びを体験し→高専

生を知る事で、中学生自身が目的を持って高専への入学を希望し、受験に臨んでくれ

る事をサポートするように、効果的な時期にイベントなどの企画を実施している。 

 



 23 

 

 

 

令和４年度の学校説明会及び入試説明会の参加者集計人数を以下の表に示す。今年

度は、基本的にオンラインで説明会を実施し、コロナの感染状況が落ち着いた時期に、

石垣島において説明会を実施した。 

学校説明会の内容も４月～６月までは、沖縄高専で学べること、特色ある学びに関

して説明を行い、９月以降は、各学科で学べることとその後の進路、就職先などのキ

ャリアパスを含めた説明会を実施している。また、受験に向けた準備として、９月以

降は、入試説明会を追加して実施している。オンラインでの説明会は、気軽に参加で

きるメリットもあるが、長時間の説明や質疑などのやりとりに関して、参加する中学

生が不慣れな場合もあり、学校説明会と入試説明会を別々に行うことで、沖縄高専へ

の理解を深め、入学してからの目標や受験への準備を行ってもらえるよう工夫してい

る。 
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イベント参加者アンケート集計 

  

〇アンケート回答内訳          〇今回のイベントを何で知ったか？ 
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〇沖縄高専のことで一番関心があること 〇参加したイベント、参加したいイベント 

    

過去の説明会参加者数 

 

 

II. SNSやオンラインイベントを活用した広報活動 

 令和２年度から本校では、LINEの公式アカウントを用いた情報発信により、小・

中学生とその保護者に本校の教育に興味を持ってもらえるように取り組みを開始し

ている。本取組みを開始して３年目となり、その活用効果に関しては、各種イベント

の情報をLINEの案内で知った参加者が多くなっている。また、本校HPのリニューア

ルを行い、スマートフォンやタブレットへ対応するとともに、学生の活動が一番に伝

わるようデザインを一新した。Facebookでは沖縄高専コミュニティを活用して、情

報発信を行っている。今後は、SNSと本校公式ウェブサイトを連携して、継続した情

報発信を行っていく予定である。 
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 今年度は、複数の高専が参加する「KOSEN FAIR 2022」リアルタイムイベントに参

加し、本校のPRと、高専祭の生配信を行った。 
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IV. 対面によるオープンキャンパス・サマースクール・公開授業週間の実施 

 令和４年度は、感染症対策を徹底し、事前予約制でオープンキャンパスを午前と午後

の二部構成で実施した。３年ぶりに対面によるイベントであったため、午前の部で699

名、午後の部で639名が来場した。 

   

オープンキャンパスの様子（左：AIカメラ体験、右：低温のふしぎ体験） 

 

   

オープンキャンパスの様子（左：数学対策講座、右：フライトシミュレータ体験） 

 また、サマースクールについては、当初８月の開催を予定していたが、新型コロナの

感染状況が悪化したため、９月10日と９月17日の２回に分けて実施した。サマースクー

ルも同様に対面により、中学生限定で開催し、９月10日は181名、９月17日は266名が

参加した。 

   

サマースクールの様子（左：果実のDNA、右：飛行機エンジンの仕組み） 

 

 さらに、８月下旬と１０月下旬に公開授業週間を開催し、合計79名が来校し、実際の

授業を見学した。 
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IV. 佐藤校長による中学校訪問 

令和４年度は、佐藤校長、大城総務課長、各係長を中心に本島及び離島の中学校 99

校を訪問した。沖縄高専の特色ある取り組み、授業内容やキャリアパス、入試の変更

点などを紹介した。これまで、本校の情報取得に関しては、中学生自身や保護者任せ

だったが、各中学校の校長先生や進路担当の先生方に「沖縄高専の学び」に関して、

興味を持って頂ける機会となったと考えている。 

 

３．自己評価 

 入学者選抜においては、感染症対策を行いながら実施し、専攻科入学者選抜で24名

の定員を充足し、編入学試験ではメディア情報工学科の第４学年入学で１名合格して

いる。また、本科入学者選抜では、推薦による選抜および学力による選抜共に、昨年

度を上回っている。 

 広報センターでは、３年ぶりに対面によるイベントを再開し、事前予約制を導入し、

ほぼすべての内容で満席になった。参加者から、参加可能なテーマや受け入れ人数を

増やしてほしいとの意見もあり、今後は実施方法も含めて検討していく。 

 今後は、対面による説明会を実施しながら、ミニ出前授業等を企画していき、沖縄

県内の中南部地区や離島の受験者に接する機会を増やすことを検討している。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 教育内容及び方法 
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Ⅴ 教育内容及び方法 

 

1． 現状 

教育課程は全学科で一般科目を低学年に多く配置し、学年が進むにつれて専門科目の比

重が高まる「くさび型」の配置で編成されている。各学科の教育課程において、低学年に各

分野の基礎を学修する科目、並びにエンジニアとしての基礎力を養う科目である専門基礎

科目を配置し、高学年に各分野の応用を学修する科目を含めた専門科目を多く配置してい

る。 

必修科目と選択科目については、低学年では一般科目の選択科目が配置され、高学年で

は専門科目と一般科目について選択科目が配置されている。後述するモデルコアカリキュ

ラムの内容を全学生が学修できるように、必修科目を多く配置している。 
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機械システム工学科（令和４年度入学生）

単位 期間 単位 期間 単位 期間 単位 期間 単位 期間

沖縄高専セミナー 2 講義 2 半

情報技術の基礎 3 講義 3 通

創造演習 2 演習 2 通

インターンシップ 3 実習 3 通

専門基礎工学 2 講義 2 半

プログラミングⅠ 2 講義・演習 2 通

応用数学Ⅰ 2 講義 2 半 学修単位

応用数学Ⅱ 2 講義 2 半 学修単位

応用物理 2 講義 2 通

機械力学Ⅰ 2 講義 2 半 学修単位

機械力学Ⅱ 1 講義・演習 1 半

材料加工システムⅠ 3 実習 3 通 　 　

材料加工システムⅡ 4 実習 4 通

材料加工システムⅢ 2 実習 2 半

機械工作法 1 講義 1 半

機械材料 2 講義 2 通

ＣＡＤ・CAMⅠ 2 演習 2 通

ＣＡD・CAMⅡ 2 演習 2 半 学修単位

材料科学 2 講義 2 半 学修単位

機械製図基礎学 2 講義・実習 2 通 　

機械製図学 2 講義・実習 2 通

機械設計学 1 講義・実習 1 半

材料力学設計Ⅰ 2 講義・実習 2 通

材料力学設計Ⅱ 2 講義・演習 2 半 学修単位

総合構造設計 2 講義・演習 2 通

熱工学Ⅰ 2 講義 2 半 学修単位

熱工学Ⅱ 1 講義・演習 1 半

流体工学 2 講義 2 通

熱流体機器 2 講義 2 半 学修単位

電気・電子工学 2 講義 2 通

制御工学 2 講義 2 半 学修単位

メカトロニクス工学 3 講義・実習 3 通 学修単位

計測工学 2 講義 2 半 学修単位

産業創造セミナー 1 講義・演習 1 半

機械システム工学実験Ⅰ 3 実験 3 通

機械システム工学実験Ⅱ 3 実験 3 通

卒業研究 8 実験 8 通

83 12 12 13 26 20

プログラミングⅡ 2 講義・演習 2 通

化学Ⅱ 2 講義 2 通

シ

ス

テ

ム

群

材

料

ＣＡＥ 2 講義 2 半 学修単位

シ

ス

テ

ム

群

設

計

エネルギー変換工学 2 講義 2 半 学修単位

生産工学 2 講義 2 半 学修単位

システム制御論 2 講義 2 半 学修単位

知能制御論 2 講義 2 半 学修単位

創造研究* 5 演習 1 通 1 通 1 通 1 通 1 通
＊各学年毎に単位取得可

  （最大５単位）。

航空基礎Ⅰ 2 講義・演習 2 通
航空技術者プログラム履修者

に限る

航空基礎Ⅱ 2 講義・演習 2 通
航空技術者プログラム履修者

に限る

航空機技術Ⅰ 2 講義・演習 2 通
航空技術者プログラム履修者

に限る

航空機技術Ⅱ 2 講義・演習 2 通
航空技術者プログラム履修者

に限る

航空実習 4 実習 4 通
航空技術者プログラム履修者

に限る

31 1 3 7 3 17

6 0 0 2 0 4

114 13 15 20 29 37
89 12 12 15 26 24

※　特別学修専門として資格試験を単位として認めることがある。ただし、卒業要件単位には含めない。（詳細は別に定める）

開　 設　 単　 位　 合 　計
修　 得　 単　 位　 合　 計

科

目

群

基

礎

制

御

群

シ

ス

テ

ム

共通群

開 　設 　単 　位 　計

修　 得　 単　 位 　計

指

定

科

目

プ

ロ

グ

ラ

ム

選

択

必

修

専

門

科

目

全

学

共

通
基

礎

科

目

群

材

料

シ

ス

テ

ム

群

設

計

シ

ス

テ

ム

群

群

シ

ス

テ

ム

制

御

共

通

群

修得単位計

授 業 科 目 単位数 区分
学　　年　　別　　配　　当

備　　考１年 ２年 ３年 ４年 ５年
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情報通信システム工学科（令和４年度入学生）

単位 期間 単位 期間 単位 期間 単位 期間 単位 期間

沖縄高専セミナー 2 講義 2 半

情報技術の基礎 3 講義 3 通

創造演習 2 演習 2 通

インターンシップ 3 実習 3 通

離散数学 2 講義 2 半 学修単位

応用数学 2 講義 2 半 学修単位

応用物理 2 講義 2 半 学修単位

情報通信工学実験基礎 2 実験 2 半 　 　 　

情報通信工学実験Ⅰ 2 実験 2 通

情報通信工学実験Ⅱ 2 実験 2 通

情報通信工学実験Ⅲ 2 実験 2 通

計算機工学Ⅰ 2 講義 2 通

計算機工学Ⅱ 2 講義 2 通

ソフトウェア演習 1 演習 1 半

コンピュータアーキテクチャ 2 講義 2 通

プログラミング基礎Ⅰ 2 講義 2 通

プログラミング基礎Ⅱ 2 講義 2 通

応用プログラミングⅠ 4 演習 4 通 学修単位

応用プログラミングⅡ 4 演習 4 通 学修単位

データベース 2 講義 2 半 学修単位

電気回路Ⅰ 2 講義 2 通

電気回路Ⅱ 2 講義 2 通

電磁気学Ⅰ 2 講義 2 半 学修単位

ネットワーク概論 2 講義 2 通

信号処理 2 講義 2 半 学修単位

情報理論 2 講義 2 半 学修単位

通信工学Ⅰ 2 講義 2 半 学修単位

通信工学Ⅱ 2 講義 2 半 学修単位

半導体工学 1 講義 1 半

電子回路Ⅰ 2 講義 2 通

電子回路Ⅱ 2 講義 2 通

電子回路演習 2 演習 2 通 学修単位

集積回路工学 4 講義 4 通 学修単位

計測工学 2 講義 2 通

制御工学Ⅰ 2 講義 2 半 学修単位

オペレーティングシステム 2 講義 2 通

アルゴリズムとデータ構造 2 講義 2 通

卒業研究 8 実験 8 通

88 12 12 17 23 24

化学Ⅱ 2 講義 2 半 学修単位

電磁気学Ⅱ 2 講義 2 半 学修単位

情報通信総合演習 2 演習 2 通 学修単位

電波電送学 2 講義 2 半 学修単位

通信法規 1 講義 1 半 学修単位

人工知能 2 講義 2 半 学修単位

制御工学Ⅱ 2 講義 2 半 学修単位

産業創造セミナー 2 講義・実習 2 通

創造研究* 5 演習 1 通 1 通 1 通 1 通 1 通
＊　各学年毎に単位取得可

（最大５単位）。

航空基礎Ⅰ 2 講義・演習 2 通
航空技術者プログラム履修者

に限る

航空基礎Ⅱ 2 講義・演習 2 通
航空技術者プログラム履修者

に限る

航空機技術Ⅰ 2 講義・演習 2 通
航空技術者プログラム履修者

に限る

航空機技術Ⅱ 2 講義・演習 2 通
航空技術者プログラム履修者

に限る

航空実習 4 実習 4 通
航空技術者プログラム履修者

に限る

32 1 3 5 11 12

1 0 0 0 1 0

120 13 15 22 34 36

89 12 12 17 24 24

※　特別学修専門として資格試験を単位として認めることがある。ただし、卒業要件単位には含めない。（詳細は別に定める）

※　修得単位に関して、学修単位数が60単位を超える場合には担任へ相談すること。

計

算

機

開 　設 　単 　位 　計

修 　得 　単　 位　 計

開 　設 　単 　位 　合 　計

修　 得　 単　 位　 合　 計

選

択

共

通

群

科

目

群

基

礎

授 業 科 目 単位数 区分
学　　年　　別　　配　　当

共通群

備 考１年 ２年 ３年 ４年 ５年
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メディア情報工学科（令和４年度入学生）

単位 期間 単位 期間 単位 期間 単位 期間 単位 期間

沖縄高専セミナー 2 講義 2 半

情報技術の基礎 3 講義 3 通

創造演習 2 演習 2 通

インターンシップ 3 実習 3 通

離散数学 2 講義 2 通

応用数学 2 講義 2 半 学修単位

応用物理 2 講義 2 通

情報理論 2 講義 2 半 学修単位

プログラミングⅠ 3 講義 3 通

メディア情報工学セミナー 1 講義 1 半

コンピュータアーキテクチャ 2 講義 2 通

メディアコンテンツ基礎 3 講義・演習 3 通

メディア情報工学実験Ⅰ 4 実験 4 通

コンピュータグラフィックスⅠ 2 講義 2 半 学修単位

コンピュータグラフィックスⅡ 2 講義 2 半 学修単位

コンピュータグラフィックスⅢ 2 講義 2 半 学修単位

メディア情報工学実験Ⅱ 2 実験 2 通

プログラミングⅡ 4 講義 4 通

プログラミングⅢ 2 実験 2 通

アルゴリズムとデータ構造 2 講義 2 通

メディア情報工学実験Ⅳ 2 実験 2 通

オブジェクト指向言語 2 講義 2 半 学修単位

ＯＳとコンパイラⅠ 2 講義 2 半 学修単位

ＯＳとコンパイラⅡ 2 講義 2 半 学修単位

データベース 2 講義 2 半 学修単位

ディジタル回路 2 講義 2 通

メディア情報工学実験Ⅲ 2 実験 2 通

ディジタルシステム設計 2 講義 2 半 学修単位

通信工学 2 講義 2 通

情報セキュリティI 2 講義 2 半 学修単位

情報セキュリティII 4 講義 4 半 学修単位

コンピュータネットワークⅠ 2 講義 2 通

コンピュータネットワークⅡ 2 講義 2 半 学修単位

産業創造セミナー 2 講義・演習 2 半 学修単位

卒業研究 8 実験 8 通

85 12 12 18 21 22

メディアコンテンツ応用 2 講義 2 半 学修単位

組み込みソフトウェア 2 講義 2 半 学修単位

信号処理とメディア通信 2 講義 2 半 学修単位

創造研究＊ 5 演習 1 通 1 通 1 通 1 通 1 通
＊各学年毎に単位取得可

　（最大５単位）。

航空基礎Ⅰ 2 講義・演習 2 通 航空技術者プログラ ム履修者に限る

航空基礎Ⅱ 2 講義・演習 2 通 航空技術者プログラ ム履修者に限る

航空機技術Ⅰ 2 講義・演習 2 通 航空技術者プログラ ム履修者に限る

航空機技術Ⅱ 2 講義・演習 2 通 航空技術者プログラ ム履修者に限る

航空実習 4 実習 4 通 航空技術者プログラ ム履修者に限る

23 1 3 3 3 13

4 0 0 0 0 4

108 13 15 21 24 35

89 12 12 18 21 26

※　特別学修専門として資格試験を単位として認めることがある。ただし、卒業要件単位には含めない。（詳細は別に定める）

※　Ⅰ群：メディア・コンテンツ群、Ⅱ群：ソフトウェア群、Ⅲ群：ハードウェア群、Ⅳ群：ネットワーク群
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生物資源工学科（令和４年度入学生）

単位 期間 単位 期間 単位 期間 単位 期間 単位 期間

沖縄高専セミナー 2 講義 2 半

情報技術の基礎 3 講義 3 通

創造演習 2 演習 2 通

インターンシップ 3 実習 3 通

基礎科学 2 講義 2 半

応用物理 2 講義 2 通

応用数学 2 講義 2 半 学修単位

基礎プログラミング 2 講義 2 通

情報技術の応用 2 講義 2 通

有機化学Ⅰ 2 講義 2 通

物理化学基礎 2 講義 2 通

生物分析化学 2 講義・実習 2 通

有機化学Ⅱ 2 講義 2 通

生化学 3 講義 3 通

生化学実験 1 実験 1 通

遺伝子工学 2 講義 2 半 学修単位

遺伝子工学実験 2 実験 2 半 学修単位

生物工学 2 講義 2 半 学修単位

生物工学実験 2 実験 2 半 学修単位

微生物学 3 講義 3 通

微生物学実験 1 実験 1 通

発酵学 2 講義・実習 2 半

環境学 1 演習 1 半

環境学実験 2 実験 2 半

環境分析学 2 講義・演習 2 半 学修単位

生物資源利用学Ⅰ 2 講義 2 半 学修単位

生理学 2 講義 2 半 学修単位

生理学実験 2 実験 2 半 学修単位

食品プロセス工学 4 講義 4 通 学修単位

食品製造学 2 講義・実験 2 通

産業創造セミナー 2 講義・演習 2 半 学修単位

バイオテクノロジー基礎実験 4 実験 4 通

化学および化学実験法 2 実験 2 半

化学資格基礎 2 講義 2 通

卒業研究 8 実験 8 通

81 13 12 19 23 14

分子生物学 2 講義 2 半 学修単位

細胞工学 2 講義 2 通

環境保全学 2 講義 2 半 学修単位

植物生理学 2 講義 2 半 学修単位

資源リサイクル学 2 講義 2 半 学修単位

生物資源利用学Ⅱ 2 講義・実験 2 半 学修単位

タンパク質工学 2 講義 2 通

産業化学 2 講義 2 通

創造研究＊ 5 演習 1 通 1 通 1 通 1 通 1 通
＊　各学年毎に単位取得可

（最大５単位）。

航空基礎Ⅰ 2 講義・演習 2 通 航空技術者プログラ ム履修者に限る

航空基礎Ⅱ 2 講義・演習 2 通 航空技術者プログラ ム履修者に限る

航空機技術Ⅰ 2 講義・演習 2 通 航空技術者プログラ ム履修者に限る

航空機技術Ⅱ 2 講義・演習 2 通 航空技術者プログラ ム履修者に限る

航空実習 4 実習 4 通 航空技術者プログラ ム履修者に限る

33 1 3 3 7 19

8 0 0 0 2 6

114 14 15 22 30 33

89 13 12 19 25 20

（注１）４年生の選択科目は、環境・微生物学群から２単位以上修得すること。

（注２）５年生の選択科目は、生物化学工学群、環境・微生物学群、食品化学工学群、共通群から６単位以上修得すること。

◎　特別学修専門として資格試験を単位として認めることがある。ただし、卒業要件単位には含めない。（詳細は別に定める）
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教育課程表（専攻科）

 

 

創造システム工学専攻(令和４年度入学生)

前期 後期 前期 後期
実用英語Ⅰ 2 講義 2

実用英語Ⅱ 2 講義 2

特別研究ⅠＡ 3 実験 3

特別研究Ⅱ 8 実験

専攻科実験 4 実験

創造システム工学実験 4 実験 4

23

哲学・倫理学 2 講義 2
日琉交流史 2 講義 2
地球科学特論 2 講義 2
琉球諸語入門 2 講義 2
英詩研究 2 講義 2
English Business Communication 2 講義 2
スポーツ科学特論 2 講義 2

創造システム工学セミナー一般 2 講義
※ 学内で開催する教育技術講演会

※１年又は２年で修得可

4
特別研究ⅠＢ 3 実験 3

長期インターンシップ 4～12 実習

2年次選択可
1か月：4単位
2か月：8単位
3か月：12単位

物理学特論 2 講義 2
数学通論 2 講義 2
応用解析学 2 講義 2
応用物理特論 2 講義 2
物理化学 2 講義 2
バイオテクノロジー 2 講義 2
バイオマス利用工学 2 講義 2
品質・安全マネジメント特論 2 講義 2
経営工学 2 講義 2
グローバルインターンシップ 2 実習 １年次選択可

創造システム工学セミナー専門 2～8 講義

2単位：30時間
4単位：60時間
6単位：90.時間
8単位：120時間以上
※連携企業・提携校で実施する講義

15

42
82

備　　考

前期 後期 前期 後期

材料学特論 2 講義 2
溶接・接合工学 2 講義 2
連続体力学 2 講義 2
材料強度学特論 2 講義 2
数値シミュレーション 　Ⅰ 2 講義 2
数値シミュレーション 　Ⅱ 2 講義 2
生産工学特論 2 講義 2
制御系構成論 2 講義 2
表面工学 2 講義 2
輸送現象論 2 講義 2
流体工学特論 2 講義 2
熱機関工学 2 講義 2
ロボット工学 2 講義 2
技術管理概論 2 講義 2
シミュレーション工学 2 講義 2
数理計画法 2 講義 2
生体情報工学 2 講義 2
数値解析論 2 講義 2
信号処理特論 2 講義 2
アルゴリズム理論 2 講義 2
マイクロ波工学 2 講義 2
システムＬＳＩ設計工学 2 講義 2
光電子デバイス 2 講義 2
半導体物性工学 2 講義 2
弾性波工学 2 講義 2
電子機器工学 2 講義 2
知能システム特論 2 講義 2
ＬＳＩプロセス工学 2 講義 2

※１年又は２年で修得可

選　択

全
コ
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目
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械
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テ
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通
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工
学
コ
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区分 1年 2年種別 コース 必修・選択の別 科　　　目　　　名 単位数

修 得 単 位 計 42

開 設 単 位 計 82
学年別配当単位数

一

般

科

目

必　修
専
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共

通

科

目

修得単位計

一
般
科
目

修得単位計 4

専
門
共
通
科
目

2 2

選　択

4 ～ 12

2

2 ～ 8

修得単位計 15

学年別配当単位数

備　　考1年 2年

9 14

8

4

区分必修・選択の別 科　　　目　　　名 単位数

３単位以上

修得するこ

と
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２．取組 

◇授業の内容 

 各科目の授業内容は、本科教育目標のいずれかの項目に沿うものとなっており、シラバ

スにその科目が対応する目標の番号や関連する他の科目を記載することとしている。さら

に、各科目は国立高等専門学校のモデルコアカリキュラムの学修項目との対応を記載して

いる。ここで、モデルコアカリキュラムとは、国立高等専門学校のすべての学生に到達さ

せることを目標とする最低限の能力水準・修得内容である「コア（ミニマムスタンダード）」

と、高専教育のより一層の高度化を図るための指針となる「モデル」を提示している。ま

た、全国の国立高等専門学校で統一化されたWebシラバスを導入し、全ての科目の教育内容

を公開している。 

 

 国立高専機構 モデルコアカリキュラム 

  URL: https://www.kosen-k.go.jp/about/profile/main_super_kosen.html 

 

 国立高専機構 Webシラバス 

  URL: https://syllabus.kosen-k.go.jp/Pages/PublicSchools 

 

 

  

情報数学 2 講義 2
メディアコンテンツ特論 2 講義 2
組込システム特論 2 講義 2
データ工学 2 講義 2
情報セキュリティ特論 2 講義 2
ソフトウェア開発特論 2 講義 2
計算機科学特論 2 講義 2
ロボティクス 2 講義 2
ヒューマンインタフェイス 2 講義 2
ネットワーク特論 2 講義 2
システム制御工学 2 講義 2
画像処理特論 2 講義 2
デジタルフォレンジック 2 講義 2
プログラミング特論 2 講義 2
資源生物機能形態学 2 講義 2
分子生物学II 2 講義 2
植物工学 2 講義 2
無機化学 2 講義 2  
代謝生化学 2 講義 2
応用微生物学 2 講義 2
酵素化学 2 講義 2
醸造学 2 講義 2
生物資源の機能性科学 2 講義 2
酸化ストレスの生命科学 2 講義 2
タンパク質資源利用学 2 講義 2
食品化学 2 講義 2
食品機能学 2 講義 2

6単位まで認める
航空工学Ⅰ 2 講義 2
航空工学Ⅱ 2 講義 2
航空工学Ⅲ 2 講義 2
航空工学Ⅳ 2 講義 2

20
118
62

200
※　本校以外の教育施設で修得した単位を認めることがある

200

20
開 設 単 位 計 68 50
修 得 単 位 計 62

専
　
門
　
科
　
目

情
報
工
学
コ
ー

ス

選　択

生
物
資
源
工
学
コ
ー

ス

他コースの選択科目

選　択

修 得 単 位 計

開 設 単 位 計

https://www.kosen-k.go.jp/about/profile/main_super_kosen.html
https://syllabus.kosen-k.go.jp/Pages/PublicSchools
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◇インターンシップでの取り組み 

本校では、学生が社会や産業について実践的な知見を深め、学生自身のキャリア形成に

資することを目的として、「インターンシップ」を本科４年生の必修科目として開設してい

る。今年度は、「インターンシップ活動における新型コロナウィルス感染拡大予防ガイドラ

イン」を作成し、県内外とも原則対面での実施を行い、８６社に１５６名の学生が参加し

た。 

 

◇創造システム工学実験 

課題を設定し、設定した課題解決のために、適切に実験計画を立て、それを遂行するた

めの技術を身につけることを目的として「創造システム工学実験」を専攻科第１学年の必

修科目として開設している。特に今年度は地域の課題解決をテーマとして、3チームがIT技

術や分析力等を駆使して地域や地元企業等と連携して取り組んだ。 

「麦芽粕、乾燥酵母を活用した商品開発と地域活性化」では、名護こども食堂と連携し、

廃棄されている地域資源を活用して子ども達が喜んで食べる商品の開発を行った。「カム

カムプロジェクト」は、むし歯が多い子ども達に楽しみながら口腔健康意識を高めるため

に、知識をつけつつ咀嚼運動を促進させるアプリを作成した。「75beer〜winter〜」は、名

護市の街を活性化させることを目的に、ビールの街名護をアピールする情報発信ツール作

成やビアカクテル試作、観光ウォーキングコースの試案、フォトスポットの作成を行った。

これらの取り組みは、新聞各紙やテレビでも取り上げられた。 
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 「創造システム工学実験」において、地域や地元企業と連携して課題に取り組むことで、

創造的思考力及び工学関連分野（機械・電気電子・情報・生物）の問題発見・解決方法を身

につける機会を得ることができた。 

 

◇航空技術者プログラム 

沖縄県の進める「21 世紀ビジョン」の重点戦略の一つである「航空関連産業クラスター

の形成」の中核をなす、MRO 事業を展開する MRO Japan をはじめとした、航空関連産業

界で活躍する人材を育成することを目的として、平成 27 年度に開設された人材育成事業が

航空技術者プログラムである。これまで航空技術者プログラムは、本科 4・5 年生と専攻科

1・2 年生の 4 年間のプログラムで “航空機整備” に重点を置いた内容となっていたが、

既に７年が経過し、多様化する航空業界および学生のニーズに応えるべく、今年度からは

航空関連産業分野を広く学ぶことができるカリキュラムとして、2・3 年生で「航空機・関

連産業に関する基礎」を 4・5 年生で「航空技術・航空工学の基礎」を学ぶことができる新

しいプログラムに再編した。さらに勉強したい学生のために、オプションとして 1 年生の

後期から JTA 派遣講師による特別講義や専攻科の 2 年間の課程も継続する。この専攻科

までのプログラムを継続した学生は RAC のパイロット養成制度である「運航乗務員候補

者養成（奨学金貸与）制度」に推薦できることになり、また令和３年度からは、全国の 4 高

専と、航空会社・重工業メーカー（6 社）および国土交通省・経済産業省・文部科学省の産

学官が連携したオールジャパン体制での航空機製造・整備技術者の育成をする取り組みで
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ある「航空人財育成プログラム」にも参画している。このような様々な連携によって、これ

まで以上に幅広い学修はもちろんのこと、より多くの進路を選択することができるように

なった。 

 

 

新しい航空技術者プログラム 

 

 

 

実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

・eラーニング教材の提供
・訓練、実習コンテンツの提供
・インターンシップによる人材育成

ANA 沖縄県

MRO事業を中心とした沖縄県
航空関連産業クラスターの展開

航空技術者の輩出
・航空技術者のニーズ
・地元人材のニーズ

教員派遣・実習機会等の提供

航空産業人財育成プログラム

地域産業振興

事業支援

MROへの
事業展開

JTA・RAC

全国の４高専（沖縄・神戸・岐阜・
都立）と航空会社および航空関連
産業とで連携した教育プログラム

航空技術者の輩出

講師派遣

沖縄高専
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特別講義（１～３年） 

   
 

 

整備基礎Ⅰ（４年履修科目） 

   
 

 

航空機整備基礎実習（５年履修科目） 

   

 

 

航空実習（５年履修科目） 
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今年度は、履修学生の募集時において新型コロナウイルスの感染症拡大により低迷した航

空業界を敬遠したためか、受講者そのものが少なかった。しかしながら採用については回復

の兆しが見え、県内の航空整備会社へも採用が決まっている。 

 

３．自己評価 

準学士教育課程は本校の本科教育目標が達成されるように授業科目を設定し、学年進行

に伴って段階的に履修ができるように適切に配置されている。低学年には主に一般科目や

基礎的な専門科目が配置され、高学年では応用分野を含む専門科目が多く配置されており、

一般科目と専門科目が本科教育課程の中でバランスよく編成されている。 

専攻科課程は準学士課程の専門学科を母体とした４コースから構成されている。授業科

目は専攻科教育目標と教育方針に基づき配置され、各コースで準学士課程と専攻科課程を

含めた７年間で体系的な教育課程が編成されている。専攻科教育目標との対応関係が明記

されたシラバスが作成され、活用されている。 

 

 

 

男 女 男 女 男 女 男 女

1

1

 沖縄高専　専攻科 1

 沖縄高専　研究生 1

1

 　　　　　　　　　（大学院） 1

令和５年３月　本科卒業・専攻科修了予定者（航空技術者プログラム）　就職・進学実績

進路

就職

進学

専攻科機械システム工学科 情報通信システム工学科 メディア情報工学科



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ 教育の成果 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



44 
 

Ⅵ 教育の成果 

 

１．現状 

学生のキャリア形成と、学生及び卒業生の進学・就職活動を支援することを目的として、キ

ャリア教育センターを設置している。キャリア教育センターでは、策定しているキャリア教育

プランに沿って年間スケジュールを組み、担任らと連携しながら各学年のキャリア教育に取り

組んでいる。また、学内外の他組織や企業などと共同した取り組みも進め、学生に多方面から

働きかけることで「自分の進路を自分で決定すること」を支援している。 

さらに、本校後援会のご支援によりキャリアアドバイザーを置き、学生のキャリア形成全般

に関するオンライン相談に対応している。また、県の新規学卒者総合就職支援事業により常駐

の就活コーディネータを置き、学生の就職等に関する個別相談に対応している。 

 

２．取組 

新型コロナウイルス感染症の影響で、前年度は全てのイベントをオンラインで実施していた

が、今年度は、対面で３年及び４年で企業見学（研修旅行）、４年でインターンシップ、４年

と専攻科１年で合同業界研究会（１２月に２回）などのイベントを実施した。 

これまで地元企業を知る機会として、県内企業や産学連携協力会企業が主に参加する合同業

界研究会を県外企業のものとは別日程で開催するなどの工夫を継続してきた。今年度は、県商

工労働部雇用政策課と共同して、新規学卒者総合就職支援事業の一環として本校産学連携協力

会の企業が参加する「理系学生向け業界研究会」を１月に実施した。またこれとは別に、県企

画部科学技術振興課と共同して、高度研究人材等活用促進事業に参加する繊維・バイオ（生物

系）分野および機器製造・整備（機械系）分野の企業により、１１月には企業講座を、１月に

は業界研究会を実施した。１月実施の２つの業界研究会は、１年学科別LHRや３年LHRの時間と

重なる水曜午後に開催し、１年生および一部学科の３年生を参加させた。 

来年度以降は、本校地域連携研究推進センターなども加え、上述の取り組みを引き続き行う

とともに技術開発を含めた共同研究やインターンシップなどの実施を検討していく。 

また昨年度から、金秀グループ、りゅうせきネットワーク、琉球セメント、オカノ、拓南グ

ループの県内製造大手５社人事担当者が結成した「ジンジャー５」と協力し、共同で低学年の

段階からの企業研究イベントを実施している。今年度は、３学年向け業界研究会を前期にオン

ラインで実施した。来年度に向け、ジンジャー５とキャリア教育センターとの協働インターン

シッププログラムや、学内説明会などの取り組みを引き続き検討していく。 

学校生活の見通し・学校生活や、上述のようなキャリアイベントの振り返り・自己評価を学

生自身に行わせ、記録させる教育ポートフォリオの一つとして、沖縄高専 Career Log（沖縄

高専版「キャリア・パスポート」）を昨年度から本科で年２回（前期１回、後期１回）実施し

ている。これは文部科学省の通達により、一昨年度から県内小中高の全学年で一斉に実施され

ている沖縄県版「キャリア・パスポート」の本校版であり、「自分の進路を自分で決定するこ

と」を支援し、学生に多方面から働きかけることの一助となるものである。来年度以降も、こ

れを継続して実施していく。 
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キャリア教育年間スケジュール 

 １学年 ２学年 ３学年 ４学年 ５学年 専攻科１学年 専攻科２学年 

キ
ャ
リ
ア 

教
育
プ
ラ
ン 

自立・自律の姿
勢を身につける 

自己と社会との
関わりについて
考える 

将来計画に基づ
き，具体的な行
動方針を決める 

社会人マナーを
理解し，実践で
きるようにす
る．インターン
シップで企業内
容と，求める人
材について理解
する 
 

就職・進学に向
けた努力. 社会
に出るための知
識を身に付ける 

専門性を生かし
た社会進出を目
指す 

専門性を生かし
た社会進出を目
指す 

前 

学 

期 

新入生オリエン
テーション 
 

講演会 
キャリア教育セ
ンター長講話 
「将来のために
できること − キ
ャリア教育の観
点から」＊ 

個性診断（自己
分析テスト）＊ 
 
セミナー 
「セルフブラン
ディングセミナ
ー」 
（(一社)学びデ
ザイン）＊ 
 
県内企業５社に
よる業界研究会
＊ 
 

インターンシッ
プ事前学習 
 
「インターンシ
ップ説明会」＊ 
 
「進学に関する
キャリア教育」
＊ 
 
セミナー 
「自己分析セミ
ナー」＊ 
 
セミナー 
「身だしな

み・マナーセミ
ナー」＊ 
 

インターンシッ
プ 
 

 
 
 

創造システム工
学セミナー（一
般） 

 
 

キ
ャ
リ
ア
・ 

パ
ス
ポ
ー
ト 

実
施
内
容 

沖縄工業高等専

門学校に入学し

て 

２年生になって ３年生になって ４年生になって ５年生になって 

後 
学 

期 

講演会 

「キャリア啓発

講演会」＊ 

 

理系学生向け／

高度研究人材等

活用促進事業の

業界研究会（県

と共催）：学科

別 LHR で参加 

 

 

講演会 

「２年生のため

のキャリアデザ

インガイダン

ス」＊ 

 

学科別キャリア

講演会 

（外部講師や卒

業生）＊ 

企業見学（研修

旅行） 

 

講演会（企業技

術者） 

 

セミナー 

「自己分析＆履

歴書の書き方講

座」＊ 

 

理系学生向け／

高度研究人材等

活用促進事業の

業界研究会（県

と共催）：一部

学科は LHR で参

加 

セミナー 

「業界研究会の

歩き方」＊ 

 

講演会（企業技

術者） 

 

高度研究人材等

活用促進事業の

企業講座（県と

共催） 

 

企業見学（研修

旅行） 

 

合同業界研究会 

 

セミナー 

「適性検査対策

WEB テスト」＊ 

 

理系学生向け／

高度研究人材等

活用促進事業の

業界研究会（県

と共催） 

離職防止セミナ

ー 

「ワークルー

ル」＊ 

 

長期インターン

シップ 

 

グローバルイン

タ ー ン シ ッ プ 

 

講演会（企業技

術者） 

 

セミナー 

「業界研究会の

歩き方」＊ 

 

合同業界研究会 

 

理系学生向け及

び高度研究人材

等活用促進事業

の業界研究会

（県委託事業） 

離職防止セミナ

ー 

「ワークルー

ル」＊ 

 

キ
ャ
リ
ア
・ 

パ
ス
ポ
ー
ト 

実
施
内
容 

学年を振り返ろ

う 

学年を振り返ろ

う 

学年を振り返ろ

う 

学年を振り返ろ

う 

沖縄工業高等専

門学校卒業に当

たって 

通
年 

全学年 

企業説明会（個別）＊      大学・大学院説明会（個別）＊ 

 
下線を引いたものは、キャリア教育センターと学内他組織とが共同した取り組み 

太字は、キャリア教育センターと学外（企業等）とが共同した取り組み 

＊新型コロナウイルス感染症への対応のため、オンラインで実施 
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  合同業界研究会参加企業（午前）         合同業界研究会参加企業（午後）  

(12月実施分）                  (12月実施分） 
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 理系学生向け業界研究会参加企業*1            高度研究人材等活用促進事業の 

         業界研究会参加企業*2 

           
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

*1沖縄県商工労働部 雇用政策課「新規学卒者総合就職支援事業」

の一環として実施。 

*2沖縄県企画部 科学技術振興課「高度研究人材等活用促進事業」

の一つとして実施。 
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【進路割合】 

 

※過去３年間（卒業、修了時）の就職者、進学者の比率。「その他」は企業、留学生の帰国、就

職・進学いずれも希望しなかった場合など学生個別の事情によるもの。 
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【就職者に占める県内企業への就職者数及び就職率（卒業・終了予定者の進路状況より）】 

 

○本科 
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○専攻科 

 

３．自己評価 

 本科及び専攻科の就職希望者の就職率は、令和２年度及び令和３年度においては100％～90%を

保っており、就職先は各学科の専門分野に沿っているが、令和４年度においては90%未満の学科

及びコースがあった。また、進学希望者は各学科の関連分野の希望校へ進学しているが、令和４

年度においては進学率が90%未満の学科及びコースがあった。就職や進学の状況から判断して、

教育の効果は十分上がっているものの、就職率、進学率共に低下する傾向にあると判断できる。

新型コロナウイルス感染症が本校学生の進路活動にも大きな影響を与えており、このことは、就

職率や進学率が低下傾向であることにも表れている。 

地元企業を知る機会を増やしてきた結果、本科の機械システム工学科、メディア情報工学科に

おいて一時減少していた県内就職率に回復がみられる。地元企業の周知の取組は、数年前から開

始したものであり、その成果が県内就職率に反映されるには時間を要する。また、新型コロナウ

イルス感染症が本校学生の就職活動へ影響することも否定できないが、県や産学連携協力会企業

等の県内企業との協力によって開催する周知活動が、今後も県内就職率向上に寄与するものと思

われる。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅶ 学生支援等 
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Ⅶ 学生支援等 

 

◇学生の課外活動支援体制 

１． 現状   

部・同好会等の課外活動に対する支援としては、教職員による人的支援、活動場所及び後援会

による資金面での支援等の体制を整えている。人的支援としては、各団体に顧問を担当する教員

を配置し、支援体制を整備している。資金面における支援としては、後援会による補助の体制が

整備されている。顧問は、原則として全教員で対応することとなっており、学生主事名で希望調

査を行い、各団体の活動実績等を考慮して１名～５名の教員を配置している。顧問の兼任につい

てはできるだけ避けるようにしているが、教員数に比べて団体数が多いため、数名の教員が兼任

を行っている。顧問の主な業務としては、部員及び活動の監督・指導、年間を通しての大会・練

習試合等のスケジュールの把握、校外活動の際の引率等がある。また、外部コーチを委嘱して技

術指導を行い、競技力の向上に努めるとともに教員の業務負担軽減を行っており、令和４年度に

おいては、コロナ禍の影響による部・同好会等の課外活動制限が緩和されたため、外部コーチに

よる技術指導を活用し、学生の課外活動支援を行っている。 

 

    団体数 

 
体育部会 文化部会 

委員会等 
部 同好会 部 同好会 

令和 2年度 13 3 4 7 4 

令和 3年度 13 3 4 8 4 

令和 4年度 12 4 4 8 4 

団体名及び顧問配置 
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   外部コーチ委嘱数         （令和 5年 1月 1日現在） 

 

 

 

 

 

 

２．取組 

令和４年度 部・同好会等の主な実績一覧 （令和 5年 1月 31日現在） 

団体名 実績 

ロボット製作委

員会 

【アイデア対決・全国高等専門学校ロボットコンテスト 2022九州沖

縄地区大会】 

●特別賞（東京エレクトロン株式会社） Ａチーム（美ら海軍） 

   宮里 彰吾（情報通信システム工学科３年） 

   新垣 美海（機械システム工学科２年） 

   甲本 志結（機械システム工学科２年） 

●デザイン賞 Ｂチーム（うちなーちゃんぷるー） 

   中村 英誠（機械システム工学科４年） 

   小濵 就 （情報通信システム工学科４年） 

   宮里 鷹翔（機械システム工学科４年） 

 

【アイデア対決・全国高等専門学校ロボットコンテスト 2022全国大

会エキシビジョン招待】 

●Ｂチーム 

   中村 英誠（機械システム工学科４年） 

   小濵 就 （情報通信システム工学科４年） 

   宮里 鷹翔（機械システム工学科４年） 

 

部・同好会 【九州沖縄地区高専体育大会】 

（水泳競技） 

●男子 100メートル背泳ぎ ２位 

   比嘉 徠日（情報通信システム工学科１年） 

●女子 100メートル背泳ぎ ２位 

   飯田 日和（メディア情報工学科３年） 

●男子 100メートル自由形 ３位 

   藤木 喜仁（生物資源工学科１年） 

 

ＩＣＴ委員会 【第 33 回全国高等専門学校プログラミングコンテスト】 

●自由部門 敢闘賞 

   島袋 伊玄（メディア情報工学科２年） 

  委嘱人数(うち専攻科生) 謝金総額 

令和 2年度 12（3）    0（支出額） 

令和 3年度 10（2） 4,000（支出額） 

令和 4年度 12（4） 248,587（支出額） 
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   兼久 紗嬉（メディア情報工学科２年） 

   松田 恋椰（メディア情報工学科３年） 

   宮里 壮汰（メディア情報工学科２年） 

   仲村 悠羽（メディア情報工学科２年） 

 

●課題部門 敢闘賞 

   土方 海人（メディア情報工学科５年） 

   嘉手苅 空（メディア情報工学科３年） 

   久場 琉澄（情報通信システム工学科３年） 

   知念涼太郎（メディア情報工学科３年） 

   新垣 善也（メディア情報工学科２年） 

 

【パソコン甲子園】 

●パソコン甲子園 20周年記念表彰 功労者表彰 

   沖縄工業高等専門学校 

 

部・同好会以外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第２５回やんばる圏高校生英語スピーチコンテスト】 

●２位 

   名嘉 良誠（メディア情報工学科１年） 

    

【第６回高専生サミット】 

●地域未来創造賞 

   安慶名晋之介（生物資源工学科３年） 

   玉城 伶弥 （生物資源工学科３年） 

 

【2021 年度 JSISE学生研究発表会・発表論文】 

●JSISE 学生研究発表会優秀発表者 

   社領 一樹（専攻科 情報工学コース２年） 

 

【第3回全国高等専門学校ディープラーニングコンテストDCON2022】 

●本選出場 

   伊敷真乃介（情報通信システム工学科４年） 

   川上 隼人（情報通信システム工学科４年） 

   長嶺 優人（情報通信システム工学科４年） 

   島袋 息吹（情報通信システム工学科４年） 

 

【2022 年度ロボットアイデア甲子園地方大会（沖縄大会）】 

●最優秀賞 

   中村 恵 （情報通信システム工学科１年） 
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【テクノアイディアコンテスト 2022（高校の部）】 

●グランプリ 

   平良 琉馬（情報通信システム工学科３年） 

   与那覇玄己（情報通信システム工学科３年） 

   藤波 太陽（情報通信システム工学科３年） 

   久場 琉澄（情報通信システム工学科３年） 

   伊計 琉汰（情報通信システム工学科３年） 

   知念 遥斗（情報通信システム工学科３年） 

 

【一般財団法人東熱科学技術財団 2022年理工系高校生によるプロジ

ェクト】 

●本賞（１位） 

   藤波 太陽（情報通信システム工学科３年） 

   久場 琉澄（情報通信システム工学科３年） 

   知念 遥斗（情報通信システム工学科３年） 

 

【沖縄デジタル映像祭 2022】 

●特別賞 

   平安 新樹（メディア情報工学科２年） 

 

【第１１回「サイエンス㏌沖縄・起業のための研究能力サイエンスフ

ェア」SCORE！ 

●準優勝 

   新里 察得（情報通信システム工学科３年） 

   新里 佑介（情報通信システム工学科３年） 

   平良 俊樹（情報通信システム工学科３年） 

 

●特別賞 

   吉井 慈恩（情報通信システム工学科２年） 

   當眞 嗣歩（情報通信システム工学科２年） 

 

【高専ワイヤレス IoTコンテスト技術実証 2022（WiCON2022）】 

●電波利用システム利活用部門 採択２件（実証実験中） 

   新里 謙 （情報通信システム工学科４年） 

   金城 瑠依（情報通信システム工学科５年） 

 

   相島 和貴（情報通信システム工学科３年） 

   新﨑 駿 （情報通信システム工学科５年） 

   宜保 智也（情報通信システム工学科５年） 

   平良 心輝（情報通信システム工学科５年） 

   仲間 凛 （情報通信システム工学科５年） 
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   古堅 日向（情報通信システム工学科５年） 

   星 草汰 （情報通信システム工学科５年） 

   吉田 海杜（情報通信システム工学科５年） 

   仲座 涼太（情報通信システム工学科５年） 

   知念 大至（情報通信システム工学科５年） 

 

【第 1回高専 GIRLS SDGs×Techonology Contest（高専 GCON2022）】 

●文部科学大臣賞 沖縄高専 チーム名：パイナッポー🍍 

   上藤 綾乃（情報通信システム工学科５年） 

   佐藤 緋美（情報通信システム工学科５年） 

   上原 彩來（情報通信システム工学科４年） 

   伊藤 砂羽（情報通信システム工学科３年） 

   石垣 花緒（情報通信システム工学科２年） 

   知念 紅葉（生物資源工学科２年） 

 

 

   

 

３.自己評価 

 学生の課外活動等については、まだ練習時間や作業時間の制限があるものの、コンテストや高

専体育大会へ積極的に参加している。限られた活動時間の中で、最大限のパフォーマンスができ

るように学生達同士で知恵を出し合い、Teams などオンラインで会議を行えるツールを活用しな

がら、活動に取り組む様子が見られる。その結果、コロナ禍前よりもコンテストへの参加数や受

賞チームが増えている。どのチームも自ら学んでいる技術と知識を地域の課題解決に活かすアイ

ディアが評価されており、上位入賞するチームが多く出ている。その中でも、2023年 1月に実施

された「第 1回高専 GIRLS SDGs×Techonology Contest（高専 GCON2022）」では、90チームの参

加チームの中、最優秀賞である「文部科学大臣賞」を受賞している。異なる専門分野の学生達が

それぞれの専門分野の強みを活かして、社会実装と SDGｓに取り組める環境は、沖縄高専の強みで

あり、魅力ともなっている。本校では、低学年から「創造研究」などに参加し、いろいろな活動に

積極的に取り組めるため、早い段階で学生達への意識付けができる環境ができていると考える。

今後、学生達の活動の範囲を広げる事ができるよう、学内の教職員だけではなく、地域や企業の

方々と連携して、学生の活動をサポートする体制を強化していく必要がある。 
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大会への参加回数及び受賞総数

参加回数 受賞総数 参加回数 受賞総数

令和元年度
九州：15種目

全国：  4種目

九州： 8種目

全国： 0種目
8 10

陸上、弓道、テニス等個人種目で全国大会出場、ロボコン

九州沖縄地区大会技術賞、第30回プログラミングコンテス

ト企業賞、特別賞受賞等

令和２年度
九州： 0種目

全国： 0種目

九州： 0種目

全国： 0種目
11 11

ロボコン九州沖縄地区大会特別賞、令和元年度社会実装教

育フォーラム（令和2年3月表彰）社会実装賞、三菱電機ロ

ボット技術賞受賞等

令和３年度
九州： 3種目

全国： 0種目

九州： 1種目

全国： 0種目
8 9

ロボコン九州沖縄地区大会特別賞受賞で全国大会出場、全

国大会で特別賞（株式会社安川電機）、2020年度高専ワイ

ヤレスIoT技術実証コンテストで社会課題解決大賞受賞等

令和４年度
九州： 7種目

全国： 0種目

九州： 1種目

全国： 0種目
14 12

ロボコン九州沖縄地区大会デザイン賞受賞で全国大会エキシビジョ

ン招待出場、第1回高専GCON2022で、文部科学大臣賞を受賞。2021

年度高専ワイヤレスIoT技術実証コンテストで2件採択（実証実験

中）。第33回全国高等専門学校プログラミングコンテストで自由部

門、課題部門ともに敢闘賞受賞等。

体育部会 文化部会
主な実績
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◇いじめ防止対策 

１．現状   

 いじめ防止対策に関しては、「いじめゼロをゼロにする！」ことを目標に、令和２年から、組織

的かつ実効的にいじめの防止等に取り組むため「沖縄工業高等専門学校いじめ対策委員会」を設

置し、学生のいじめ防止に関する業務を行っている。以下に業務内容を示す。 

（１） 学生のいじめの未然防止、早期発見及び事案対処に関すること 

（２） 学生のいじめに関する情報収集及び提供に関すること 

（３） 学生のいじめに関する対策の点検及び見直しに関すること 

（４） 学生のいじめに関する教職員の意識啓発に関すること 

（５） その他学生のいじめ防止に関すること 

 

 現状では、いじめまたはいじめに類する行為が確認された場合、いじめにあっている学生の保

護と状況把握を最優先として、対応を行うよう学内の認識を統一するように教員会議でのいじめ

に関する研修の報告などを行っている。いじめと判断される事象が起こっており、再発防止に向

けて、いじめにあっている学生だけでなくいじめの行為をおこなった学生、双方の見守りに関し

て担任やいじめ対策委員会委員、学生委員会委員の対応チームを作り、心身のサポートにあたっ

ている。 

 

２．取組 

 いじめ防止対策として年間の実施計画「沖縄工業高等専門学校いじめ防止プログラム」、「沖縄

工業高等専門学校いじめの早期発見・事案対処マニュアル」を作成し、いじめの防止啓発や早期

発見、いじめが起こったときの対処など学生達のヘルプサインを見逃さない仕組みを作っている。 

 

令和４年度沖縄工業高等専門学校いじめ防止プログラム：年間実施計画 

月 
いじめの未然防止の 
ための取組 

担当 備考 

４月 新入生オリエンテーショ
ン(本科 1 年) 

学校いじめ対策委員会
(学生主事) 

学生生活におけるいじめ
未然防止等の説明 

 入寮式・開寮式(寮生) 学校いじめ対策委員会
(寮務主事) 

寮生活におけるいじめ未
然防止等の説明 

 全校集会(全学生) 学校いじめ対策委員会
(学生主事) 

学生生活におけるいじめ
未然防止等の説明 

 学校いじめ対策委員会の
開催① 

学校いじめ対策委員会  

 いじめ防止基本方針及び
相談窓口の周知(全学生
及び保護者) 

学校いじめ対策委員会 学内メール、本校ウェブ
サイトで周知 

 学生相談・支援室の相談
窓口の周知(全学生) 

学生相談・支援室 しおり等の配布 

 カウンセラー講話(本科
1・2 年) 

学生相談・支援室  

 PDCA サイクルに基づく
年度計画の検証 

学校いじめ対策委員会  
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５月 インターネット上でのコ
ミュニケーションの心構
え(本科 1 年) 

「情報技術の基礎」科目
担当教員 

 

 アンケート調査①（ここ
ろと体の健康調査(全学
生)） 

学生相談・支援室 いじめの兆候等があれば
カウンセラー面談を経て
学校いじめ対策委員会に
報告 

６月 学校いじめ対策委員会の
開催② 

学校いじめ対策委員会  

 Hyper-QU(本科 1～3 年) 学生相談・支援室 いじめの兆候等があれば
学校いじめ対策委員会に
報告 

 学級懇談会・保護者面談
(保護者) 

担任 いじめの兆候等があれば
学校いじめ対策委員会に
報告 

８月 学校いじめ対策委員会の
開催③ 

学校いじめ対策委員会  

 夏季休講前注意事項等の
連絡(全学生) 

教務主事、学生主事、寮
務主事 

HR 教室で資料配布又は
メール通知 

 アンケート調査②(保護
者) 

学生主事 いじめの兆候等があれば
学校いじめ対策委員会に
報告 

９月 【いじめ防止週間】 
教職員研修 

学校いじめ対策委員会  

 アンケート調査③（全学
生） 

学校いじめ対策委員会 いじめの兆候等があれば
学校いじめ対策委員会に
報告 

１０月 学校いじめ対策委員会の
開催④ 

学校いじめ対策委員会  

 高専祭(全学生) 高専祭実行委員会(学生
会) 

学生間のコミュニケーシ
ョン向上を図る 

１２月 体育祭(全学生) 体育祭実行委員会(学生
会) 

学生間のコミュニケーシ
ョン向上を図る 

 アンケート調査④ (保護
者) 

学生主事 いじめの兆候等があれば
学校いじめ対策委員会に
報告 

１月 学校いじめ対策委員会の
開催⑤ 

学校いじめ対策委員会  

【いじめ防止週間】 
アンケート調査⑤（全学
生） 

学校いじめ対策委員会 いじめの兆候等があれば
学校いじめ対策委員会に
報告 

２月 終業式(全学生) 学校いじめ対策委員会
(学生主事) 

学生生活におけるいじめ
未然防止等の説明，春季
休講前注意事項等の資料
配布 

３月 学校いじめ対策委員会の
開催⑥ 

学校いじめ対策委員会  

 

新学期がスタートした後の５月と６月に「こころと体の健康調査」と「Hyper-QU」によるアン

ケート調査を行い、いじめの兆候等があれば 学校いじめ対策委員会に報告するようになってお

り、９月と１月には、いじめ対策委員会を中心とした、「安心・安全な学校生活を送るために」
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のアンケートを実施している。その際に、ヘルプサインやいじめに関するような記載があった場

合は、早急に対応を行うようにしている。アンケートは令和２年から実施しており、令和３年か

らは、９月と１月の年２回に実施している。以下は 2022年 12月（2022.12.12 ～2022.12.23）

に実施した時の結果である。１年生の回答数がやや多く低学年での見守りを強化できている。ま

た、いじめを受けたことがあるか、いつ頃のことなのかを把握し、対応ができるようにしている。

これまで低学年での、SNSへの不適切な投稿がいじめに繋がる事象が発生しているため、情報処

理センターと連携し、「SNS の適切な利用に関して」メールやポスターでの注意喚起なども行っ

ている。 
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また、保護者アンケートも９月と１月の年２回実施しており、保護者からも家庭での気づきや

お子様との会話から、気になる発言など情報を得て、担任、学科長、寮務主事等と情報共有でき

るよう連携の強化に取り組んでいる。こちらも低学年の保護者から得た情報から、学生の様子を

把握することに繋げている。 

 

 

 

３.自己評価 

 「いじめゼロをゼロにする！」事を目標に学生達の見守りを多方面から行っている。本校は、

550 人の寮生が共同生活をおこなっており、共同生活から発生する不満やいじめの行為を見逃さ

ないように注意を払う必要がある。また、学生全員がノート PCを持っており、スマホの利用率も

高いため、SNSなどへの情報発信に対するリテラシーの向上もさらに指導していく必要がある。 

 

 
回答数 

H29  160 

H30 165 

R1  132 

R2 312 

R3夏 247 

R3冬 288 

R4夏 305 



67 

 

アンケートなどの実施により、学生のヘルプサインを少しでも見逃さないような配慮を行って

いるが、普段の学校生活から学生の些細な変化を見逃さないよう教職員のいじめに対する感度を

高めるための研修を実施していく。教職員に関しても不適切な発言により、学生を傷つける事が

ないよう学生に寄り添う姿勢を持つように、普段から呼びかけ学校全体で、その雰囲気作りに取

り組んでいく。 

今後は、回答されたアンケートをもとに改善に繋げる仕組みを作り、その結果を公表していけ

るようにしていく。 
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◇保健室、学生相談・支援室 

１．現状 

本校の保健室及び学生相談・支援室は、学生の健康及び環境上の問題を改善する拠点の一つ

として機能している。また、相談員によるカウンセリングを実施しており、人員配置は以下の

ようになっている。 

 配置場所 勤務体制 

看護師（常勤） 保健室 平日 8:30～17:15 

看護師（非常勤） 保健室 平日 12:30～19:00 

カウンセラー：男性（非常勤） カウンセリングルーム 月・火  14:30-18:30 

金(奇数週)16:00-19:00 

カウンセラー：女性（非常勤） カウンセリングルーム 水・木  14:30-18:30 

金(偶数週)15:30-18:30 

保健師（非常勤） 寮（５F相談室） 土日祝日 10:00-17:00 

月・金  13:00-20:00 

スクールソーシャルワーカー（非

常勤） 
サポートルーム 

火・水・木・金 

  15:00-18:00 

 

利用者状況は以下になっている。（延べ人数） 

  利用者 H30 R1 R2 R3 R4※ 

保健室 

学 生 636 445 557 875 1145 

保護者 9 2 14 40 25 

教職員 32 12 135 103 86 

相談室 

学 生 260 192 175 258 230 

保護者 27 22 33 27 38 

教職員 93 55 82 68 53 

寮 

学 生 - 235 134 282 332 

保護者 - 10 0 0 4 

教職員 - 0 0 0 8 

SSW 

学 生 - - - 36 40 

保護者 - - - 8 2 

教職員 - - - 4 6 

外部機関
との連携 

- - - 7 6 

室長 

学 生 - - - 50 44 

保護者 - - - 29 71 

教職員 - - - 49 72 

外部機関
との連携 

３ ３ ８ 22 17 

※令和４年 12月まで 
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２．取組 

平成２８年に施行された「障害者差別解消法」が昨年改正され、高等教育機関において、合

理的配慮・支援が義務づけになったことに伴い、本年度、「障害等を有する学生支援に関する基

本方針」および「合理的配慮に関するガイドライン」の策定を行った。発達障害を含めた障害

など、就学上、合理的配慮・支援を要する学生に関しては、「障害者差別解消法」に基づき、本

人の申請と同意による支援内容及び支援体制の構築に、既に一昨年度より着手している。本年

度は、令和４年１２月時点で２８名（昨年度からの継続は１２名）の支援申請があり、学習支

援などの配慮を行っている。本年度において、新規に支援申請をした学生の殆どは、精神疾患

に伴う登校困難が要因であり、学校としては、そのような学生に対し、オンライン授業による

講義提供による学習支援を行った。 

新型コロナウィルス感染拡大防止措置のため、遠隔授業期間や登校できない学生に対しても

Web 会議や電話などでカウンセリングを実施した。昨年度から、精神疾患など保護者に協力い

ただく事案が多くなったため、奇数週と偶数週に分け、金曜日のカウンセリングを対応いただ

いている。本年度も、昨年度に引き続き、スクールソーシャルワーカー（SSW）を配置するこ

とができた。また、１０月より SSW を週４日に増やすことで、外部機関との連携を伴う学生対

応に充てることができた。SSW については、合理的配慮支援対象の学生の面談や行政機関との

連携などを行っている。病院や行政機関など外部機関との連携で学生フォローを対応するケー

スもある。 

SDG’s の目標である「4.質の高い教育をみんなに」「5.ジェンダー平等を実現しよう」への

取り組みの一つとして、の FDSD 委員会、学生委員会、男女共同参画委員会などと協力し、教

職員向けに LGBT に関するビデオ研修を実施した。教職員・学生向けの LGBTQ＋の講演会を

実施した。 

本年度は、一部期間・クラスを除き、対面授業が行われた。カウンセリングや保健室などの

利用状況は前ページにある表に示すようになっている。これらの相談内容として、包括的には、

学習、友人、家族に関する内容ではあるが、コロナ禍前までは「普通に自分で対処できた困り

ごと」が多くなっており、また、前述したように、精神疾患（不安症、適応障害など）のよう

に、コロナ禍の影響が少しずつ、学生、教職員の「こころのストレス」「体調へのストレス」が

見え始めている。そのため、担任や副担任、相談員、カウンセラーで包括した事案が多くなり

つつも、学生のフォローにあたっている。 

 

３．自己評価 

本校における保健室及び学生相談・支援室に関しては、学生ひとり一人の健康及び環境上の

問題を改善するために、保健室やカウンセリングルームが設置されいる。保健室には看護師が、

カウンセリングルームには医療・教育の現場で経験を持つ相談員（カウンセラー）が、カウン

セリング（相談）にあたっている。また、学生の特性・個性にあわせて、適時、支援チームを発

足し、学生の修学環境の改善に努めている。 

SSW を配置することができ、学生の「困りごと」への対応を行っていただき、教職員の負荷

の軽減につながっている。 

以上により、保健室及び学生相談・支援室は、人員、施設とも適切に配備され、有効に活用

されている。 
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◇図書等整備状況 

１．現状 

本校の図書館は、教育・研究を支援する拠点の１つとして機能している。館内には情報学、

工学、自然科学等の専門書を中心として、学術雑誌、文庫本、視聴覚資料、全国の高等専門学

校関連資料などを所蔵し、視聴覚資料については館内の AVブースやメディアホールの大型スク

リーンで視聴することができる。開架閲覧室は、740㎡（125席）あり、広いスペースで図書の

閲覧や学習ができるようになっている。蔵書数は、令和４年５月１日現在で、図書約８万２千

冊・雑誌約１万６千冊・視聴覚教材約１８００点・電子図書(オフライン)約１００冊・電子図

書(オンライン) ２９冊となっている。 

 

２．取組 

令和２年度より発生している新型

コロナウイルス(COVID-19)感染症防

止にかかる対応等を行いながらの図

書館運営を継続している。 

また、令和４年９月３０日４文科高

第９６３号「大学設置基準等の一部を

改正する省令等の公布について（通知）」

の確認を行い、図書館に必要なサービ

ス展開について検討を行ってきた。 

                 大学設置基準等の一部を改正する省令等の公布について（通知）(抜粋) 

 

２－１．新型コロナウイルス(COVID-19)感染症防止にかかる図書館運営について 

（１）座席の改善 

令和２年度に蔓延が確認された新型コロナウイルス感染症について、県内・学内の蔓延状

況に併せ座席数・座席間隔の調整を行ってきた。 

令和４年度に於いては、書架奥のデッドスペースを有効利用し、新型コロナウイルス感染

症にかかる安全性に配慮した座席の追加を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        書架奥のスペース（座席設置前）                書架奥のスペース（座席設置後）    
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（２）リモートブックハンティングを実施 

ブックハンティングとは、毎年高専祭終了後の臨時休講日を利用し、学生図書委員(約２０名)

が、書店に訪問し、直接選書を行うイベントである。 

今年度コロナ渦中で、集合型イベントの実施が行えなかった。よって、昨年度と同様に、学

生全員参加型のリモートブックハンティングの実施を行った。 

学生は自宅・学生寮に居ながらにして、選書リクエストを行い、合計５６冊の希望図書リク

エストを受け付けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 リモートブックハンティング申込み用クラウドフォーム     リモートブックハンティングお知らせポスター 

 

２－２．利用者サービス向上のための取組みについて 

（１）開館時間の変更 

令和４年４月より早朝開館（午前８時開館）を実施した。 

早朝開館は臨時的な扱いでは無く、恒常的な実施となり、寮生・

通学生、共に利用することが出来る。 

 

                                             早朝開館実施ポスター 

（２）「スマホ預かります」サービスを開始 

集中して学習を行いたい学生のため、図書職員がスマホを預かる

サービスを開始した。 

図書館利用者は、スマホにロックをかけ、スマホ預かりカードに

記載を行うのみで、サービスを利用することが出来る。 

 

                                  スマホポスター 

（３）図書システムアカウントの改善 

これまで図書システムへのログインは、オリジナルのア

カウントを利用した対応を行ってきたが、パスワード忘れ

時には対応が難しくなっていた。 

情報処理センターと連携の上、電子メールアカウント

との連携を行い、利用者は電子メールと同一のパスワー

ドでログインを行えるようになった。 

  

図書システムログオン画面 
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（４）視聴覚教材閲覧用端末の更なる整備 

従来、図書館での動画閲覧は DVDや BDなどディスクメディ

アに限定されていた。 

令和４年７月より、ストリーミングメディア(YouTube)の視

聴が行えるよう整備を行った。 

端末のデスクトップには教員おすすめの動画コンテンツの

ショートカットを作成し、学生は容易に目的のコンテンツを

視聴することが出来るようになった。 

 

（５）紀要論文を国立研究開発法人科学技術振興機構(J-STAGE)リポジトリシステム上に公開 

従来、紀要論文は、pdfファイルを本校 webサイトにて公開

するのみであった。 

今年度、国立研究開発法人科学技術振興機構(J-STAGE)リポ

ジトリを開設し、論文公開を行った。 

これにより、世界中から容易に論文の検索を行えるように

なった。 

 

 

２－３．図書館広報 

 

（１）沖縄高専図書館バーチャルウォークコンテンツ 

令和４年３月に作成した沖縄高専図書館バーチャルウォ

ークコンテンツについて展開を行った。各種メディア掲載

(TV・新聞・国会図書館ポータル)・オープンキャンパス及び、

第４６回沖縄の産業まつりへの出展を行い、校内・校外に本

校図書館の認知を推進することが出来た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           新聞メディア掲載                   沖縄の産業まつりへ出展 

 

 

 

  

整備された視聴覚教材端末 

J-STAGE沖縄高専サイト 

TVメディア掲載 
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３．統計 

 入館者推移・貸出冊数推移・蔵書数推移・閲覧数推移を以下にまとめる。 

 

入館者数推移                                              (単位：人) 

  
令和元年度 令和２年度 令和３年度 

令和４年度 

(4 月～12 月値) 

学生(本科・専攻科生) 54,658 11,353 47,738 57,946 

教職員(教員・技術職員・事務職員) 9,508 5,762 939 2,590 

学外利用者 1,014 111 15 314 

総計 65,180 17,226 48,692 60,850 

 

貸出冊数推移                                              (単位：冊) 

  
令和元年度 令和２年度 令和３年度 

令和４年度 

(4 月～12 月値) 

学生(本科・専攻科生) 14,583 3,882 8,188 8,874 

教職員(教員・技術職員・事務職員) 1,986 1,238 2,319 1,121 

学外利用者 434 15 0 0 

総計 17,003 5,135 10,507 9,995 

 

蔵書数推移                                                (単位：数) 

  
令和元年度 令和２年度 令和３年度 

令和４年度 

(4 月～12 月値) 

一般書籍 61,995 62,765 64,132 64,923 

英語多読・多聴書籍 16,474 16,576 16,558 16,560 

AV(DVD・CD 等) 1,826 1,854 1,853 1,858 

雑誌 15,331 16,097 16,836 17,448 

電子図書(オフライン) 設定無し 69 106 110 

電子図書(オンライン) 導入無し 1 29 35 

 

閲覧数推移                                                (単位：回) 

  
令和元年度 令和２年度 令和３年度 

令和４年度 

(4 月～12 月値) 

雑誌閲覧数 1,484 385 658 1,398 

新聞閲覧数 5,605 723 1,700 1,411 

AV(DVD・CD 等)閲覧数 362 20 120 78 

電子ジャーナル閲覧数 4,518 2,279 1,565 1,082 

電子図書(オフライン)閲覧数 未統計 0 3 0 

電子図書(オンライン)閲覧数 導入無し 19 218 436 
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４．自己評価 

本校の図書館は、図書・電子図書・電子ジャーナル・AV(視聴覚資料)・雑誌閲覧サービス・新

聞閲覧サービス、文献複写サービスがあり、利用者に提供を行っている。 

今年度は昨年度に引続き、新型コロナウイルス感染症(COVID-19)拡大防止を継続しつつ利用

者サービスの向上を検討・実施した。 

特に図書館開館時間を午前８時からの設定を行ったことにより、学生の学習意欲を受けとめ

ることが出来たと考えられる。 

来年度以降も、新型コロナウイルス感染症防止にかかる対応及び、省令通知「大学設置基準

等の一部を改正する省令等の公布について（通知）」を確認の上、学校運営に併せ、柔軟に利用

者サービスの継続・向上が行える体制を維持して参ります。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅷ 施設・整備 
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Ⅷ 施設・整備 

 

１．現状 

 本校の施設・設備は、教育内容を達成するため総面積156.056 ㎡の敷地に創造・実

践棟、メディア棟、体育館、学生寮などの建物に各教室、演習及び実験室、図書館、

IT教室、CALL教室、事務部、視聴覚ホール、レストラン、アリーナ、格技場、トレー

ニング場、伝統芸能場、プール、陸上競技場、多目的グランド（野球場）、テニスコー

トの施設を備えている。また本校の特徴となる教育施設として、夢工場や教育・実験

棟などがある。 

 

 

 

 

 
沖縄高専の学生寮は、１年生と２年生は優先的に入寮することができる。２年生以上

の学生が次年度、入寮を希望する場合には、学生寮委員会で審議し、入寮の可否を通知

する。本校の学生寮は単に通学の便宜を図るためだけではなく、「学習の充実を図り、基本

的な生活態度や社会性を身につけ人間的成長を促進させる」ことを目的とした教育施設と

しての役割も果たしている。カードキー、防犯カメラ、赤外線センサーなどの警備設備のほ

か、２名の当直者と守衛が寮内の安全を保持している。 
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令和 4年 5月 1日現在 

  
機械ｼｽﾃﾑ 

工学科 

情報通信ｼｽﾃﾑ 

工学科 

ﾒﾃﾞｨｱ情報 

工学科 

生物資源 

工学科 

合計 

本科 

1 年 39 (4) 41 (3) 39 (9) 40 (20) 159  (36) 

522  (129) 

537 (130) 

2 年 39 (4) 39 (9) 41 (13) 37 (16) 156  (42) 

3 年 33 (2) 32 (2) 26 (12) 26 (15) 117  (31) 

4 年 14 (0) 19 (4) 14 (2) 14 (8) 61  (14) 

5 年 10 (0) 4 (2) 10 (1) 5 (3) 29  (6) 

専攻科 

専攻科 

1 年 
10 (0) 

15 (1) 
専攻科 

2 年 
5 (1) 

※（ ）はうち女子学生 

 

また、今年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止対策として、以下の対応を行って

いる。 

・「新しい生活様式」に沿った特別日課での生活 

・朝及び夕点呼時の検温・「健康・行動観察」記録アプリへの入力確認  

※朝は全寮生入力確認後に５Ｆブリッジ入り口開錠 

・各フロア入口及び共通部分へのアルコール設置 

・補食室及びラウンジの使用禁止 

・他寮生在室の禁止、寮内でのマスク着用 

・自室及び共用部分の換気の徹底 

・教員による寮内巡回（17時 30分～21時 00分） 

・寮生の各種届出（帰省・外泊、欠食）を自身の PC・スマートフォンでいつでも行

えるようにし、さらに点呼を Felica カードを用いて出来るシステムを導入したこ

とにより、寮生の利便性を向上した。 
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  晴れた日にはきれいな太平洋の眺めも楽しめる 

レストランは、全３８０席の寮生食堂のほか、 

教職員や寮生以外の学生のための一般食堂がある。 

   

今年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の 

ため、全テーブルに飛沫防止のパーティションを 

設置している。また、各テーブルの着席は２名まで 

とし、学年ごとに時間帯を分けて分散摂食を行って 

いる。 

 

 

 
 

 

夢工場（実習工場）には、旋盤・ア

ーク溶接などの材料加工の基礎から、

NC フライス、NC 旋盤、高速マシニン

グセンター、ロボット、レーザー加工

機などの最先端加工装置まで設置し

ており、「夢をカタチに」する実践の場

である。また、本工場は３次元 CAD／

CAM／CAE統合システムとリンクして、

複雑形状部品を高能率に設計・性能予測・製作することができる。さらに、３Dプリン

タを複数台導入し、教育に活用している。これらの設備・システムを有機的に活用して、

本工場では材料加工の基礎から最先端までの高度教育が行えると同時に、産業界のニー

ズに応じて試作を行うことも可能であり、地域産業活性化と新産業創生支援を狙った産

学連携のキーステーションとしての役割を果たすことが可能である。 
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              教育・実験棟 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 体育施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

              体育施設 
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２．取組 

◇令和４年度改修事項 

＜一般改修＞学生の安全・安心確保 

・メディア棟全５箇所の男子トイレの内３箇所を誰でもトイレへ改修 

 ・デマンドコントロールの最適化（上下限温度設定及びタイマー制御などの設定） 

 

＜新型コロナウイルス関連＞空調・換気設備の点検・保守・改修 

・創造実践棟講義室内空調性能検査 

・創造実践棟講義室空調分解洗浄･空調フィルター洗浄作業 

 

３．自己評価 

より良い学習環境の整備に貢献できたと評価する。昨年度、熱変換効率の良い新空

調機とデマンド制御・タイマー制御に更新したことで、節電を通じ学内経費削減に貢

献し続けているところであるが、更新１年目となる令和４年度の上半期は、コロナ禍

による学級閉鎖や遠隔授業等が続いており、空調機の利用頻度はコロナ前と比較し少

なかった。 

同下半期はまず外部要因に触れておきたい。エネルギー価格高騰の最中で対面授業

再開となり、空調機全負荷運転に伴う電気利用料高騰が懸念され、学校施設利用者へ

の節電要請はこれまでにないほど高まった。わが校においても、今年の約 1.4倍の電

気料金になる旨の説明が電力会社からあり、理解を求められているところである。 

学校施設の電気利用内訳の内、一般に 1/3-1/4は空調機に起因するものであることか

ら、省エネ性能を発揮し続けられるよう、空調を最適化し続けることは重要である。 

そこで、下半期では空調の集中制御、デマンドコントロール及びタイマー制御を厳

しい側に再設定した。これは一筋縄ではいかず、室内温度上昇に伴い研究活動への影

響を懸念する声もあり、設定を元に戻した部屋もある。経費削減の必要性を説明し承

諾を得る学内調整と空調再設定を繰り返した。加えて、定期のフィルター清掃を行い、

省エネ性能の維持に務めるなど、迫る来年度電力受給契約の大幅な単価上昇に備えた

一年となった。 

自己財源にて一部の施設修繕等を行っているが、執行に当たっては、施設マネジメ

ントを審議する総務委員会の承認のもと執行している。整備計画については、産業構

造の変化や技術の進展に対応できる実験・実習や教育用の設備の更新、実習工場など

の施設の改修、施設・設備の老朽化状況等に対応した整備を推進する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅸ 教育の質保証及び 
改善のためのシステム 
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Ⅸ 教育の質保証及び改善のためシステム 
 

１．現状 

◇教員評価 

沖縄工業高等専門学校における教員評価実施要領に基づき、各教員を評価し、教育の質

保証、改善等組織としてシステムを整備している。 

 沖縄工業高等専門学校における教員評価実施要領（抜粋） 

  １．教員評価については，以下の評価資料に基づき実施する。 

  （１）I.教員の教育業績等評価 

  （２）II.教員の研究業績等評価 

  ２．前掲の資料に基づいて実施する教員評価は下記の事項に利用する 

  （１）総合評価 

  （２）教員顕彰 

  （３）教育研究経費配分 

  （４）昇任判定（教授，准教授，講師への昇任） 

  （５）運営管理貢献度評価 

  （６）課外活動貢献度評価 

  （７）その他校長が必要に応じて実施する事項 

 

◇在学生アンケート 

令和３年度から学生による学習の到達度及び高専教育への満足度を測り、学生自身の成

長実感を把握することで教育改善に活用することを目的に、在学生アンケートを実施して

いる。FD・SD実施委員会においてアンケート結果を要約したデータを取り纏めの上、教育

や学校改善に携わっている部署に提供し、データの分析及び活用方法の検討を依頼するこ

とにより本校の教育改善に活用する。 

 

◇授業改善アンケート 
授業内容や評価方法の良い点や改善すべき点を明らかにし、教育改善に活用することを目的

に、授業改善アンケートを実施している。平成３０年度からそれまで教員１名につき１科目

であったアンケート対象科目を本科及び専攻科の全学生が受講している全科目において実

施しており、令和４年度からアンケート結果を本校ホームページに掲載予定である。 

FD・SD実施委員会においてアンケート結果を取り纏めの上、各教員が授業改善アンケー

トの結果に関する所見を作成し、今後の授業改善の材料として活用する。 

参照：授業改善アンケート実施方針 

・オンラインで回答可能な様式を利用する。 

・アンケート実施授業科目について半期科目は前期末と学期末にそれぞれ実施し、

通年科目アンケートは学期末のみ実施する。 

・アンケートは、全科目で実施する。 

・各教員は、システムによるアンケート統計結果を用いて、各授業科目の授業改善

アンケートの結果に関する所見を作成し、総務係へ提出する。 

・授業改善アンケートの結果は、適切な形で学内および学外に向けて公表する。 

・匿名性確保に最新の注意を払う。 
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授業改善アンケートの結果に関する所見のフォーマット 

 

授業改善アンケート公開用データのフォーマット 
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２．取組 

◇SD講演会の実施 

学校全体の組織力向上や教員が質の高い教育を提供できる環境づくりには教職員による

連携（情報共有）が必要となることから、教職員間の連携強化について理解を深めてもら

うことを目的に、琉球大学の羽賀特命教授を招いて第１回 SD講演会を実施した。 

また、国立高等専門学校機構における今後の国際展開戦略について理解を深めるととも

に、本校のグローバル化を推進できる体制作りの一環として、国立高等専門学校機構の井

上理事を招いて第２回 SD講演会を実施した。 

更に、学生支援に関する教職員の理解を深め、学生へのより良い支援を実現することを

目的に、言語聴覚士の平良和様を招いて第３回 SD講演会を実施した。 

 

◇FD研修会の実施 

高専機構本部にて学校経営や教育等に対する教育アセスメントを実施し、各高専におい

て校長のリーダーシップの下で改善の取り組みができる体制作りの一環として、国立高等

専門学校機構の本江理事長特別補佐及び下田教育総括参事を招いて第１回FD研修会を実施

した。 

また、タイ政府奨学金留学生に加えタイ高専からの留学生受入れに向け、教職員全体と

して、留学生を含めた学生達がお互いを理解し高め合う関係づくりを支援することを目的

に、第２回 FD研修会を実施した。 

 

３．自己評価 

沖縄工業高等専門学校教員評価実施要項に基づき各教員を評価し、教育の質の保証、改

善等組織としてシステムを整備している。学生による授業改善アンケートを全科目で実施

し、それを基に教員が自己点検・評価として授業改善アンケートの結果に関する所見を作

成し、授業内容の改善を行っている。更に、授業以外の教育を視野に入れた在学生アンケ

ートを実施することで、学生の意見の聴取が行われており、教育の状況に関する自己点検・

評価が適切に行われている。また、教員に対しても各種研修会を実施することで、学生支

援の向上に役立てている。 

以上のことから、評価結果を教育の質の向上、改善に結びつけられるようなシステムが

あり、授業方法の改善及びカリキュラムの見直しに継続的な方策が講じられている。 



 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅹ 研究活動の状況 
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Ⅹ 研究活動の状況 

１．現状 

◇研究活動の目的 

 本校の研究活動の目的は、以下に示す通りである。 

[１] 教員の専門分野における研究活動の推進とともに、その成果を教育内容の充実につな

げる。 

[２] 地域連携研究推進センター等を活用し、地域産業界や地方公共団体との共同研究、受

託研究、技術相談等の受入れを推進するとともに、科学研究費補助金等の外部資金獲

得に取り組む。 

[３] 研究環境の充実を推進する。 

 

上記各事項の主な内容は、次の通りである。 

 

１．教員の専門分野の研究推進を教育内容の充実に繋げる 

本校教員が産業界の高度化を背景にした研究活動、特に自分の専門分野の研究活動に

精力的に取り組み、さらなる発展に寄与する技術や情報等を教育課程に還元することは、

学生に技術の継承の重要性を伝えられるとともに、学習意欲の高揚に繋がっているとい

える。さらに、卒業後も、本校で培った技術革新に対する柔軟な適応力の素地が、急速に

展開する社会からのニーズに対しても新たな技術革新で対応でき、国内のみならず国際

的に活躍できる先端的技術者としての基盤を築くものである。 

 

２．地域及び産業界との連携及び外部資金獲得 

本校は、地域に根差す高専として研究連携推進室および地域連携研究推進センターを

中心とし、県内産業界や各自治体の抱える問題等の解決のため、共同研究、受託研究、技

術相談等を積極的に進めている。また、その支援体制として、本校には地域産業界を結ぶ

パイプ役として「沖縄工業高等専門学校産学連携協力会」が設置されており、技術相談の

みならず技術的要請にも十分に応えることが可能であり、本科卒業研究、専攻科特別研

究における実践的教育の充実策として、地域企業が抱える実践的な技術的課題が研究題

目としても幅広く取り上げられており、実践に対応した考え方や解決法の探求は学生の

研究能力の向上にも貢献している。 

一方、地域貢献で培った研究能力の向上は沖縄県や国家レベルの公募事業の採択や各

教職員の科学研究費補助金等への応募・採択率の向上につながり、本校の外部資金獲得

レベルの高さを支えている。 

 

３．研究環境の充実 

教育環境の高度化のみならず、教員と企業との間の共同研究において、最新鋭の高性

能な設備を保持することが必要である。特に外部資金の獲得による設備更新が不可欠と
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いえる。そのために、科学研究費補助金（科研費）、共同研究、受託研究および研究、教

育を奨励する寄付金の申請が精力的に行われており、導入された設備が企業との連携を

さらに促進する相乗効果が生まれるよう図られている。 

 

 

２．取組 

研究活動の推進・強化をすすめるために総務委員会が設置され、技術支援室・図書館、事

務部等の支援により、全校的に研究を支援・推進する研究支援体制が整備され、機能して

いる。各教員の研究成果は研究紀要や「研究業績公開 Web サイト」を通じて発信されてい

る。地域産業界等との連携を目的とした地域連携研究推進センターが設置され、教員の研

究の支援を通じて、共同研究、受託研究、技術相談等の受入れを推進し、それが機能してい

る。より積極的に外部資金を獲得するため、総務課による情報提供体制の整備、地域連携

コーディネーターによる調整などが行われている。また、科学研究費の採択率を向上させ

るための学内査読や教員の研究費を支援するインセンティブ経費があり、有効に機能して

いる。研究成果の知的財産化を促進するための知的財産委員会もあり、機能している。 

 

 

〇地域連携研究推進センター 

地域連携研究推進センターは、本校の教職員の教育・研究の成果を地域に発信し、また

地域・産業界のニーズを受け、技術開発及び産業の活性化に貢献する。また、生涯学習、地

域文化交流及び地域課題の解決に取り組んでいる。 

当センターには、センター業務を円滑に遂行するために「産学連携研究推進部門」及び

「知的財産部門」を設けており、機動的に活動できる組織となっている。 
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〇研究シーズ集 

  毎年発行している「地域連携研究推進センター報」や WEB サイト「国立高専研究情報ポ

ータル」において、本校教職員の研究シーズを発信している。 
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〇産業界との連携 

平成１６年４月に沖縄県内の経済・産業界を中心として、沖縄高専の教育・研究活動を側

面から支援するとともに、産学間の共同研究を推進し、産業振興に寄与することを目的に

「沖縄工業高等専門学校産学連携協力会」が設置され、企業等を対象とした研修事業の実

施や技術交流・技術相談等の交流事業などの活動が行われている。 

 

現在の会員数：県内外の１１４の企業団体及び２４の個人会員（令和５年１月１日現在） 

 

「令和４年度沖縄工業高等専門学校産学連携協力会 理事会・総会・名刺交換会」の開催  

令和４年５月２５日（水）に那覇市内のホテルにおいて、令和４年度沖縄工業高等専門学

校産学連携協力会 理事会・総会・名刺交換会を開催した。理事会、総会では、令和４年度

事業計画、収支予算案等が審議され、地域連携研究推進センター報製作費等の予算案が承認

された。また、総会では佐藤貴哉校長から沖縄高専の近況についての報告を、伊東昌章副校

長から産官学・地域連携活動についての報告を行った。 

引き続き行われた名刺交換会では、本校教職員と会員の交流を深める貴重な場となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

沖縄高専の近況報告を行う佐藤校長        名刺交換会の様子 

 

「第４６回沖縄の産業まつり」への参加  

令和４年１０月２１日（金）～２３日（日）に那覇市で開催された第４６回沖縄の産業ま

つりに出展した。今回の沖縄の産業まつりは３年ぶりの通常開催となり、３日間で約２４万

人が来場した。本校展示ブースでは、研究成果の紹介、学科紹介、フライトシミュレーター

体験等を行い、本校の特色ある教育研究活動について、広く情報発信することができた。 
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「第１８回沖縄高専フォーラム」の開催  

令和４年１２月１４日（水）に那覇市内のホテルにおいて、「データサイエンスを活用し

た人材育成および生産性向上の取り組み」をテーマに第１8回沖縄高専フォーラムを開催し

た。本校と企業の講師により、令和５年度に本校に新設する「観光・地域共生デザインコー

ス」の紹介や企業における最新のデジタル技術を活用した取り組み、本校と企業による新た

な産学連携の可能性について講演を行った。フォーラム終了後の情報交換会では、和やかな

雰囲気の中、参加者間での意見交換、情報共有が行われ交流を深めた。また、本校学生によ

る研究成果のポスター展示も行い、多くの参加者が興味深くポスターに見入り、学生と活発

に質疑応答をする姿が見受けられた。 

過去２年の沖縄高専フォーラムはオンライン開催としていたが、今回は初の対面、オンラ

イン併用での開催となった。会場には大変多くの方にご来場いただき、今後の産学連携の推

進、広域連携の活性化等、産業の発展や有用な人材育成、社会貢献を担う、沖縄高専の使命

を惟う大変有意義なフォーラムとなった。 

 

【第１８回沖縄高専フォーラム講演内容】 

・講演①「新たな教育プログラムをスタートさせる意義について」 

     沖縄工業高等専門学校 副校長（総務・教育・入試担当） 眞喜志 治 
 

・講演②「ＸＲ観光コンテンツ＋メタバースに関連するＤＸ人材育成と実証」 

     Ｉ－ＰＥＸ株式会社沖縄イノベーションセンター 釘宮 雄一 氏 

     沖縄工業高等専門学校 情報通信システム工学科 教授 山田 親稔 
 

・講演③「沖縄セルラーのアグリ事業 新規事業から地域課題解決までの軌跡」 

     沖縄セルラーアグリ＆マルシェ株式会社 執行役員常務 加賀 武史 氏 
 

・講演④「ＤＸ実験ホテル「タップホスピタリティラボ沖縄」の概要」  

     株式会社タップ 代表取締役会長兼社長 林 悦男 氏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

講演の様子              情報交換会の様子 
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「ＫＯＳＥＮ ＥＸＰＯ ２０２２」への参加 

令和４年１０月２４日（月）～２８日（金）にオンライン開催された高専機構主催「ＫＯ

ＳＥＮ ＥＸＰＯ ２０２２」に、専攻科学生が発表参加し、産学連携協力会員企業１１社

が展示で参加した。本イベントは「研究・教育の成果の社会実装を目指す高専」と「高専の

技術・アイデアを活用した課題解決を目指す企業等」との連携（マッチング）を目的とした

ものであり、特設ホームページにて約７，０００名（内、約３，９００名は高専生）が聴講

した。展示参加した企業は、事業内容や高専と一緒に取り組みたいこと、高専生へのメッ

セージ等を全国の聴講者に向けて情報発信した。 

 

参加企業： 

・BBSakura Networks株式会社 

・株式会社ヴィッツ沖縄 

・株式会社阪技 

・株式会社国際システム 

・I-PEX株式会社 

  ・株式会社レキサス 

  ・株式会社アイセル沖縄 

・上代工業株式会社 

・株式会社沖縄ホーメル 

・株式会社沖縄環境保全研究所 

・株式会社トマス技術研究所 

 

３．自己評価 

各教員の研究成果は研究紀要や地域連携研究推進センター報、研究業績公開Webサイト、

各種イベントにより外部に公開されている。地域産業界等との連携を目的とした地域連携

研究推進センターは、教員の研究の支援を通じて、共同研究、受託研究、技術相談等の受入

れを推進し、それが機能している。また、科学研究費の採択率を向上させるための学内査

読や教員の研究費を支援する制度があり、有効に機能している。研究成果の知的財産化を

促進するために「知的財産委員会」も整備されている。共同研究、受託研究等の受入件数、

技術相談件数、および科学研究費の採択件数など、いずれも全国国立高専に引けを取らな

いレベルにある。また「運営会議」、「評価対応委員会」等により、教育研究活動等の状況が

点検・評価するシステムが構築され、適正に機能している。 

これらのことから、高等専門学校の研究を推進するための実施体制及び支援体制、さら

には、研究活動等の実施状況や問題点を把握し改善を図っていくための体制が整備され、

研究の目的に沿った活動の成果が上げられている。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 Ⅺ 外部資金受入状況 
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Ⅺ 外部資金（科研費、共同研究、受託研究）受入状況 

 

１．現状 

高専機構は、平成２６年度に研究推進・産学連携本部を立ち上げ、外部資金獲得活動

の加速的推進をミッションとして捉え、獲得に向けた恒久的仕組みの構築を各高専に求

めてきた。本校では、平成２５年度に地域連携推進センターを設置、平成３１年度より

地域連携研究推進センターと改名し、高専教員および技術職員が企業の技術相談に当た

る定期技術相談会（月２社）を開催している。毎月実施の定期技術相談会、企業懇談会及

び不定期の技術相談を起点とし、外部資金の獲得に繋げている。 

 

沖縄工業高等専門学校地域連携研究推進センター規則（抜粋）   

 （趣旨）  

第１条 この規則は、沖縄工業高等専門学校学則（平成１６年学則第１号）第１１条の

３第２項の規定に基づき、沖縄工業高等専門学校地域連携研究推進センター（以下

「センター」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。  

（目的）  

第２条 センターは、沖縄工業高等専門学校（以下「本校」という。）における教育研

究の進展に寄与し、本校の有する人的資源、知的資産、施設を活用して、地域社会と

の緊密な連携や交流を推進することにより地域社会における人材の育成、科学の発

展、技術開発及び産業の活性化に貢献するとともに、地域文化交流及び地域課題の解

決支援に資することを目的とする。 

（業務）  

第３条 センターは、校長の命を受け、次の各号に掲げる業務を行う。  

 (1) 企業等との共同研究及び受託研究に関すること。 

(2) 企業等からの技術相談に関すること。 

(3) 企業等の技術者に対する技術教育及び研修に関すること。 

(4) 校内及び大学・研究機関等との共同研究及び連携に関すること。 

(5) 戦略的研究活動の推進に関すること。 

(6) 研究成果の公表に関すること。 

(7) 知的財産に関する教育活動及び啓発活動に関すること。 

(8) 職務発明等の知的財産の内容評価及び権利化の手続きに関すること。 

(9) 知的財産の管理・運用に関すること。 

(10) 講習会、セミナー、社会人への教育開放事業の実施に関すること。 

(11) その他地域社会との連携・交流の推進に関すること。 
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２．取組 

◇外部資金受入状況（令和５年１月１日現在） 
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◇地域連携コーディネーターの配置 

本校は地域連携コーディネーターを配置し、産学連携協力会会員企業を中心とした連

携構築から非会員企業との連携へも幅の広がりを見せている。地域連携コーディネータ

ーを中心に積極的に技術相談を受け入れるとともに、新たな事業展開を図る。 

 

◇技術相談会の実施 

本校では、企業等における技術的な課題を解決するため、本校の有する研究成果や技

術的知識を広く活用した技術相談会を実施している。相談者に対する技術的な課題解決

に向けての支援及び相互の研究開発等の活性化を図るための技術指導・助言や情報交換

を行っており、相談者と本校の共同研究に発展するものや、相談者が抱える課題を本校

で実施する授業等のテーマとして取り上げ、学生が課題解決に取り組むものもある。 

※令和４年度技術相談件数：３２件（令和５年１月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

本校での技術相談         企業を訪問しての技術相談 

 

◇ 科学研究費助成事業説明会 

教職員の研究に対する意識向上や外部資金獲得の必要性の認識を強化し、科研費申請

促進を目的とした科学研究費助成事業説明会を開催している。 

令和４年度は、下記日程により説明会を開催した。 

  ・８月２４日 担当事務職員による全教員、技術職員対象の説明会 

  ・９月１日～９月１２日 校長による教員、技術職員対象の個別説明会 

 

３．自己評価 

共同研究、受託研究、寄付金及び受託事業等外部資金の獲得に積極的に取組んではい

るものの、年々獲得額が減少している。今後は、企業等との連携を図ることにより、外部

資金の獲得、事業の展開、及び地域貢献の発展へ繋げるとともに、競争的資金の獲得額

増加に向けて、積極的な研究助成情報の発信、若手研究者の研究活動の支援、高専機構

ＫＲＡとの連携等に取り組む。 

また、科学研究費補助金については、教員間による申請書の査読を推進し、校長によ

る説明会を実施することにより、科研費獲得額が向上している。今後も引き続き査読等

を実施し、科研費採択率の向上を図る。 

 



 

 

 

 

 

 

 

Ⅻ 正規課程の学生以外に対する 
教育サービスの状況 
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Ⅻ 正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況 

 

１．現状 

 ◇正規課程の学生以外に対する教育サービスの目的 

  本校の正規課程の学生以外に対する教育サービスの目的は、以下に示すとおりである。 

[１] 沖縄工業高等専門学校における教育研究の進展に寄与し、本校の有する人的資源、

知的資産、施設を活用して、地域社会との緊密な連携や交流を推進することにより

地域社会における人材の育成、科学の発展、技術開発及び産業の活性化に貢献する

とともに、地域文化交流及び地域課題の解決支援に資する。 

[２] 出前授業、生涯学習などを通して、本校での教育・研究の成果を社会に還元すると

ともに、本校の教育・研究活動に関する情報を積極的に地域に発信する。 

[３] 外国人研修生（短期留学生を指し、長期留学生を除く。）を計画的に受け入れるこ

とにより、国境を超えて地球規模の課題に取り組む国内外のグローバル人材の育成

を支援する。 

 

上記[１]の目的を達成するために、本校に地域連携研究推進センター及び国際共同研究

推進センター、又、グローカル連携推進センターを設置している。 

地域連携研究推進センターは、それまでに設置されていた地域連携推進センターを改編

し、より研究推進体制を強化することを目的として、平成３１年４月に新センターとして

設置された。新センター設置に際しては、センター業務を円滑に遂行するために「産学連

携研究推進部門」、「知的財産部門」を設け、より機動的に活動できる組織体制とし、さらに

地域社会・産業界との協力体制を強化すべく、より緊密な連携を図っている。地域連携研

究推進センターでは、正規課程の学生以外に対する教育サービスについて、①企業等から

の技術相談、②企業等の技術者に対する技術教育及び研修を計画し、推進している。 

これらの社会との連携や地域社会に対する教育サービスに関する情報については、サー

ビスを提供する対象者に向けて、沖縄高専産学連携協力会総会、沖縄高専フォーラム、沖

縄高専後援会総会等を通じて情報発信するとともに、本校ウェブサイトでも公開している。 

国際共同研究推進センターは、本校の教職員及び学生の国際共同研究と国際学術交流を

推進し、その成果としての国際共著論文執筆に必要なサポートを行うことを目的として、

令和４年３月に多文化共生・国際交流推進本部内の新センターとして設置された。 

国際共同研究推進センターでは、正規課程の学生以外に対する教育サービスについて、

①教職員及び学生の国際共同研究と国際学術交流のサポートを計画し、推進している。 

センターの活動や成果、社会との連携や地域社会に対する教育サービスに関する情報に

ついては、本校ウェブサイトへ公開し情報発信している。 

グローカル連携推進センターは、地域でグローバルな視野及びローカルな視点をもって

沖縄県の地域住民に沖縄高専の教育環境を公開・提供、小中学校の教育向上と科学技術向

上を推進し、次世代の技術者を育てることで地域貢献を行うことを目的として、令和４年

３月に多文化共生・国際交流推進本部内の新センターとして設置された。 
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グローカル連携推進センターでは、正規課程の学生以外に対する教育サービスについて、

①イベントの実施を計画し、推進している。 

センターの活動や成果、社会との連携や地域社会に対する教育サービスに関する情報に

ついては、本校ウェブサイトへ公開し情報発信している。 

 

上記[２] の目的を達成するために、本校に広報センター及びグローカル連携推進センタ

ーを設置している。 

広報センターは平成３１年４月に設置され、保護者や地域住民など関係機関等に対して

本校を正しく理解してもらうための広報活動を積極的に推進している。 

広報センターでは、正規課程の学生以外に対する教育サービスについて、①講習会、セ

ミナー、公開講座等の生涯学習講座の開設、②社会人への教育開放事業の実施、③教材開

発等の協力を計画し、推進している。 

グローカル連携推進センターでは、正規課程の学生以外に対する教育サービスについて、

①小学校、中学校及び高等学校への出前授業、②IT教材開発を推進している。 

 

上記[３]の目的を達成するために、本校では、外国の大学等からの学生の受入れ、また

外国の大学等への学生の派遣支援を目的として、留学生センター及び日本語・日本文化教

育センターを設置している。 

留学生センター及び日本語・日本文化教育センターは、それまでに設置されていたグロ

ーバル交流推進センターの機能強化や機能拡大を目的として、令和４年３月に多文化共生・

国際交流推進本部内の新センターとして設置された。 

留学生センターでは正規課程の学生以外に対する教育サービスについて、①外国人研修

生の受入れを計画し、推進している。 

外国人研修生に対する教育サービスに関する情報については、留学生センターの年度計

画に基づき本校ホームページを活用しての情報発信や九州沖縄地区９高専連携事業（文部

科学省大学改革推進等補助金：平成２４～２８年度）以降の受入れプログラムとして、九

州沖縄地区の９高専が連携して効率的に情報発信している。 

日本語・日本文化教育センターでは正規課程の学生以外に対する教育サービスについて、

①外国人研修生に対する日本語・日本文化教育を計画し、推進している。 

留学生の受入れに際しては国立高等専門学校機構等の幅広いネットワークを活用するこ

とで計画的、組織的に実施している。 

また、定期的に本校教職員向けに国際交流に関する研修等を行い、本校の国際交流に関

する環境の改善に取り組んでいる。 

 

２．取組 

1）地域連携研究推進センター 

地域産業界を対象とする教育サービスは、主として技術相談、共同研究、受託研究とい

う仕組みを通して、継続的に実施している。この活動は、本校地域連携研究推進センター
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が地域産業界及び本校教職員と連携して計画、実行、報告、改善しており、これらの内容

については本校ウェブサイトや地域連携研究推進センター報などを通じて広く公開して

いる。 

技術相談は毎月の定期開催および企業等の依頼に基づく随時開催にて実施しており、

相談件数の増加や外部資金獲得につながり、地域産業界との連携と人材育成の強化を推

進できている。これらの教育サービスは「地域社会における人材の育成，科学の発展，技

術開発及び産業の活性化に貢献する。」という目的に対する成果を着実に上げていると判

断できる。 

 

 

2）広報センター 

地域人材を対象とする教育サービスは、主として出前授業という仕組みを通して、継

続的に実施している。これらの教育サービスの内容は本校ウェブサイトや SNS などを利

用して広く情報発信を行っており、年間を通じて地域の小中学校や教育委員会との連携

下、数多くの教育サービスが計画的に展開されている。また、実施内容としては、主に、

中学生を対象とした自然や科学に対する興味を引き出し、本校の教育・研究活動を周知

していき、入学志願者の増加を目的としており、着実に志願者の増加につながっている。 
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3）多文化共生・国際交流推進本部 

多文化共生・国際交流推進本部では、以下の４センターの活動を取り纏めの上、正規過

程の学生以外に対する教育サービスを総合的に展開している。 

①留学生センター 

本校の学生の海外への派遣及び、海外からの外国人研修生（短期留学生）受入事業を推

進し、本校における学生の国際交流を推進する等の取り組みを通して、継続的に外国人

研修生を対象とする教育サービスを推進している。 

外国人研修生の受入れに際しては本校ホームページや海外教育機関と本校教員間の人

的ネットワーク等を活用するとともに、九州沖縄地区９高専間の連携し計画的、組織的

に推進している。また、学生の海外への派遣及び海外からの外国人研修生の受入れの体

制作りとして、各種留学プログラムの情報収集を行い、今後本校の学生や海外の大学等

に向け情報提供を行うことを予定している。 

今年度は新型コロナウィルスの感染症の感染状況や新組織として発足したばかりとい

うこともあり、学生の海外への派遣及び海外からの外国人研修生の受入れができなかっ

たが、よりよい教育サービス提供に向け、態勢の見直しを図った。 

②日本語・日本文化教育センター 

留学生（外国人研修生及び長期留学生を含む）に対する日本語・日本文化教育（学修支

援を含む）を行い、日本人学生及び地域住民や他高専、大学生等との交流促進を行う等の

取り組みを通して、継続的に外国人研修生を対象とする教育サービスを推進している。 

留学生の受入れに際しては国立高等専門学校機構等の幅広いネットワークを活用する

ことで計画的、組織的に実施している。 

また、定期的に本校教職員向けに国際交流に関する研修等を行い、本校の国際交流に

関する環境の改善に取り組んでいる。 
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今年度は新組織として発足したばかりではあるが、本校教職員向けに国際交流に関す

る研修を行い、よりよい教育サービス提供に向け、態勢の見直しを図った。 

③グローカル連携推進センター 

地域でグローバル・ローカルな視点をもって沖縄県の地域住民に沖縄高専の教育環境

を公開・提供、小中学校の教育向上と科学技術向上を推進すること等の取り組みを通し

て、地域人材を対象とする教育サービスを推進している。 

また、実施内容としては、小中学生を対象とした自然や科学に対する興味を引き出す

内容等の出前授業を行うことや地域の集まりに参加し、本校として協力できることを聴

取する取り組みを実施している。 

今年度は新組織として発足したばかりではあるが、出前授業の実施や地域の集まりへ

の参加等を行い、よりよい教育サービス提供に向け、活動を推進している。 

④国際共同研究推進センター 

沖縄高専の教職員と学生の国際共同研究と国際学術交流を推進し、その成果としての

国際共著論文執筆に必要なサポートを行う等の取り組みを通して、地域産業界を対象と

する教育サービスを推進している。 

主として技術相談、共同研究、受託研究という仕組みを通して、継続的に実施してい

る。この活動は、本校国際共同研究推進センターが海外の研究機関及び本校教職員と連

携して計画や実行する予定であり、これらの内容については本校ウェブサイトを通じて

広く公開することとしている。 

今年度は新型コロナウィルスの感染症の感染状況や新組織として発足したばかりとい

うこともあり、海外の研究機関等との共同研究ができなかったが、よりよい教育サービ

ス提供に向け、態勢の見直しを図った。 

 

i）名護市久辺小学校での出前授業 

令和４年９月１３日～１４日及び２０日～２１日の４日間、名護市久辺小学校にてプログ

ラミングの出前授業を実施した。９月１３日と２０日は小学３年生、９月１４日と２１日は

小学４年生向けに２人１組のペアでプログラミングを行う「ペアプログラミング」を行った。

また、小学校５年生と６年生向けにもビジュアルプログラミング言語を用いたプログラミン

グの出前授業を実施した。 

 今回の出前授業は来年創立２０周年を迎える本校の記念事業の一環として、名護市教育委

員会との連携によるコミュニティ・スクールの取り組みとして実施している。 
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 多文化共生・国際交流推進本部では、今後も地域の皆様に向けて学校見学や出前授業を引

き続き実施していく予定である。 

 

ii）留学生の名護市の小学校における交流 

 今年度は、名護市の複数の小学校の英語の授業に留学生達が参加する形で地域におけるグ

ローバル人材の育成活動を行った。 

 

３．自己評価 

正規課程の学生以外に対する教育サービス活動については、地域社会との緊密な連携や交

流を推進することにより地域社会における人材の育成、科学の発展、技術開発及び産業の活

性化に貢献することを目的として地域連携研究推進センターが設置され、生涯学習、地域文

化交流及び地域課題の解決支援に資することを目的として広報センターが設置されている。 

地域社会との連携の下、技術相談、共同研究、委託研究を推進し、具体的な成果をあげて

いる。特に技術相談は平成２５年度以降、沖縄県工業連合会との定期的な打ち合わせや産学

連携協力会理事会・総会での意見交換を踏まえ、それまでの都度開催から計画的な実施に改

善することで、相談件数は増加している。これらの活動については本校ウェブサイトや地域

連携研究推進センター報を用いた広報活動も積極的に行われ、地域社会に対して十分な情報

を発信している。 

今年度も、対面での出前授業などの実施が難しかったが、長期休業期間である春休みや夏

休みなど、時期と感染対策などを徹底する事で、出前授業も実施可能であるという事が確認

できた。出前授業のイベントは、３月の１回だけとなっているが、県内の感染者数の状況な

どを視野に入れながら、できる範囲でのイベントの実施を検討していきたいと考えている。

うるま市、宜野座、金武の３市町村での出前授業や名護市公民館との連携も何度か協議を重

ねてきたが、令和３年度でのイベント実施が実現できなかった。子供達だけでなくサイエン

スに興味を持つ地域の皆様に対して、与えられた状況の中で、いかに教育サービスを提供し

ていけるか今後もオンラインの活用とともに新しい出前授業の取り組みを模索する必要があ

る。正規課程の学生以外に対しても「沖縄高専の学び」を提供していく取り組みを行い、地

域から信頼される教育の場としての沖縄高専にしていく事が求められている。 

また、正規過程の学生以外に対する教育サービス目標を達成するため、総合的に実施でき

る組織として、多文化共生・国際交流推進本部が設置されている。 
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本校の教職員及び学生の国際共同研究と国際学術交流を推進し、その成果としての国際共

著論文執筆に必要なサポートを行う国際共同研究推進センター、地域でグローバルな視野及

びローカルな視点をもって沖縄県の地域住民に沖縄高専の教育環境を公開・提供、小中学校

の教育向上と科学技術向上を推進し、次世代の技術者を育てることで地域貢献を行うグロー

カル交流推進センター、外国の大学等からの学生の受入れ、また外国の大学等への学生の派

遣支援を行う留学生センター、留学生（外国人研修生及び長期留学生を含む）に対する日本

語・日本文化教育（学修支援を含む）を行い、日本人学生及び地域住民や他高専、大学生等と

の交流促進を行う日本語・日本文化教育センターの４センターを総括しており、柔軟かつ実

働的に正規課程の学生以外に対する教育サービス活動を推進している。 

今年度は新型コロナウィルスの感染症の感染状況や新組織として発足したばかりというこ

ともあり、明確な目標達成ができなかったが、正規過程の学生以外に対するよりよい教育サ

ービス提供に向け、態勢を再確認し、不足部分を補うための補充・改善を試みた。 

以上のように、本校における正規課程の学生以外に対する教育サービスは、地域連携研究

推進センター、広報センター及び多文化共生・国際交流推進本部が中心となって計画、実施、

改善する学内実施体制が整っており、これらの計画や取組結果は主として本校ウェブサイト

を通じて地域社会に公開されている。また、これらの教育サービスの利用者に関する状況も、

実施回数ならびに参加者数の観点から地域社会の期待に応えていると判断できる。 



 

 

 

 

 

 

   ⅩⅢ 管理運営 
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XⅢ 管理運営 

 

１．現状 

本校の目的を達成するため、校長のリーダーシップの下に校務を担当する副校長

及び主事を置き、その責務を遂行すべく、学則にその役割について明確に規定されて

いる。 

令和２年度からは、副校長及び主事の役割と責任をより明確にして執行部体制を

強化し、円滑な学校運営を図るため、総務主事、教務主事に加えて学生主事及び寮務

主事を副校長として任命した。また、情報ネットワーク・情報セキュリティ管理体制

を強化するため、情報処理センター長を新たに副校長（特命・IT担当）に任命し、副

校長６名体制とした。さらに、本校の経営戦略、将来構想等の重要事項に関する協議

を行うため、校長、副校長及び事務部長で構成するトップミーティングを設置し、毎

月２回開催して執行部の情報共有・連携を密にしている。 

令和３年度においては、本校の学生及び教職員の国際交流並びに留学生交流を推

進し、本校の国際教育の充実及び国際研究力の向上を図るとともに、地域のグローバ

ル化に資することを目的に、令和４年３月１日付けで「多文化共生・国際交流推進本

部」を組織し、本部内に学内組織として新たに「日本語・日本文化教育センター」「留

学生センター」「グローカル連携推進センター」「国際共同研究推進センター」を設置

した。 

 

沖縄工業高等専門学校多文化共生・国際交流推進本部規則（抜粋） 

 

（目的） 

第２条 推進本部は、沖縄工業高等専門学校（以下「本校」という。）における学生及び教職

員の国際交流並びに留学生（派遣・受入）交流を推進し、本校の国際教育の充実及び国際研

究力の向上を図るとともに、地域のグローバル化に資することを目的とする。 

 

（業務） 

第３条 推進本部は、次の各号に掲げる業務を行う。 

（１）留学生の日本語及び日本文化教育に関すること 

（２）留学生相談員（チューター）に関すること 

（３）学生の海外派遣、国際交流事業に関すること 

（４）海外からの短期留学生受入れに関すること 

（５）地域のグローカル人材育成及び生涯学習の支援に関すること 

（６）出前講座・公開講座等による地域貢献に関すること 

（７）研究者の国際交流事業に関すること 

（８）国際共同研究に関すること 

（９）前各号に掲げるもののほか、前条の目的を達成するために必要な業務 

２ 推進本部は、前項に規定する業務のほか、各学科等が行う国際交流活動を支援し、その推

進を図るものとする。 

 

また、令和４年度に執行部体制を見直し、副校長及び主事のそれぞれが担う役割を

分離することで、求められる・必要とされる能力等を最大限効果的に活かして学校運

営を実行していくこととした。 
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沖縄工業高等専門学校学則（抜粋） 

 

（副校長） 

第８条 本校に、次の各号に掲げる校務を担当する副校長を置く。 

一 総務・教育・入試 

二 学生・キャリア支援・寮務 

三 研究・産学連携・国際交流 

２ 前項の規定にかかわらず、校長が必要と認めた場合は、特命担当の副校長を置くことがで 

きる。 

３ 副校長は、校長の命を受け、校長を補佐するとともに、必要に応じて校長の代理を務める。 

 

（略） 

 

（主事） 

第９条 本校に、教務主事、学生主事及び寮務主事を置く。 

２ 教務主事は、校長の命を受け、副校長（総務・教育・入試担当）の指示に従い、教育計画 

 の立案その他教務に関することを掌理する。 

３ 学生主事は、校長の命を受け、副校長（学生・キャリア支援・寮務担当）の指示に従い、 

学生の厚生補導に関すること（寮務主事の所掌に属するものを除く。）を掌理する。 

４ 寮務主事は、校長の命を受け、副校長（学生・キャリア支援・寮務担当）の指示に従い、 

学生寮における学生の厚生補導に関することを掌理する。 

   

学内組織として、校長の下に専攻科長、各学科長、図書館長、技術支援室長、広報

センター長、学生相談・支援室長、リスク管理室長を置き、また、所掌する副校長の

下にキャリア教育センター長、地域連携研究推進センター長、情報処理センター長を

置き、それぞれの組織における管理・運営に携わっている。 

 

２．取組 

 本校の管理運営に関する諸問題、各種委員会等で審議・検討された事項は、運営会議

で審議・協議を行い、校務の円滑なる運営を図っている。 
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【 主事 】

【 副校長】

日本語・日本文化教育センター

令和４年度 運営組織図

人事委員会

副校長(学生・ｷｬﾘｱ支援・寮務担当)

※学生(寮生を除く)の厚生補導・

ｷｬﾘｱ支援

※学生寮運営・寮生の厚生補導

地域連携研究推進センター
副校長(研究・産学連携・国際交流担当)

※研究・地域連携・産学連携・

国際交流

教務主事

副校長(総務・教育・入試担当）

※総務・財務・施設・企画・評価・

危機管理・後援会

※教育・教育改革・入試

機械システム工学科長 機械システム工学科

校長特別補佐(20周年事業・

同窓会担当)

学生主事

情報通信システム工学科長 情報通信システム工学科

メディア情報工学科長 メディア情報工学科

生物資源工学科長 生物資源工学科

総合科学科長 総合科学科

専攻科長 創造システム工学専攻

電子通信システム工学コース

情報工学コース

生物資源工学コース

図書館長

技術支援室長 技術支援室

地域連携研究推進センター長

日本語・日本文化教育センター長

情報処理センター情報処理センター長

校 長

事務部長

総務係

人事係

図書係

総務課長

学生課長

研究連携推進室長

（課長補佐（研究連携担当）)

課長補佐（総務担当）

課長補佐（財務担当）

課長補佐

財務係

契約管理係

施設係

教務係

学生係

寮務係

電気電子情報系

実習工場系

広報センター

リスク管理室

学生相談・支援室学生相談・支援室長

リスク管理室長

広報センター長広報戦略会議

機械システム工学コース

【 校長特別補佐】

教務主事補

学生主事補

寮務主事補寮務主事

キャリア教育センター長 キャリア教育センター

留学生センター留学生センター長

グローカル連携推進センターグローカル連携推進センター長

国際共同研究推進センター国際共同研究推進センター長

校長特別補佐(多文化共生・

国際交流推進本部担当)

多文化共生・

国際交流推進本部

生物科学分析系

副校長(特命・IT担当)

※ＩＴ・情報ガバナンス・情報システム
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沖縄工業高等専門学校運営会議規則（抜粋） 
 
（趣旨） 

第１条 この規則は、沖縄工業高等専門学校運営組織規則第１１条第２項の規定に基づき、沖縄
工業高等専門学校（以下「本校」という。）の運営会議の運営に関し必要な事項を定める。 

 
（目的） 

第２条 運営会議は、校長の諮問に応じ、本校の管理運営に関する諸問題について検討し、校務
の円滑なる運営を図ることを目的とする。 

 
（審議事項） 

第３条 運営会議は、次に掲げる事項を審議する。 
（1）教育研究組織の設置・改廃に関すること 
（2）学則その他重要な規則の制定・改廃に関すること 
（3）入学者選抜に関すること 
（4）教育研究の改善に関すること 
（5）予算に関すること 
（6）その他、本校の管理運営に係る重要事項に関すること 
 
（構成員） 

第４条 運営会議の構成員は、次の各号に掲げる者とする。 
(1) 校長 
(2) 各副校長 
(3) 各学科長 
(4) 専攻科長 
(5) 事務部長 
 
（議長） 

第５条 運営会議は、校長が招集し、その議長となる。 
２ 議長に事故あるときは、前条第２号の構成員のうちあらかじめ議長が指名する者がその職務
を代行する。 

 
（開催） 

第６条 運営会議は、原則として毎月１回開催するものとする。ただし、必要に応じて臨時に開
催することができる。 

                       

 本校の管理運営、教育研究活動等に対する自己点検・評価は、学内の各組織（学科、

センター、委員会など）において、中期計画やこれまでの改善点に基づき、PDCA サイ

クルシートの作成及び点検作業が行われている。 
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PDCA サイクルチェックシート 

 

 

３．自己評価 

学校の目的を達成するために、校長のリーダーシップの下、管理運営が行われてお

り、それを補佐する副校長は校長の命を受けて定められた業務を行っている。専攻科

長、各学科長、図書館長、各センター長等は、それぞれの組織における管理・運営に携

わっている。 

 校長は、管理運営に関する諸問題、校務の円滑な運営を図るために、トップミーティ

ング、運営会議、各種委員会等に諮問し、最終的に効果的な意志決定が行える態勢にな

っている。 

 自己点検・評価、外部評価が本校の活動の総合的な状況に対して行われ、評価結果

は、報告書としてまとめられ公表されている。 

 今後の本校の管理運営については、時代に適応した校務の運営を図るには、会議、委

員会等を統廃合して組織を縮小し、審議事項の整理・集約、構成員を見直すことによる

審議の迅速化、教員の業務軽減等をさらに図る必要性があると考える。 

次期への引き継ぎ事項

学科・専攻科・委員会名 学科教育方針及び委員会等審議（任務）事項

　　業務（行動）計画
(plan）

（通し番号）　計画の概略(中期目標・計画、
認証評価の該当する各目標の番号を示す）
・　達成時期（達成時期または改善すべき時
期を示す。）
・　主なエビデンスとなる資料名を記入。

各計画には通し番号を付けてください。

　　実施（Do）状況

（通し番号）　各計画の実施状況の概略、実
施時期、主なエビデンスとなる資料名を記
入。

1つの計画で複数の試みを実施した場合は、
主な取り組みのいくつかを示してください。

　　検証（Check）

（通し番号）　実施状況の検証状況の概略と
結果、検証時期時期および主なエビデンスと
なる資料名を記入。

1つの計画で複数の検証を実施した場合は、
主な検証のいくつかを示してください。

　　改善（Action）

（通し番号）　検証に基づく改善案の概要、改
善検討時期および主なエビデンスとなる資料
名を記入。

1つの計画で複数の改善を実施した場合は、
主な改善のいくつかをを示してください。

業務（行動）計画(plan）

（通し番号）　計画の概略(中期目標・計画、
認証評価の該当する各目標の番号を示す）
・　達成時期（達成時期または改善すべき時
期を示す。）
・　主なエビデンスとなる資料名を記入。

各計画には通し番号を付けてください。

評価対応委員会

審議事項
(1) 自己点検・評価に関すること
(2) 認証評価機関による認証評価に関すること
(3) 学外者による自己点検・評価結果等の検証に関すること
(4) その他、自己点検・評価及び外部評価に関すること

担当業務
(1)自己点検評価報告書の作成
(2)PDCAサイクルチェックシートによる実施状況の把握
(3)成績評価資料の保存状況の確認
(4)学習達成度点検システムの検討

◎本科・専攻科・委員会等の取り組み


